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故 江口篤壽 先生 略歴
大正１２年４月５日 鹿児島県にてご出生

昭和１８年９月 第七高等学校理科卒業

２２年９月 東京帝国大学医学部医学科卒業

２３年９月 東京大学医学部附属病院にて診療に関する実地修練終了

２５年９月 聖ロカ国際病院勤務（小児科）

３４年６月 立教学院診療所勤務

５１年４月 文部教官 筑波大学教授就任（体育科学系）

６２年４月 筑波大学定年退官

平成２年４月 和洋女子大学教授就任（文家政学部）

５年９月 筑波大学名誉教授

６年３月 和洋女子大学定年退職

２２年５月２０日 ご逝去 享年８７歳
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故 江口篤壽先生のご逝去を悼む

日本学校保健学会名誉会員江口篤壽先生（筑波大学名誉教授）は平成２２年５月２０日に逝去されました．学校保健領

域でお世話になった多くの方々がご訃報に大変驚かれたことでしょう．皆様と共に心からお悔やみ申し上げます．

私が先生に初めてお目にかかったのは，先生が聖ロカ病院の小児科におられた時でした．それ以来の長いお付き合

いでしたが，何といっても忘れ難いのは，先生が立教学院で子ども達の健康管理に携わっておられた頃，私の研究上

の極めて基本的な課題について大変なご配慮を頂いたことです．思春期の身体発育の経過を調べる上に必要な立教学

院の子ども達の継続的な計測データを快くお貸しくださったのです．お蔭様で先生を含め何名かの関係者と共に私に

とっては忘れ得ぬ研究成果をまとめることができました．

立教学院でのお仕事を基盤として先生は学校保健の分野で大変なご活躍を続けられました．筑波大学教授として本

格的な研究生活に移られた頃には先生はすでに学校保健分野の第一人者として多大な業績を残しておられました．昭

和５８年の第３０回日本学校保健学会では学会長として立派な学会を当時の筑波研究学園都市（筑波大学）で開催されま

したし，昭和６１年から平成７年までの９年間に亘り学会の幹事長あるいは理事長として学会運営のリーダーシップを

とられたことを懐かしく思い出します．

そして，先生は健康教育の分野でも大いに活躍され，平成５年には第３回日本健康教育学会を市川市（和洋女子大

学）で主宰されました．また，健康教育の国際的な分野にも大いに力を注がれました．３年毎に開催されている

IUHPE（International Union for Health Promotion and Education）の会議には必ずご出席になられ，平成７年に千

葉市幕張メッセで開催されたアジアで初めての第１５回健康教育世界会議の立役者として大変ご尽力されました．その

３年後にプエリト・リコで開催された第１６回IUHPE大会の折りには先生が団長として日本から大勢の研究者をお連

れ下さいました．ご一緒に大変楽しく過ごさせて頂いたことを今でもよく思い出します．先生のご努力の結果，先生

はプエルト・リコの総会でIUHPEの西太平洋北部地域会長に選出され，さらなるご活躍の場を国際的に拡張された

わけでございます．

学校保健分野では学会だけでなく，財団法人日本学校保健会の運営にも大きなお力を添えられました．理事として

のご活躍だけでなく，晩年は「足の健康」に関する委員会を立ち上げられ委員長として業績を残されましたし，さら

に遡りますと健康診断や養護教諭に関わる委員会でも大いにお力を発揮しておられました．その一つですが，もう３０

数年前に当時の健康診断調査研究委員会で江口先生とご一緒した数名のベテラン養護教諭の先生方と私も含めて毎年，

江口先生を囲み食事会を開いてまいりました．昨年の４月に先生のご自宅近くのレストランで先生の誕生日会を開き

まして，会を楽しんだ後，先生のご自宅まで皆で先生をお送りした折，私どもの帰る道筋をご自宅の前でいつまでも

手を振っておられたお姿を忘れることはできません．先生とお目に掛った最後のお姿でございました．今思うと永遠

のお別れを感じておられたのでしょうか？

江口先生，先生とのお別れは学校保健関係者にとって本当に悲しく寂しいことでございます．しかし，先生にご教

示頂いた多くのことはいつまでも私どもの記憶に残ることでしょう．先生のご逝去に深く哀悼の意を表し，心からご

冥福をお祈りいたします．合掌

（�石昌弘）
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学校保健の持つ意味の重要性は本誌の読者そして日本

学校保健学会員の皆様に対し改めて述べるまでもないで

あろう．今回の巻頭言のご依頼は，私が２００９年に第３０回

日本肥満学会の会長として，浜松市にて学会を開催させ

ていただいたこともその理由とのことである．この学会

で小児科医が会長を務めたのは今回がはじめてであり，

光栄であるとともに責任の重大さを感じた次第である．

なぜ今，小児科医の肥満研究への取り組みが重要なこ

となのであろうか．それにはいくつかの学校保健ともか

かわる注目すべき理由がある．

その一つに小児肥満の増加傾向があげられる．アフリ

カなどの経済情勢の悪化や紛争のある地域を除き，広く

世界的に小児の肥満が増えていることが問題とされてい

る．米国では１９７０―１９８０年代から小児肥満が増加してき

たが，この傾向は奇しくも我が国の小中学生における頻

度の変化と類似している．小児肥満が地球規模で増えて

いることは，これがある家庭の事情や地域の要因もさる

ことながら，現代文明そして世界的な生活様式の変化が

より重要であり，どの国の子どもたちも肥満のリスクに

さらされていると言っても過言ではない．米国政府も大

統領夫人を先頭に，小児肥満対策を最重要施策の一つと

して強力なキャンペーンを開始したことは広く知られて

いる．米国では約２０％の小児に過体重が見られるが，英

国では２５―３０％とされ大きな問題となっている．

これらの小児肥満は多くが成人期につながると考えら

れることが二つ目の理由であり，少なくとも７０％前後は

成人肥満に移行するとするとの報告が多い．次ぎの理由

として，肥満が多くの生活習慣病と総称される疾患の原

因となることがあげられる．糖尿病やコレステロール，

中性脂肪，HDLコレステロールなどの脂質異常，高血

圧，脂肪肝などが代表的であるが，睡眠時無呼吸などの

呼吸障害，関節や骨の障害，不登校に関連する心理的問

題点など子どもたちにとっては注意すべき合併症となる．

最近の超音波などの検査法の進歩により，心筋梗塞や脳

血管病などの原因である動脈硬化の初期病変が，症状は

全く見られないが，小児期においても確認されるように

なってきた．

肥満の原因は遺伝と生活習慣に大別される．小児の肥

満が増加してきた理由は，遺伝的要因が急に変化したと

は考えにくく，やはり生活習慣が大きな役割を果たして

いるといえる．生活習慣の確立はどの時期になされるで

あろうか．

それは小児期がそのスタートであることは論を待たな

い．これが最後の，そして忘れてはならない理由である．

各種の知識習得と勉学，そして行動の規範などを身に

つけることは，学校で，そして家庭で子どもの時期から

なされる．食事や運動などの生活習慣病にかかわる習慣

のみが例外であるはずはない．「偏食の解消」や「スポー

ツのスキルを身につける」などはそのなかの簡単な一例

であり，小児期はそのチャンスである．それにより適切

な栄養のバランスを確保し，その年齢や生活に適した運

動を選択し実施することが可能になる．

わが国において子どもたちの生活習慣病対策はどのよ

うになされているだろうか．

生活習慣病が発症したり死亡したりするのは，ほとん

どが成人・老人である．しかしながらこれまで述べた理

由から小児期の重要性が認識され，厚生労働省も我々の

小児のメタボリックシンドロームへの取り組みを取り上

げ，２００５年度から研究事業がスタートし診断基準や介入

方法についての成果が上がってきた．肥満に伴う合併症

やメタボリックシンドロームの「治療」においては医療

機関が中心に位置する．一方で，「予防」や生活習慣を

身につける場としては，学校や家庭が大きな役割を果た

す．生活習慣病対策にとって学校保健は極めて大きな意

義を持つといえよう．むしろ学校における保健活動なく

して，生活習慣病の適切な対応はなしえないともいえる．

「肥満の対応はなかなか効果がでない」との印象に対

する解答として，最後に次の例をあげたい．われわれは

地域の何校かにおいて検診を行っている．検診は治療の

必要な者に対し早期の対応を可能にするのが目的の一つ

である．これ以外に，そしてより多くの子どもたちに対

し，適切な情報提供を定期的に行うことにより，軽症例

の改善や予防の効果が経験されている．将来的に生活習

慣病を起こしにくい適切なライフスタイルの基礎を身に

つけることは，一部の学童・生徒の問題ではなく，すべ

ての子どもたちにとって有益であり，彼らの一生にかか

わる大きな意味を持っていると言えよう．

地球規模で蔓延する小児肥満への対応には国や国際機

関の活動は必須であるが，学校や家庭のなかにも重要な

キーが存在することも忘れてはならない．

地球規模で考える子どもの生活習慣病

大 関 武 彦

Globalization of Lifestyle-Related Diseases in Children

Takehiko Ohzeki

巻頭言
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養護教諭のリーダーシップ行動に関する研究
―学校保健活動における協働の視点から―

後 藤 多知子＊１，古 田 真 司＊２

＊１愛知みずほ大学人間科学部
＊２愛知教育大学養護教育講座

A Study of the Leadership Activities of Yogo Teachers during Collaborations
in the School Health Programs

Tachiko Goto＊１ Shinji Huruta＊２

＊１Faculty of Human Sciences, Aichi Mizuho College
＊２Department of School Nursing and Health Education, Aichi University of Education

With the promotion of school health being one of the main aims, the leadership qualities of yogo teachers as

professionals are in high demand these days. The main objectives of this study are:（１）to state the leadership

activities of yogo teachers who collaborate with the concerned person in school health programs,（２）to clarify

whether the leadership activities of yogo teachers have any effect on the situation of the school health at each

school, and to clarify whether they have any effect on the healthy support for elementary school children and

their teachers. A free-description-style questionnaire was employed for this objective. The subjects were the

coordinators of school health programs and class-teachers who are in charge of the corresponding fifth or

sixth grade classes. All of the subjects were working at schools where yogo teachers were present. The tar-

gets of the research analysis were the yogo teachers at１６８elementary schools. The evaluation scores for the

items related to the leadership activities of yogo teachers and the present situation of school health were as-

sessed by averaging the scores given by two teachers arbitrarily chosen at each of the１６８schools. The re-

sults were as follows:

１）As for the leadership activities of yogo teachers who are collaborating with the other staff members en-

gaging in school health programs, the items that were given high evaluation scores were the next four:（１）

“Sharing information about pupils with their class-teachers.”（２）“Sharing common knowledge about ways to

perform emergency medical procedures with other staff members.”（３）“Providing protection against infec-

tious diseases.”and（４）“Being polite to other stuff members.”The items that were given low evaluation

scores were as follows:（１）“Not to hesitate about arguing with other staff members in what the yogo teacher

thought to be right.”（２）“Going around the school to check on its security and its environment.”（３）“Col-

laborating with guest lecturers to teach health education.”and（３）“Organizing support teams for elementary

school children who have health problems.”

２）As for the present situation of school health, the items given high scores were the next two:（１）“Pupils

and teachers were free to visit the school health room.”and（２）“Health management was conducted appro-

priately.”The items given low scores were these two:（１）“Pupils concerned about the health of their own

and the health of their friend.”and（２）“Parents concerned about the health of their own and the health of

their children.”The results of the survey led us to conclude that the leadership of yogo teachers as specialists

in school health problems is indispensable.

３）As for the leadership activities of yogo teachers, the results of the survey showed that there were four

factors:（１）“Getting along with teachers other than yogo teachers.”（２）“Being active in informing other

teachers of what yogo teachers actually do.”（３）“Visiting the classrooms to make pupils conscious of the im-

portance of good health.”and（４）“Sending health information regarding primary school children to other

staff members in charge of school health programs.”In addition, scoring high or low on these four factors was

affected by the next four points:（１）How many years of working experiences yogo teachers had.（２）The

number of pupils each school had.（３）The degree of recognition of the unity of the staff members at each

school.（４）Whether the yogo teacher was working as a coordinator of school health programs.

４）The present study suggests that the quality of the leadership activities of yogo teachers influenced the

present situation of the school health at each school, and they affected the quality of healthy support for

原 著
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�．はじめに

学校保健は組織活動として推進されていかなければな

らない１）．しかし従来，不活発や学校格差の問題が指摘

されてきた２―５）．改善のためには校長のリーダーシップの

発揮が必須である１）．同時にミドル・リーダーである保

健主事や，学校保健の専門家である養護教諭のリーダー

シップも重要である．近年，養護教諭は，保健主事を兼

務していない場合でも，学校内外の学校保健関係者を結

びつけて，学校保健を推進していくリーダーシップが求

められている５―１６）．「協働」は，同一の目標を目指して，

各立場で関係者が力を合わせることであり，課題が組織

全体に位置づいている状態を示す１７）．養護教諭にとって，

学校保健関係者との「協働」が必須である１８）．しかし，

現状では単独執務体制による問題など１９），連携が図れず

葛藤や負担感などを抱え，協働が難しい養護教諭が少な

くないことが報告されている２０―２２）．

一方，これまで，養護教諭のリーダーシップに関する

研究は少数である．その理由として，従来の職場環境の

原因が考えられる２３）．油布らの１９８９年の調査２４）では，「養

護教諭は学校の中で必要な職であるにもかかわらず評価

が低い」と回答した養護教諭は４８．４％であり，別の油布

らの研究（１９９２）では「職場環境として，養護教諭を軽

視する傾向がみられないわけではない」と記されてい

る２５）．近年まで，職場環境のために学校保健の専門家と

してのリーダーシップを発揮できたのは養護教諭の一部

であったと考えられる．しかし，１９９５年には養護教諭に

保健主事登用の道が開け，１９９８年には養護教諭は兼務発

令を受けて保健の授業を担当できることになった．また，

校内にスクールカウンセラーや学校栄養職員等が配置さ

れ，養護教諭と他職種の協働が求められており，２００３年

に実施された油布らの調査２４）によれば，「養護教諭の学

内での位置づけは確かなものになっている」と記してい

る．このように，養護教諭を取り巻く社会状況や職場環

境は変化してきており，ニーズとして学校保健における

リーダーシップが求められていると言える．学校保健関

係者や組織に対し，いかに効果的に影響を与えていくと

よいか，協働を視点とした養護教諭のリーダーシップ研

究を今後は進めていく必要があるだろう．

本研究では，養護教諭のリーダーシップを，専門性発

揮のための養護教諭の行動に主眼を置き，同僚である一

般教員により評価をした．学校保健活動における協働を

視点とした養護教諭のリーダーシップ行動について言説

をすること，養護教諭のリーダーシップ行動は学校保健

活動に影響を与えているのかどうか，ひいては，学校保

健の目的である児童や教職員の健康支援に影響を与えて

いるのかどうかを明らかにすることを研究目的とした．

これまで，学校保健活動における養護教諭のリーダー

シップ行動の定義を明確にした研究は見当たらず，コン

センサスはない．本研究では養護教諭の職種に関連があ

る看護学におけるリーダーシップの定義を参考にし

て２６―３０），以下のように「養護教諭のリーダーシップ行動」

を定義した．「養護教諭が，学校保健の目的達成のため

に積極的に影響力を及ぼす行動で，学校保健関係者の協

働を目指し，関係者がそれぞれの立場で役割行動が遂行

できるように，集団や個人にアプローチしていく行動で

ある．」

�．研究方法

１．調査時期・調査対象・調査方法

質問紙調査による．調査時期は２００６年の学校生活がほ

ぼ習慣化し，年度前半の学校行事が実施され，教員が，

児童や他の教員の学校での様子をほぼ認知できる７～８

月である．調査対象校は，全国を６ブロックに分け，各

ブロック毎に８３～８４校ずつ，「全国学校総覧」により無

作為に抽出した小学校合計５００校である．本研究では，

対象を小学校に限定した．その理由は，学校種により，

養護教諭に求められる養護活動が異なると指摘されてい

るが１１）３１）３２），小学校は学習指導形態として学級担任が主

体であるため，担任教員は児童や保護者と関わる時間が

他校種と比較して多く，どの担任教員も養護教諭との関

わりも多いと考えられるという理由からである．

調査方法は，質問紙郵送法である．各学校の学校長に，

養護教諭，保健主事教員（養護教諭が保健主事を兼務し

ている場合は高学年担任教員），高学年担任教員の合計

３名分の調査用紙を送付し調査を依頼した．養護教諭が

複数配置の場合は，経験年数が多い養護教諭について調

査を依頼した．３者は回答を記入後，同封した養護教諭

用，保健主事教員用，高学年担任教員用の回答用封筒に

各自密封して養護教諭に渡し，返信用封筒に３者分の封

筒をまとめて養護教諭から無記名により返送してもらっ

た．（ただし，研究後の報告書の返信を希望する学校に

ついては学校名を記入してもらった．）調査依頼文書に

は，調査は養護教諭の勤務評価ではないこと，養護教諭

のリーダーシップ行動のフォロワーである同僚教員によ

る評価調査の意義，回答内容が本研究以外の用途には使

用せず個人データの漏出はないことなどを明記した．協

力が得られた１７０校（回収率３４．０％）について分析を実

elementary school children and their teachers at each school.

Key words：leadership activities, yogo teacher, collaboration, school health programs, teachers’

evaluation of their fellow workers

リーダーシップ行動，養護教諭，協働，学校保健活動，同僚教員による評価
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施した．回答者は合計４６１名で，養護教諭は１６８名（うち

保健主事を兼務している者４４名），一般教員（以下，教

員と表記）２９３名（うち保健主事教員１１７名，高学年担任

教員１７６名）である．

「学校保健関係者との協働を視点とした養護教諭の

リーダーシップ行動」（以下，「養護教諭のリーダーシッ

プ行動」と表記）の評価は，本調査では，同僚である２

名の教員の評価を使用した．リーダーシップ行動は「他

者に対する影響力」３３）３４）であるためフォロワーが認知した

影響力を調査した．

２．調査内容

調査は，本研究用に作成した教員用質問紙（保健主事

教員と高学年担任教員に使用），養護教諭用質問紙の２

種類により実施した．質問紙構成は，自校の養護教諭の

リーダーシップ行動の評価，自校の学校保健活動と学校

保健全体の現状の評価，回答者の属性（養護教諭に対し

ては，自校についての属性も含む）である．以下，質問

項目の作成方法である．

・自校の養護教諭のリーダーシップ行動に関する質問項

目（４０項目）

協働する場合の養護教諭の執務の流れ３５）３６），養護教諭

に関連するリーダーシップ行動の先行研究３７―４０），一般教

員のリーダーシップ行動の先行研究４１―４３），学校健康教育

を活性化する養護教諭の働きかけ行動４４），養護教諭と他

職種者の役割認知の違いによる行動４５），問題対応時の養

護教諭の働きかけ行動４６）の先行研究を参考に，養護教諭

の職務内容に沿ってリーダーシップ行動をできるだけ挙

げ，質問項目案１４０項目を作成した．その質問項目案を

KJ法に従い 「養護教諭の専門的知識技術に関する行動」

「組織活動を意識した行動」「養護教諭の教育観・子ど

も観・健康観・子ども支援の視点を示す行動」「周囲と

の人間関係を構築するための行動」「教育職員としての

行動」「力量向上のための行動」の要因に分類した．次

に，経験年数２０年以上の養護教諭３名，教員３名により，

内容や表現の適切性を検討した．（表現が分かり易くす

ぐに行動がイメージできること・理想の回答を察するこ

とができる質問ばかりでなく，どちらでもよい質問を含

むこと・同僚の行動評価をしているという精神的負担に

ならないような質問内容に留意をすること）また，回答

者が時間的に負担にならない質問数の検討や勤務評価を

しているという意識が生じないような質問の並べ方の検

討を行い，最終的に今回の質問項目４０項目を決定した．

回答は一般教員が日常の学校生活の中で，養護教諭の

行動をどう認知しているのかの感覚を問うことを目的と

している．そのため，あえて中立的な「どちらでもない」

という回答を除外した．また，選択数が多い場合は，回

答者が感覚的にスムーズに回答できなくなることを懸念

し，４「全くその通り」，３「まあその通り」，２「あま

りそうではない」，１「全くそうではない」の４件法の

選択式とした．

・自校の学校保健活動や学校保健全体の現状の評価の質

問項目（１０項目）

学校保健活動の評価の質問項目は，日本学校保健会に

よる５つの質問項目４７），「学校保健の重要性の認識と推

進の状況について」，「学校保健安全計画の作成と実施に

ついて」，「適切な健康教育の実施について」，「適切な保

健管理の実施について」，「教員の協力体制と学校保健関

係者の連携について」とした．回答は，リーダーシップ

行動と同様の，４「全くその通り」，３「まあその通り」，

２「あまりそうではない」，１「全くそうではない」の

４件法の選択式とした．

学校保健全体の現状の評価についての質問項目は，

「児童の自分自身や友達の健康への関心」，「教員の自分

自身や児童の健康への関心」，「保護者の自分自身や我が

子の健康への関心」，開かれた保健室を示す１２）「保健室

の入りやすさ」，職場風土の１つである学校組織コミッ

トメント（学校組織や教職への帰属感，愛着感）を示す１）

「教職員全体の一体感」とした．

・回答者の属性（養護教諭に対しては，自校についての

属性も含む）の質問項目

教員への質問項目は，「経験年数」「現在の勤務校での

勤続年数」「保健主事担当の有無」「現在の養護教諭と一

緒に勤務した年数」の計４問とした．養護教諭への質問

項目は，「経験年数」「現在の勤務校での勤続年数」「学

校の所在地」「在籍児童数」「２００６年６月の１日あたりの

保健室平均来室者数（付き添いは除く）」「２００６年６月の

１日あたりの全校平均欠席率（１日あたりの全校児童に

おける欠席児童数の割合）」「現在担当している校務分掌」

「養護教諭の配置数」の計８問とした．回答は，選択式

および記述式である．

３．調査分析の方法

回答結果の統計分析には，統計パッケージSPSS for

Windous ver.１１を使用した．

回答結果は，各質問項目について，養護教諭，保健主

事教員，高学年担任教員の職種別に集計した．また，回

答者の属性以外の質問項目については，各学校別に，保

健主事教員と高学年担任教員の２名の評価（養護教諭が

保健主事を兼務している場合は，高学年担任教員２名の

評価）の平均値を算出し，各学校の「同僚教員の評価」

とした．統計による分析は危険率５％以下を有意とした．

�．研究結果

１．分析対象者の属性

表１―１，１―２に分析対象者の属性について人数と比

率を示した．養護教諭の経験年数については，平成１６年

度学校教員統計調査報告書４８）と比較し，本研究では３０年

以上の割合が２１．４％で，全国の経験年数別構成１６％と比

べ，やや多かった．
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表１―１ 分析対象者の属性（養護教諭）

項 目 区 分 人数（％）

経験年数

度数（人） １６８ ・１０年未満 １６（９．５）

平均値（年目） ２２．２ ・１０年以上２０年未満 ４７（２８．０）

標準偏差 ８．７ ・２０年以上３０年未満 ６９（４１．１）

・３０年以上 ３６（２１．４）

現在の勤務校での勤務年数

度数（人） １６８ ・１～２年目 ６５（３８．７）

平均値（年目） ３．５ ・３～５年目 ７５（４４．６）

標準偏差 ２．１ ・６年目以上 ２８（１６．７）

勤務校の所在地

度数（人） １６８ ・北海道，東北 ３２（１９．０）

・関東，甲信越 ２１（１２．５）

・東海，北陸 ３９（２３．２）

・近畿 ２５（１４．９）

・中国，四国 ３３（１９．６）

・九州，沖縄 １８（１０．７）

勤務校の在籍児童数

度数（人） １６８ ・４００人未満 ４２（２５．０）

平均値 （人） ５２７．４ ・４００人以上７００人未満 ９２（５４．８）

標準偏差 ２２５．１ ・７００人以上 ３４（２０．２）

１日あたりの保健室平均来室者数

（２００６年６月時）

度数（人） １６１ ・１０人未満 ２６（１６．１）

平均値（人） １９．２ ・１０人以上２０人未満 ６２（３８．５）

標準偏差 １５．１ ・２０人以上３０人未満 ４５（２８．０）

・３０人以上 ２８（１７．４）

１日あたりの全校平均欠席率

（２００６年６月時）

度数（人） １５２ ・１．０％未満 １５（９．９）

平均値（％） ２．１ ・１．０％以上２．０％未満 ６７（４４．１）

標準偏差 １．８ ・３．０％以上４．０％未満 ６０（３９．５）

・４．０％以上 １０（６．６）

調査年度の養護教諭以外の校務分掌

度数（人） １６８ ・保健主事 ４４（２６．２）

・特別支援コーディネーター ６（３．６）

・兼務発令（保健学習） １１（６．５）

・教育相談主任 ２１（１２．５）

・その他 １５（８．９）

養護教諭の配置数
度数（人） １６８ ・単数配置 １５０（８９．３）

・複数配置 １８（１０．７）

表１―２ 分析対象者の属性（一般教員）

項 目 区 分

人 数（％）

〈保健主事〉

（ｎ＝１１７）

〈担 任〉

（ｎ＝１７４）

〈合 計〉

（ｎ＝２９１）

経験年数

・１０年未満 ２（１．７） ２８（１６．１） ３０（１０．３）

・１０年以上２０年未満 １９（１６．２） ４９（２８．２） ６８（２３．４）

・２０年以上３０年未満 ６６（５６．４） ８３（４７．７） １４９（５１．２）

・３０年以上 ３０（２５．６） １４（８．０） ４４（１５．１）

現在の勤務校での勤務年数

・１～２年目 ３８（３２．５） ５９（３３．９） ９７（３３．３）

・３～５年目 ５５（４７．０） ８３（４７．７） １３８（４７．４）

・６年目以上 ２４（２０．５） ３２（１８．４） ５６（１９．２）

保健主事の経験
・有 ４４（２５．３）

・無 １３０（７４．７）

現在の養護教諭と一緒に勤務した年数

・１～２年目 ６５（５５．６） １０６（６０．９） １７１（５８．８）

・３～５年目 ４２（３５．９） ６３（３６．２） １０５（３６．１）

・６年目以上 １０（８．５） ５（２．９） １５（５．１）
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２．質問項目の基礎統計結果

表２―１，２―２は，質問項目別の同僚教員の評価の平

均値と標準偏差を示す．

� 養護教諭のリーダーシップ行動について（表２―１）

同僚教員による評価で，平均値が高かったのは「１．

様々な場面で児童の様子を把握し，担任と情報を交換し

合っている」「１４．救急処置の対応について，必ず管理

職や担任に報告，連絡，相談をしている」「１５．感染症

流行期の把握をし，職員や児童への呼びかけ，保健指導

等をすすめている」「３９．教職員に対して，明るく接し

ている」「４０．教職員に対して，丁寧に対応している」

で，全体の平均値が３．７台であった．逆に，平均値が低

表２―１ 自校の養護教諭の学校保健関係者との協働を視点としたリーダーシップ行動の評価（ｎ＝１６５）

№ 質 問 項 目 平 均 値 標準偏差

１．様々な場面で児童の様子を把握し，担任と情報を交換し合っている ３．７６ ．３７

２．児童の健康問題や課題を職員会議等で伝え，全体の問題としている ３．６１ ．４３

３．学校保健安全計画の実施にあたり，職員会議等で月保健目標をアピールしている ３．０３ ．６８

４．日頃から，養護教諭として，めざす子どもの姿について提示している ３．１５ ．５８

５．日常の会話の中で，保健に関することを教職員とよく話し合っている ３．５１ ．５０

６．教育課程にどのように健康教育を位置づけたらよいかを考え提案している ３．１５ ．５９

７．保健教育の資料提供を行い，必要ならばTTに参加している ３．２８ ．７１

８．保健教育では，児童の生活実態を把握し，教材を作成している ３．１４ ．７２

９．保健教育では，児童自らが判断し行動する主体性を育てる指導を進めている ３．０７ ．５７

１０．保健だよりには，その時期の児童の様子（健康実態）を必ず記述している ３．６７ ．４７

１１．授業中の児童の様子を見るために，毎日，校内巡視をしている ２．８８ ．８１

１２．教室の学習環境（照度，机やいすの高さ，換気）を点検し改善を進めている ２．９８ ．６３

１３．救急処置や救急体制は，教職員が的確に対応ができるマニュアルを作成している ３．４０ ．５４

１４．救急処置の対応について，必ず管理職や担任に報告，連絡，相談をしている ３．７５ ．３９

１５．感染症流行期の把握をし，教職員や児童への呼びかけ，保健指導等をすすめている ３．７９ ．３５

１６．疾病やアレルギーを持つ児童について，教職員に必要な配慮を提示している ３．６６ ．４５

１７．不登校傾向の児童に対して，教職員と共通の方針を持って支援をしている ３．５８ ．５２

１８．児童のからだや行動の問題を，縦断的，継続的な視点で対応している ３．５０ ．５０

１９．児童の健康問題や課題の対応に，それぞれ適した支援チーム作りを進めている ２．９３ ．６５

２０．保健教育や支援が必要な児童等に，適切な外部の人材を活用している ２．８９ ．６８

２１．保護者に対して，PTA活動や保健だより等で，学校保健をアピールしている ３．６２ ．４７

２２．児童保健委員会活動が，児童主導の活動になるように支援している ３．４２ ．５３

２３．保健室での執務より，学校全体の教育活動を見据えた執務に重点を置いている ３．０１ ．６４

２４．児童が保健室利用のきまりを守るように，教職員に働きかけている ３．３４ ．５０

２５．保健室のあり方について，日頃から教職員から意見を聞いている ３．０５ ．６１

２６．養護教諭の研修後の報告，伝達を教職員全体にしている ３．０２ ．６１

２７．全員の教職員と信頼関係を築くことができるように，積極的に会話をしている ３．６４ ．５３

２８．教職員に対して，健康に気遣っている ３．４７ ．５６

２９．教職員に対して，意見が異なる場合もはっきりと意見を述べている ３．３１ ．６０

３０．執務で困ったことは，教職員に相談している ３．３７ ．５３

３１．教職員の悩み事の相談にのっている ３．３４ ．６２

３２．教職員の懇親会には，積極的に参加している ３．５２ ．５５

３３．正論を言って，他の教職員とぶつかることがある ２．１０ ．７０

３４．教職員の和を大切にしている ３．６５ ．４７

３５．どの教職員に対しても公平である ３．６６ ．４５

３６．教育職員として，一貫性がある対応ができている ３．６６ ．４６

３７．自分の校務分掌以外の，他の教職員の仕事も手伝っている ３．３５ ．６１

３８．他の教職員を信頼している ３．５２ ．４８

３９．教職員に対して，明るく接している ３．７３ ．４１

４０．教職員に対して，丁寧に対応している ３．７５ ．３９

・平均値は，４件法による質問の回答を示す．
（４「全くその通り」，３「まあその通り」，２「あまりそうではない」，１「全くそうではない」の選択）
・自校の養護教諭についての「同僚教員による評価」は，同じ学校に勤務する２名の教員の回答の平均値とした．

１９５後藤ほか：養護教諭のリーダーシップ行動に関する研究



かったのは，「３３．正論を言って，他の教職員とぶつか

ることがある」で２．１０，ついで，「１１．授業中の児童の

様子を見るために，毎日，校内巡視をしている」，「１９．

児童の健康問題や課題の対応に，それぞれ適した支援

チーム作りを進めている」，「２０．保健教育や支援が必要

な児童等に，適切な外部の人材を活用している」の平均

値が約２．９台であった．

� 自校の学校保健活動の現状等の評価について

（表２―２）

学校保健活動の現状（８項目）に対する同僚教員によ

る評価で最も平均値が高かったのは，「７．保健管理（健

康診断，学校環境衛生，健康相談活動等）が適切に行わ

れている」で３．５３であった．逆に最も平均値が低かった

のは，「１．児童は，自分や友達の健康について関心を

持って生活している」で２．７５，ついで「３．児童の保護

者は，自分や自分の子どもの健康について関心を持って

生活している」で２．８９であった．また，「９．保健室は，

誰もが入りやすい雰囲気である」は，平均３．８０と高い評

価であった．

３．養護教諭のリーダーシップ行動の評価構造

各質問項目の回答平均値と標準偏差をみると，その和

がとり得る得点範囲の４以上になった項目があり，天井

効果が懸念された（表２―１）．回答は養護教諭のリー

ダーシップ行動の認知の感覚を把握することを目的とし

ており，選択肢が多数にならないように４件法としたこ

とが原因の一つであると考えられた．天井効果が懸念さ

れる質問項目は，一般教員が「全くその通り」または「ま

あその通り」と回答する傾向にある行動と言い換えるこ

とができる．質問項目を作成するに辺り，多数の案の中

から選択した経緯や，この結果は一般教員の養護教諭の

リーダーシップ行動に対する評価の特徴を示していると

捉えることもできることから，本研究では敢えて，質問

４０項目全てに対する一般教員２９１名の回答結果について，

因子分析（主因子法）を行った．初回の因子分析の結果

で，Kaiser-Meyer-Olikinのサンプリング適切性基準値

（KMO値）は０．９４７であった．KMO値は観察された相

関係数と偏相関係数の比であり，因子分析を適用してよ

いかの評価とする．全ての変数間の偏相関係数の二乗和

が相関係数の二乗和に比べて小さい場合はKMO値は１

に近くなる．KMO値が０．５未満は因子分析不適切，０．６

以上は普通，０．７以上は適切，０．８以上はかなり適切，

０．９以上は非常に適切と評価する４９）．KMO値から，本研

究の因子分析の適切性が認められた．初回の因子分析で

は固有値が１．０以上の質問項目は７項目であった．固有

値のスクリープロットにより，因子数は４因子と推定し

た．２回目以降の因子分析は，因子数の指定を行わずに，

バリマックス回転後の因子負荷量が０．４３未満の質問項目

を除外して，繰り返し行った．また，複数の因子に高い

負荷量を示す質問項目については，因子得点を算出し分

析に使用することから，敢えて除外をしなかった．４回

目の因子分析の結果，解釈可能な４因子を抽出した．バ

リマックス回転後の因子負荷量および共通性数値は表３

に示したとおりである．KMO値は０．９４１，累積寄与率は

５１．８％であり，十分解釈可能な結果と判断した．

第１の因子の因子負荷量が高い質問項目は「３９．教職

員に対して明るく接している」「４０．教職員に対して，

丁寧に対応している」「３５．どの教職員に対しても公平

である」「３４．教職員の和を大切にしている」「２８．教職

員に対して，健康に気遣っている」などであり，これら

は，養護教諭が同僚との信頼関係を得るために，親しみ

を持って接したり，気遣うなどコミニケーションをとる

行動であることから，「Ｍ行動（同僚との人間関係を良

好にする行動）」（以下，Ｍ行動と明記）と命名した．Ｍ

行動は，学校保健の目標達成をめざし，教職員との人間

関係を良好にする影響力を持つMaintenance行動と定義

した．

第２の因子の因子負荷量が高い質問項目は，「４．日

頃から，養護教諭として，めざす子どもの姿について提

表２―２ 教員による自校の学校保健活動の現状等に対する評価（ｎ＝１６５）

№ 質 問 項 目 平 均 値 標準偏差

１．児童は，自分や友達の健康について関心を持って生活している ２．７５ ．４６

２．教職員は，自分や児童の健康について関心を持って生活している ３．２９ ．３９

３．児童の保護者は，自分や自分の子どもの健康について関心を持って生活している ２．８９ ．４８

４．学校保健の重要性が学校全体で認識され，教育全体を通じて推進が図られている ３．０５ ．４６

５．学校保健安全計画が適切に作成され，それに従い実施されている ３．１９ ．４８

６．保健教育（教科，学級指導，学校行事，日常生活指導等）が適切に行われている ３．２４ ．４４

７．保健管理（健康診断，学校環境衛生，健康相談活動等）が適切に行われている ３．５３ ．４１

８．教職員の協力体制や家庭，学校保健関係者との連携などが円滑に行われている ３．２８ ．４５

９．保健室は，誰もが入りやすい雰囲気である ３．８０ ．３９

１０．学校全体として，すべての教職員の中に一体感がある ３．２３ ．５４

・平均値は，４件法による質問の回答を示す．

（４「全くその通り」，３「まあその通り」，２「あまりそうではない」，１「全くそうではない」の選択）

・「教員による評価」は，同じ学校に勤務する２名の教員の回答の平均値とした．
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表３ 同僚教員の評価による自校の養護教諭のリーダーシップ行動の評価構造

（主因子法・バリマックス回転後の因子構造）

№ 質 問 項 目 因 子

因子負荷量

共通性

養護教諭のリーダーシップ行動

因子�
Ｍ行動
同僚と
の人間
関係を
良好に
する行
動

因子�
Pa行動
同僚に
執務を
積極的
にアピ
ールす
る行動

因子�
Pb行動
教室に
出掛け
る行動

因子�
Pc行動
学校保
健関係
者に児
童の健
康情報
を発信
する行
動

３９．教職員に対して，明るく接している ．７９１ ．１１９ ．０８９ ．２０１ ．６８８

３８．他の教職員を信頼している ．７３６ ．１９５ ．１６７ ．１２４ ．６２２

４０．教職員に対して，丁寧に対応している ．７３４ ．０６６ ．０９７ ．１７０ ．５８１

３５．どの教職員に対しても公平である ．７０１ ．１６２ ．１６４ ．２０９ ．５８９

３４．教職員の和を大切にしている ．６６３ ．２３２ ．２４５ ．２０６ ．５９５

３６．教育職員として，一貫性がある対応ができている ．６５９ ．２６１ ．１３０ ．３２２ ．６２３

２７．全員の教職員と信頼関係を築くことができるように，積極的に会話をしている ．５８５ ．３５３ ．１６５ ．３７０ ．６３１

２８．教職員に対して，健康に気遣っている ．５６７ ．２８４ ．３９２ ．２１３ ．６０１

３７．自分の校務分掌以外の，他の教職員の仕事も手伝っている ．５６５ ．２１１ ．２７８ ．０７４ ．４４６

３２．教職員の懇親会には，積極的に参加している ．５３１ ．３９６ ．１５５ ．１４６ ．４８４

３１．教職員の悩み事の相談にのっている ．５１７ ．４６５ ．２９０ ．０９１ ．５７５

４．日頃から，養護教諭として，めざす子どもの姿について提示している ．２７９ ．６２４ ．２４９ ．２１５ ．５７６

２４．児童が保健室利用のきまりを守るように，教職員に働きかけている ．１５３ ．５８８ ．１０６ ．２７０ ．４５４

９．保健教育では，児童自らが判断し行動する主体性を育てる指導を進めている ．２２８ ．５２１ ．３４５ ．１０３ ．４５３

３．学校保健安全計画の実施にあたり，職員会議等で月保健目標をアピールしている ．１２６ ．５０６ ．１９８ ．１７１ ．３４０

３０．執務で困ったことは，教職員に相談している ．４０６ ．４９１ ．１４３ ．２９１ ．５１２

２６．養護教諭の研修後の報告，伝達を教職員全体にしている ．２２２ ．４６４ ．３２１ ．１４４ ．３８８

６．教育課程にどのように健康教育を位置づけたらよいかを考え提案している ．１８５ ．４５４ ．４０４ ．３３７ ．５１７

８．保健教育では，児童の生活実態を把握し，教材を作成している ．１８８ ．４１５ ．６０８ ．１２８ ．５９４

７．保健教育の資料提供を行い，必要ならばTTに参加している ．１４５ ．２７９ ．５８２ ．２４４ ．４９７

１１．授業中の児童の様子を見るために，毎日，校内巡視をしている ．１７８ ．０９５ ．５５６ ．１９８ ．３８９

１２．教室の学習環境（照度，机やいすの高さ，換気）を点検し改善を進めている ．２７８ ．２７６ ．５５３ ．１９８ ．４９９

１５．感染症流行期の把握をし，教職員や児童への呼びかけ，保健指導等をすすめている ．２１５ ．０５８ ．３２３ ．７０８ ．６５５

２１．保護者に対して，PTA活動や保健だより等で，学校保健をアピールしている ．２８３ ．３６６ －．０１１ ．５４２ ．５０８

１４．救急処置の対応について，必ず管理職や担任に報告，連絡，相談をしている ．２１０ ．２０９ ．１７３ ．５２７ ．３９５

１６．疾病やアレルギーを持つ児童について，教職員に必要な配慮を提示している ．１４８ ．２４２ ．２２４ ．５２５ ．４０７

１０．保健だよりには，その時期の児童の様子（健康実態）を必ず記述している ．２６６ ．２４２ ．２０４ ．４４５ ．３６９

因 子 寄 与 率（％） ２０．１８ １２．５４ ９．５６ ９．５２

累 積 因 子 寄 与 率（％） ２０．１８ ３２．７２ ４２．２９ ５１．８１

＊以下の質問項目については，因子負荷量が０．４３未満であったため除外した．
１．様々な場面で児童の様子を把握し，担任と情報を交換し合っている
２．児童の健康問題や課題を職員会議等で伝え，全体の問題としている
５．日常の会話の中で，保健に関することを教職員とよく話し合っている
１３．救急処置や救急体制は，教職員が的確に対応ができるマニュアルを作成している
１７．不登校傾向の児童に対して，教職員と共通の方針を持って支援をしている
１８．児童のからだや行動の問題を，縦断的，継続的な視点で対応している
１９．児童の健康問題や課題の対応に，それぞれ適した支援チーム作りを進めている
２０．保健教育や支援が必要な児童等に，適切な外部の人材を活用している
２２．児童保健委員会活動が，児童主導の活動になるように支援している
２３．保健室での執務より，学校全体の教育活動を見据えた執務に重点を置いている
２５．保健室のあり方について，日頃から教職員から意見を聞いている
２９．教職員に対して，意見が異なる場合もはっきりと意見を述べている
３３．正論を言って，他の教職員とぶつかることがある

１９７後藤ほか：養護教諭のリーダーシップ行動に関する研究



示している」「２４．児童が保健室利用のきまりを守るよ

うに，教職員に働きかけている」「３．学校保健安全計

画の実施にあたり，職員会議等で月保健目標をアピール

している」「３０．執務で困ったことは，教職員に相談し

ている」であり，これらは，協働のために養護教諭が執

務や考えを積極的に同僚の教職員に知らせていく行動で

あり「Pa行動（同僚に執務を積極的にアピールする行

動）」（以下，Pa行動と明記）と命名した．

第３の因子の因子負荷量が高い質問項目は，「８．保

健教育では，児童の生活実態を把握し，教材を作成して

いる」「７．保健教育の資料提供を行い，必要ならばTT

に参加している」「１１．授業中の児童の様子を見るため

に，毎日，校内巡視をしている」「１２．教室の学習環境

（照度，机やいすの高さ，換気）を点検し改善を進めて

いる」であり，これらは養護教諭が学級に出掛け，児童

の活動に関わっていく行動であり「Pb行動（教室に出

掛ける行動）」（以下，Pb行動と明記）と命名した．

第４の因子の因子負荷量が高い質問項目は，「１５．感

染症流行期の把握をし，教職員や児童への呼びかけ，保

健指導等をすすめている」「１４．救急処置の対応につい

て，必ず管理職や担任に報告，連絡，相談をしている」

「１６．疾病やアレルギーを持つ児童について，教職員に

必要な配慮を提示している」「１０．保健だよりには，そ

の時期の児童の様子（健康実態）を必ず記述している」

であり，これらは，協働のために自校の児童の情報を周

囲に知らせる行動であり「Pc行動（学校保健関係者に

児童の健康情報を発信する行動）」（以下，Pc行動と明

記）と命名した．Pa行動，Pb行動，Pc行動の３つの因

子は，どの行動も学校保健の目的の達成をめざし，周囲

に執務をアピールする影響力を持つ養護教諭の行動であ

り，Ｐ行動（Performance行動）と定義した．

それぞれの養護教諭毎に，因子負荷量から同僚の評価

による４つの因子得点を算出した．因子得点は，全体の

平均が０，分散が１で標準化されており，プラスで絶対

値が大きいほどその因子の傾向が強いことを示しマイナ

スで絶対値が大きいほどその因子の傾向が弱いことを示

している．

４．養護教諭のリーダーシップ行動と養護教諭自身の属

性・勤務校の属性との関連

養護教諭およびその勤務校の属性と，それぞれの養護

教諭のＭ行動・Pa行動・Pb行動・Pc行動の各因子得点

との関連について検討した（表４）．

表４ 同僚教員の評価による養護教諭のリーダーシップ行動（因子得点）と養護教諭および勤務校の属性との関連（一元配置

分散分析，ただし２群の比較はt検定）

養護教諭のリーダー
シップ行動

養護教諭
および勤務校の属性

Ｍ 行 動
（同僚との人間関係を良好
にする行動）

Pa 行 動
（同僚に執務を積極的にア
ピールする行動）

Pb 行 動
（教室に出掛ける行動）

Pc 行 動
（学校保健関係者に児童の
健康情報を発信する行動）

平均値
標準
偏差

F値
（p値）

平均値
標準
偏差

F値
（p値）

平均値
標準
偏差

F値
（p値）

平均値
標準
偏差

F値
（p値）

養
護
教
諭
経
験
年
数

１０年未満 （ｎ＝１５） ０．１３６ ０．５９６ －０．３４７ ０．９２４ ０．４６８ ０．６６３ ０．１３６ ０．５９６
１０～２０年未満（ｎ＝４６） ０．０３０ ０．８２６ ０．３７８ ０．０９７ ０．８７６ １．５４５ ０．１２６ ０．６５０ ４．３７８＊＊ ０．０３０ ０．８２６ ０．３７８
２０～３０年未満（ｎ＝６７） ０．０５４ ０．９３７ （０．７６９） －０．０８５ ０．７７０ （０．２０５） ０．０８８ ０．８１２ （０．００５） ０．０５４ ０．９３７ （０．７６９）
３０年以上 （ｎ＝３５） －０．９７６ ０．６４６ ０．０９７ ０．７１９ －０．９６４ １．０３１ －０．９７６ ０．６４６

〈多重比較〉 １０年未満＞３０年以上

勤
務
校
在
籍
年
数

１～２年目 （ｎ＝６３） －０．１２０ ０．９０６ －０．０４７ ０．８０９ －０．０１１ ０．８８０ －０．０８０ ０．９０９
３～５年目 （ｎ＝７２） ０．０９８ ０．７７８ １．５９９ ０．０５３ ０．８５２ ０．６３７ －０．０６１ ０．８２１ １．０４１ ０．０９０ ０．９４３ １．０６８
６年目以上 （ｎ＝２８） １．４７７ ０．６８３ （０．２０５） －０．１４ ０．６９９ （０．５３０） ０．２０６ ０．７７４ （０．３５５） －０．１８２ ０．９２７ （０．３４６）

〈多重比較〉

在
籍
児
童
数

４００人未満 （ｎ＝３９） ０．１８６ ０．６２０ ０．０６４ ０．８１０ －０．１３７ ０．７４１ ０．４３２ ０．８７５
～７００人未満（ｎ＝９１） ０．００２ ０．８５５ １．２９１ －０．１０９ ０．８３０ １．３４５ －０．０２９ ０．９１０ ２．２３６ －０．１３０ ０．８７９ ６．８５２＊＊

７００人以上 （ｎ＝３３） －０．１１７ ０．９０８ （０．２７８） ０．１３２ ０．７４０ （０．２６４） ０．２６３ ０．６８７ （０．１１０） －０．２６２ ０．９６４ （０．００１）

〈多重比較〉 小規模校＞中，大規模校

※
職
員
の
一
体
感

上位 （ｎ＝７６） ０．２８０ ０．５６３ ０．１２６ ０．７９８ ０．１７９ ０．６７９ ０．１０１ ０．７８８
中位 （ｎ＝６７） －０．１０５ ０．８３３ １１．５２＊＊ －０．０６１ ０．７１５ ３．０１６ －０．１４８ ０．９０４ ３．０９４＊ ０．０００ ０．９０９ ４．３６８＊

下位 （ｎ＝２２） －０．５６７ １．１３７ （０．０００） －０．３３４ １．０４７ （０．０５２） －０．１２５ １．０１９ （０．０４８） －０．５４５ １．２４３ （０．０１４）

〈多重比較〉 上位＞中位，下位 上位＞下位

養護教諭の属性 平均値
標準
偏差

〈t値〉
（p値）

平均値
標準
偏差

〈t値〉
（p値）

平均値
標準
偏差

〈t値〉
（p値）

平均値
標準
偏差

〈t値〉
（p値）

保
健
主
事

兼任あり （ｎ＝４１） ０．０００ ０．９６２ 〈０．２０３〉 －０．０２６ ０．８０９ 〈０．０７１〉 －０．２９２ ０．８８０ 〈２．６６１〉 ０．１２７ ０．８８４ 〈１．１９０〉
兼任なし （ｎ＝１２２） ０．０３０ ０．７６８ （０．８４０） －０．０１６ ０．６９９ （０．９４３） ０．２０６ ０．７７４ （０．００９）＊＊ －０．０７２ ０．９４０ （０．２３６）

保
健
学
習

兼務あり （ｎ＝１１） ０．０２２ ０．８２８ 〈０．００３〉 －０．９５９ ０．４４１ 〈０．５５６〉 ０．００７ ０．６２５ 〈０．０１０〉 ０．１６０ ０．７５１ 〈０．６７５〉
兼務なし （ｎ＝１５２） ０．０２２ ０．８２１ （０．９９８） －０．０１３ ０．８３１ （０．５８６） ０．００４ ０．８５２ （０．９９２） －０．０３５ ０．９４０ （０．５０１）

複
数
配
置

あり （ｎ＝１７） －０．１２３ ０．８７３ 〈０．７７０〉 ０．２９０ ０．７８７ 〈１．６６９〉 ０．３７０ ０．６３７ 〈１．９２２〉 －０．３９２ １．１７１ 〈１．７４６〉
なし （ｎ＝１４６） ０．０３９ ０．８１３ （０．４４２） －０．０５４ ０．８０７ （０．０９７） －０．０３９ ０．８４９ （０．０５６） ０．０２１ ０．８９０ （０．０８３）

注※）「職員の一体感」は同僚教員２名の評価から，４．ある，３．まあある，２．あまりない，１．全くない，の平均で，３点より大きい学校を「上
位」，３点を「中位」，３点未満を「下位」とした．

・＊＊：p＜０．０１ ＊：p＜０．０５
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養護教諭としての経験年数と有意な関連が認められた

のはPb行動であった（p＝０．００５）．Pb行動の因子得点は

経験年数が少ないほど高い傾向を示した．しかし勤務校

の在籍年数と各リーダーシップ行動とに有意な関連は認

められなかった．在籍児童数とPc行動には有意な関連

が認められ（p＝０．００１），小規模校ほどPc行動の因子得

点が高い傾向が認められた．

一方，同僚教員２名が評価した「教職員全体の一体感」

との関連では，Ｍ行動（p＝０．０００），Pb行動（p＝０．０４８），

Pc行動（p＝０．０１４）は有意な関連が認められ，それぞ

れ評価が上位の学校に比べ，下位の学校のリーダシップ

各行動の評価が低かった．またPa行動（０＝０．０５２）で

もほぼ同様の傾向が見られた．

養護教諭のその他の属性との関連では，Pb行動にお

いて養護教諭の保健主事兼任の有無と有意な差が認めら

れた（p＝０．００９）が，保健主事兼任者の経験年数も多

いため，その影響が考えられた．また，養護教諭の保健

学習の兼務発令の有無や複数配置の有無では，有意な差

は認められなかった．

５．養護教諭自身のリーダーシップ行動の志向と自校の

学校保健活動の評価との関連

養護教諭のリーダシップ行動が自校の学校保健活動の

評価や児童の実態に与える影響を検討するため，各リー

ダーシップ行動の因子得点と学校保健活動の評価得点

（教員２名の評価の平均値）との関連性を検討した．そ

の際，表４の結果から，養護教諭のリーダーシップ行動

に影響する要因と考えられた，「養護教諭経験年数」，

「在籍児童数」，および「教職員全体の一体感」の影響

を除くため，これらの３変数を制御変数とした偏相関分

析を行った．その結果を表５に示す．

表５ 同僚教員の評価による自校の養護教諭のリーダーシップ行動（因子得点）と自校の学校保健活動の評価得点および児童

の実態との関連（偏相関分析）（ｎ＝１４４）

養護教諭のリーダーシップ行動

自校の学校保健活動の評価

Ｍ 行 動

（同僚との人間関

係を良好にする行

動）

Pa 行 動

（同僚に執務を積

極的にアピールす

る行動）

Pb 行 動

（教室に出掛ける

行動）

Pc 行 動

（学校保健関係者

に児童の健康情報

を発信する行動）

偏相関

係 数
p値

偏相関

係 数
p値

偏相関

係 数
p値

偏相関

係 数
p値

�児童は，自分や友達の健康に関心を

持って生活している
－０．０５８ ０．４８３ ０．３３７＊＊ ０．０００ ０．０４２ ０．６１２ ０．２５８＊＊ ０．００２

�教職員は，自分や児童の健康について

関心を持って生活している
０．１６５＊ ０．０４７ ０．１０５ ０．２０９ －０．０２０ ０．８１０ －０．０８４ ０．３１４

�保護者は，自分や児童の健康について

関心を持って生活している
－０．０５４ ０．５１７ ０．２２９＊＊ ０．００５ －０．１０９ ０．１９０ ０．１４２ ０．０８８

�学校保健の重要性が学校全体で認識され，

教育全体を通じて推進が図られている
－０．０５６ ０．５０５ ０．４５１＊＊ ０．０００ ０．１１１ ０．１８４ ０．１９２＊ ０．０２０

�学校保健安全計画が適切に作成され，

それに従い実施されている
０．１０６ ０．２０４ ０．４７９＊＊ ０．０００ ０．２４４＊＊ ０．００３ ０．０７０ ０．４０３

�保健教育が適切に行われている ０．１０６ ０．２０３ ０．３００＊＊ ０．０００ ０．２４４＊＊ ０．００３ ０．０７０ ０．４０３

�保健管理が適切に行われている ０．１７４＊ ０．０３６ ０．２８２＊＊ ０．００１ ０．２３１＊＊ ０．００５ ０．２０１＊ ０．０１５

	教職員の協力体制や家族，学校保健関係

者との連携などが円滑に行われている
０．１０８ ０．１９３ ０．１６０ ０．０５３ ０．１０９ ０．１９０ ０．１１４ ０．１６９

児 童 の 実 態
偏相関

係 数
p値

偏相関

係 数
p値

偏相関

係 数
p値

偏相関

係 数
p値

・保健室は，誰もが入りやすい雰囲気で

ある（同僚の評価値）
０．５８０＊＊ ０．０００ ０．１３４ ０．１０６ ０．０６１ ０．４６２ ０．０８０ ０．３３４

・１日あたりの保健室平均来室者数（人）

（２００６年６月の値）
０．１５７ ０．０５８ －０．０９９ ０．２３５ －０．０２６ ０．７６０ －０．０４５ ０．５９１

・１日あたりの全校平均欠席率（％）

（２００６年６月の値）
－０．００５ ０．９５４ －０．０８０ ０．３３８ －０．１１９ ０．１５３ －０．０５０ ０．５４６

・養護教諭の経験年数，在籍児童数，学校全体の教職員の一体感の評価値（教員２名の平均値）を制御変数として偏相関分析

を行った．

・＊＊：p＜０．０１ ＊：p＜０．０５
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学校保健活動の評価８項目のうち，Ｍ行動と有意な正

の相関を示したのは，「２．教職員の自分自身や児童の

健康への関心」と「７．適切な保健管理の実施」の２項

目であり，これ以外の項目との関連はなかった．Pa行

動と学校保健活動の評価８項目とでは，ほとんどの項目

と正の相関があり，特に「１．児童の自分自身や友達の

健康への関心」「３．保護者の自分自身や我が子の健康

への関心」「４．学校保健の重要性の認識と推進の状況」

「５．適切な学校保健安全計画の作成と実施」「６．適

切な保健教育の実施」「７．適切な保健管理の実施」の

各項目で有意な正の相関関係を示した．Pb行動と有意

な関連があったのは「５．適切な学校保健安全計画の作

成と実施」「６．適切な保健教育の実施」「７．適切な保

健管理の実施」の３項目で，Pc行動と有意な関連があっ

たのは「１．児童の自分自身や友達の健康への関心」「４．

学校保健の重要性の認識と推進の状況」「７．適切な保

健管理の実施」であった．

一方，同僚の教員の評価である「９．保健室が入りや

すい雰囲気かどうか」とＭ行動は強い相関を示し（r＝

０．５８０，p＝０．０００），実際の児童の保健室来室者数も，

有意ではないが，弱い正の相関を示していた（r＝０．１５７，

p＝０．０５８）．その他のリーダーシップ行動の保健室来室

者数との間に関連は認められなかった．また，１日あた

りの全校平均欠席率（％）については，４つのリーダー

シップ行動の高低と有意な関連は認められなかった．

�．考 察

１．養護教諭のリーダーシップ行動の調査方法について

リーダーシップ行動とは「他者に対する影響力」３３）３４）で

ある．本研究の目的である「学校保健関係者との協働を

視点とした養護教諭のリーダーシップ行動」の評価は，

本調査では，同僚教員２名の教員の評価の平均値をもと

に行った．

淵上によれば１），フォロワーによるリーダーシップ行

動の評価は，各自がもつ「プロトタイプ像」との比較に

よる．つまり，各自がこれまで形成してきた養護教諭の

原型を基準とし比較をしている．従って，リーダーシッ

プ行動の評価は，フォロワー一人一人により異なり，本

来，各養護教諭に対して，同僚教員全員の評価を得るこ

とが適当である．しかし，その方法では，多数の学校か

ら調査協力を得ることは難しいため，本研究ではあらか

じめ指定した同僚教員２名の調査によって行った．

本研究では，保健主事教員を回答者の１人，その他の

一般教員として，高学年担任教員を１人指定した．なお，

養護教諭が保健主事を兼ねている場合は，高学年担任２

名を指定した．廣瀬ら３５）の研究によれば，保健主事と一

般教員は校長や教頭よりも，養護教諭に対し，多数の職

場サポートを行っており接触することが多いとされてい

る．そのため，他の教員よりも評価が甘くなるなどの回

答の偏りも考えられた．しかし，一般教員の場合は，養

護教諭との関わりの程度はかなりの個人差があることが

予想されるため，むしろ，保健主事担当教員と高学年担

当教員というように公務分掌による回答者の指定をし，

各養護教諭との関わりがあまり偏らないようにした方が

良いのではないかと考えた．

回答結果から，同僚である養護教諭に対する保健主事

と一般教員では，リーダーシップ行動の評価には有意差

はないものの若干の違いが見られた．しかしこの点では，

一般教員どうしでも同様であった．本研究は，養護教諭

のリーダーシップ行動をフォロワーである同僚の教員に

より評価を得るという，学校組織にとってデリケートな

調査であった．このような研究は筆者の知る限りこれま

で見当たらない．従って，本研究が養護教諭のリーダー

シップ行動の評価を，保健主事と一般教員の２名（ある

いは一般教員２名）の同僚の教員の平均値としたことは，

そのための多少の偏りが生まれるにせよ，養護教諭の

リーダーシップの一側面を表していると考える．

２．養護教諭のリーダーシップ行動の評価

養護教諭のリーダーシップ行動において，同僚教員の

評価が高い行動は，養護教諭が重視して行っている行動，

養護教諭が取り組みやすい行動，教員が認知しやすい行

動，教員の養護教諭のプロトタイプ像より評価が高い行

動を示している．今回，最も評価が高かった行動は「担

任との情報交換」「救急処置対応の共通理解」「感染症予

防活動」「教職員への丁寧な対応」であった．「担任との

情報交換」については，養護教諭が情報を得ることで多

角的視野において児童を理解し，適切な判断による対応

に繋げている１２）ことを示している．「救急処置対応の共

通理解」については，救急処置は養護教諭の中核的な機

能であること５０），周囲から最も望まれている職務である

こと５１），傷病に対する適切な対応をとる職責を持つ５２）こ

とから，管理職や担任と共通理解は必須であり，重視し

ていることを示している．松本ら４０）の児童生徒による養

護教諭のリーダーシップ行動を評価した研究においても，

救急処置に関する行動は評価が高い．「感染症予防活動」

については，近年，新興感染症や再興感染症をはじめ，

学校での感染症対策はますます重要となっており１２），養

護教諭が重視していることを示している．「教職員への

丁寧な対応」については，養護教諭の勤務校での気配り，

親身さ，謙虚さを示している．しかしその反面，岡田５３）

が指摘しているように，養護教諭の謙遜的な状況も表し

ているのかもしれない．

一方，同僚教員の評価が低い行動は，養護教諭が重視

していない行動や取り組みにくい行動，あるいは教員か

ら分かりにくい行動や教員の養護教諭のプロトタイプ像

より低い評価の行動を示している．最も評価が低かった

行動は「正論のための職場での議論」であった．この結

果は，人間関係維持重視としてのポジティブな評価もで

きるが，言い変えれば「たとえ正論であっても，ぶつか

ることは避ける」「学校内の人間関係に気を遣って思っ
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たことをストレートに発言できない」「養護教諭は意見

を主張するより，一歩下がっていた方が学校内ではうま

くいく」５３）とする養護教諭像を示す結果でもある．この

ような状況は，従来指摘されてきた養護教諭の職務の曖

昧性や不明瞭性５４）というネガティブな評価にも繋がって

いると考えられる．松本ら５５）の研究でも，養護教諭がと

るべき行動・態度の一つに「健康に必要なことについて

主張できる」が挙げられている．専門職として堅持すべ

きと判断されることについては，「価値的リーダーシッ

プ（状況要因に規定されるリーダーシップではなく，

リーダーの価値観の発動により状況を変容，変革してい

くこと）５６）５７）」の発揮が養護教諭に必要であろう．他に，

評価が低かった行動は「校内巡視」「外部の人材活用に

よる保健教育」「健康問題がある児童への支援チーム作

り」であった．「養護教諭は学校組織の一員としての執

務行動が弱い」という指摘もあり５８），今後，更に教員か

ら期待される行動であると言える．

自校の学校保健活動や学校保健全体の現状について，

評価が高かった項目は「保健室の入りやすさ」「適切な

保健管理（健康診断，学校環境衛生，健康相談活動等）

の実施」であり，本研究で分析した学校は全体として，

保健室は利用しやすく，適切な保健管理が実施されてい

ると言えた．一方，評価が低かったのは「児童の自分自

身や友達の健康についての関心」「保護者の自分自身や

我が子の健康についての関心」であった．これらについ

ては，新行内ら５９）によれば，ライフスタイルの多様化の

中，保護者のライフスタイルや健康への認識が児童の健

康行動に影響していることは明確であり，児童への健康

教育のみならず，保護者への健康教育の必要性も示唆さ

れる．

３．養護教諭の４つのリーダーシップ行動の特徴

同僚教員による養護教諭のリーダーシップ行動の回答

の因子分析（主因子法）から，４つの行動が捉えられた．

４つの行動は大きく「Ｍ行動（学校保健目標達成を目指

した同僚教員との人間関係を良好にする行動）」と「Ｐ

行動（学校保健目標達成を目指した周囲への執務アピー

ル行動）」に大別できた．これは三隅らのPM理論に従っ

た他職種のリーダーシップ行動と同じ結果である６０）．松

本は６１）「養護教諭が学校組織の中で健康に関する活動を

行う際，優れた専門的テクニカルスキルを持っていても，

それだけでは本格的な活動はできない．ヒューマンスキ

ルがあってこそ合理的で効果的な活動ができる」とＭ行

動の重要性を指摘している．「Ｐ行動」は，本研究では

更に３つに分けられた．１つは「Pa行動（同僚に執務

を積極的にアピールする行動）」である．Hayesは，「協

働は，目標の共有・資源の共有・対話の存在が原則であ

る」と言っており（亀口６２）による），児童と学校生活を

共に過ごす教員に，養護教諭が協働を目指し積極的に執

務をアピールする「Pa行動」は重要である．２つ目は

「Pb行動（教室に出掛ける行動）」である．藤田６）は「学

習主体である子どもの意識や認識の実態をつかむこと」

の必要性を指摘している．保健室来室時の児童の様子だ

けではなく，授業や休憩時間等，様々な活動時間におけ

る児童の様子を把握することが重要である．また，養護

教諭が保健室を出て，積極的に教育活動に関わる態度は，

教員との連帯感にもつながり，ひいては，養護教諭への

信頼にもつながると言える．３つ目は「Pc行動（学校

保健関係者に児童の健康情報を発信する行動）」である．

平成９年度の保健体育審議会答申以降，養護教諭に求め

られる能力として「情報収集処理能力」「情報発信能力」

が挙げられている６３）６４）．児童のプライバシーの保護に十

分配慮しながら，養護教諭ならではの適切な情報を学校

保健関係者に発信し児童の健康課題を共有化していくこ

とが求められる．

これらの養護教諭のリーダーシップ行動は，本研究で

は，養護教諭の経験年数，勤務校の学校規模，教職員全

体の一体感の認知などの影響を受けていることが分かっ

た．

Ｍ行動（同僚との人間関係を良好にする行動）が高い

養護教諭は，教職員全体の一体感が高い職場環境の中で

勤務している傾向が見られた．ソメッシュ（２００２）によ

れば，学校組織のコミットメント（職場や教職への愛着

感や職場全体の一体感）が高い職場環境では，教員は，

児童に対する行動・同僚教員への行動・学校組織への行

動の３つのすべてを活性化すること（淵上による１））が

示されている．本研究でも，教職員の一体感は養護教諭

のＭ行動のほかＰ行動にも影響を与えており，リーダー

シップ行動にとってきわめて重要な要素と言える．

Pa行動（同僚に執務を積極的にアピールする行動）

は，養護教諭自身や勤務校での属性の影響を受けている

とは言えなかった．このことから，Pa行動の高低は，

養護教諭自身の志向によることが示唆された．

Pb行動（教室に出掛ける行動）は，養護教諭の経験

年数が多い方が低く，また，保健主事兼任の養護教諭の

方が非兼任養護教諭より低いという結果であった．本研

究では，保健主事兼任の養護教諭の経験年数の平均は２４

年に対し，非兼任養護教諭の経験年数の平均は２１年で

あったことから，保健主事兼任の有無によるPb行動へ

の影響は経験年数の影響でもあることが考えられる．養

護教諭は経験年数の増加に従い，保健室での活動が中心

となりがちな傾向があることを示している．その状況の

理由の一つとして，保健主事やその他の校内外での役割

増加による多忙２１）２３）が考えられる．時間的に校内巡視や

保健授業などが行いにくい状況も一因かもしれない．

Pc行動（学校保健関係者に児童の健康情報を発信す

る行動）は，勤務校の在籍児童数，教職員全体の一体感

の認知の影響を受けていた．養護活動は学校規模により

異なり，小規模校は教員の数が少ないため，より職員相

互の連携・協力が不可欠である１１）とされる．本研究でも，

小規模校の方がPc行動が高く，協働のための情報交換
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がより行われていることが示唆された．また，この結果

は，小規模校においては，養護教諭の情報発信行動が同

僚教員に認知されやすいことを示しているとも考えられ

る．

４．養護教諭のリーダーシップ行動の志向と学校保健活

動や学校保健全体の現状への影響

養護教諭のリーダーシップ行動は，経験年数や在籍児

童数，あるいは教職員全体の一体感の認知のような，本

人の努力だけでは解決しない属性に影響を受けている一

方，それ以外の言わば，養護教諭自身の「リーダーシッ

プ行動の志向」が重要な鍵であることは言うまでもない．

本研究では，この養護教諭自身の「リーダーシップ行動

の志向」が，勤務校の学校保健活動や学校保健の現状に

影響を及ぼしているのかどうかを検討した．経験年数や

在籍児童数，教職員全体の一体感の認知の３要因の影響

を除くため，これらを制御因子とした偏相関分析を行い，

学校保健活動の評価と養護教諭のリーダーシップ行動

（因子得点）との関連を調べた．

その結果，学校保健活動の評価においては，Ｍ行動と

有意な正の関連があったのは，「教職員の自分自身や児

童の健康への関心」と「適切な保健管理の実施」であっ

た．Ｍ行動はまさに同僚教員との人間関係を良好にする

行動であり，そのことで「教職員が児童の健康に関心を

持つ」という好循環が生まれていることが分かった．ま

た，「適切な保健管理の実施」との関連については，Ｍ

行動により同僚との信頼関係を構築し共通理解を得るこ

とで，保健管理の実施にポジティブな影響があることが，

本研究で示唆された．

Pa行動と有意な関連があったのは，学校保健活動の

ほとんどすべての項目であり，特に「児童の自分自身や

友達の健康への関心」「保護者の自分自身や我が子の健

康への関心」「学校保健の重要性の認識と推進の状況」「適

切な学校保健安全計画の作成と実施」「適切な保健教育

の実施」「適切な保健管理の実施」の各項目で有意な正

の相関を示した．Pa行動とは具体的には「養護教諭と

してめざす子ども像を示す」「保健室利用のきまりを徹

底する」「児童が主体的に判断できるように保健教育を

進める」「仕事上の悩みを相談する」行動である．保健

室経営計画を明示６５）し，養護活動の実際を同僚にアピー

ルすることは，学校保健活動の評価にポジティブな影響

を与えることが示唆された．なお，Pa行動はもともと

養護教諭の属性とはあまり関連が認められなかったこと

から，養護教諭自身が意識的に強化することが重要であ

ると考えられた．

Pb行動は，「適切な学校保健安全計画の作成と実施」

「適切な保健教育の実施」「適切な保健管理の実施」の

各項目で有意な正の相関を示した．保健室での活動に留

まらず，教室に出向き養護活動を行っていくことは，児

童や教員，保護者が健康に関心を持つことには関連しな

いものの，学校保健安全計画や保健教育，保健管理の高

い評価に繋がることが分かった．

Pc行動は，「児童の自分自身や友達の健康への関心」

と関連があった．養護教諭の児童の健康情報の発信を強

化することで，児童の健康課題が学校保健関係者に共通

理解され，協働を促し，児童自身の健康への関心の高ま

りに繋がっていくことが考えられる．また，「学校保健

の重要性の認識と推進の状況」の高い評価と関連があり，

養護教諭の健康情報発信行動の重要性を確認できる結果

であった．

一方，児童の実態としては，教員からの「保健室に入

りやすい雰囲気」という評価や，「保健室来室者数」と

Ｍ行動との関連が示唆されたが，Ｐ行動と来室に関する

関連は見られなかった．また「１日あたりの全校平均欠

席率」は，４つの養護教諭のリーダーシップ行動とは関

連がない結果であった．このような数値とリーダーシッ

プ行動とは関連を示すことができなかったが，欠席率を

横断的に見るのではなく，学校毎の縦断的な数値の増減

状況を見ていくことなど，客観的な数値で，養護教諭の

リーダシップ行動との関連を明らかにすることが，今後

の課題である．

�．ま と め

近年，学校保健の推進を目指し，専門家としての養護

教諭のリーダーシップが求められている．養護教諭に

とって，学校保健関係者や組織にいかに効果的に影響を

与えていくとよいか，協働を視点としたリーダーシップ

の発揮が重要な課題である．本研究の目的は，学校保健

活動における協働を視点とした養護教諭のリーダーシッ

プ行動（以下，養護教諭のリーダーシップ行動と表記）

について調査をし言説をすること・養護教諭のリーダー

シップ行動が学校保健活動に影響を与えているのかどう

か，ひいては，学校保健の目的である児童や教員の健康

支援に影響を与えているのかどうかを明らかにすること

である．養護教諭のリーダーシップ行動の評価や勤務校

の学校保健に関する評価は，フォロワーである同僚教員

２名の評価の平均値とした．分析した小学校の養護教諭

１６８人のリーダーシップ行動から，以下の結果が得られた．

１）学校保健関係者との協働を視点とした養護教諭の

リーダーシップ行動について，同僚教員の評価が高

かったのは「担任との情報交換」「救急処置対応の共

通理解」「感染症予防活動」「教職員への丁寧な対応」

であった．評価が低かったのは，「正論のための職場

での議論」「校内巡視」「外部の人材活用による保健教

育」「健康問題がある児童への支援チーム作り」であっ

た．これらは，教員が養護教諭に対し，更に期待する

行動と言える．

２）養護教諭のリーダーシップ行動は「同僚との人間関

係を良好にする行動（Ｍ行動と命名）」「同僚に執務を

積極的にアピールする行動（Pa行動と命名）」「教室

に出掛ける行動（Pb行動と命名）」「学校保健関係者

２０２ 学校保健研究 Jpn J School Health５２；２０１０



に児童の健康情報を発信する行動（Pc行動と命名）」

の４つの行動で構成されていた．それらは，養護教諭

としての経験年数，勤務校の在籍児童数，教職員全体

の一体感の認知の影響を受けていた．

３）養護教諭のリーダーシップ行動のうち，Ｍ行動と有

意な正の相関を示したのは，「教員の自分自身や児童

の健康への関心」と「適切な保健管理の実施」の２項

目であり，これ以外の項目との関連はなかった．Pa

行動と学校保健活動の評価８項目とでは，ほとんどの

項目と正の相関があり，特に「児童の自分自身や友達

の健康への関心」「保護者の自分自身や我が子の健康

への関心」「学校保健の重要性の認識と推進の状況」「適

切な学校保健安全計画の作成と実施」「適切な保健教

育の実施」「適切な保健管理の実施」の各項目で有意

な正の相関関係を示した．Pb行動と有意な関連が

あったのは「適切な学校保健安全計画の作成と実施」

「適切な保健教育の実施」「適切な保健管理の実施」

の３項目で，Pc行動と有意な関連があったのは「児

童の自分自身や友達の健康への関心」「学校保健の重

要性の認識と推進の状況」「適切な保健管理の実施」

であった．

一方，同僚の教員の評価である「保健室が入りやすい

雰囲気かどうか」とＭ行動は強い相関を示し，実際の児

童の保健室来室者数も，有意ではないが，弱い正の相関

を示していた．その他のリーダーシップ行動の保健室来

室者数との間に関連は認められなかった．また，１日あ

たりの全校平均欠席率（％）については，４つのリーダー

シップ行動の高低と有意な関連は認められなかった．

これらの結果から，養護教諭のリーダーシップ行動が

自校の学校保健活動に少なからず影響を与えている実態

が明らかとなった．

なお，本研究の限界としては，分析対象校がやや少な

く，また小学校に限定したこと，さらに養護教諭のリー

ダーシップ行動の評価を保健主事と同僚の教員の２名の

平均値とした調査方法に偏りが生じている可能性があり，

全国の養護教諭のリーダーシップ行動に関する全体像を

示すための検討がさらに必要だと考えられた．また，本

研究の基となったリーダーシップ行動の考え方が，すで

に看護学領域では一般の看護師に求められるスキルとし

て教育が行われているため，看護師免許の有無や，看護

領域との比較も今後の課題である．
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�．はじめに

現在，疾病の発症や進行に個人の生活習慣が深く関与

していることが明らかになるにつれ，生活習慣の改善や

QOL（生活の質）に着目した予防対策への取り組みが

広がっている．生活習慣病の一つとして肥満症が注目さ

れ，学校保健においても小児肥満の対策・指導が講じら

れてきた１―３）一方で，近年は若者のやせ志向の増加が顕著

であり，過度なやせ志向は摂食障害に大きく関与してい

ることも報告されている４）５）．そのため，児童生徒が自身

の健康状態を把握し，健康的な生活を送ろうとする自己

健康管理能力に加え自身の体型を正しく認識する力を養

うことが重要と考える．

近年，正常な体格指数でも自分の体型を「太っている」

と過大評価するなどの体型認識の歪みの原因としてセル

フエスティームとの関連が報告されている６―８）．中学生を

対象としたものでは，竹内ら７）が体重を過大評価する者

は過大評価しない者に比べて肥満度とは独立して自己受

容が低いことを報告し，中西８）は太っている群（自分の

体型を過大評価している群）はセルフエスティーム得点

が低く，太っている群は劣等感やストレスが強いと報告

している．小学生に関しては，特に女子において１０歳頃

から過大評価する者が現れ，年齢とともにやせ願望を有

するものが増加する傾向があるという報告９―１２）があるが，

セルフエスティームとの関連については述べられていな

かった．また，セルフエスティームや肥満度と生活習慣

との関連が多数報告されているが１３―１７），体型認識の歪み

と生活習慣との関連は報告されていない．

よって本研究では，身体の変化の差を明確に捉えるた

め，小学４年生，小学６年生，中学２年生を対象にし，

セルフエスティーム，生活習慣（食生活習慣，日常生活

行動），健康状態，運動能力を発育段階に着目しながら，

体型認識の歪みとの関連性を検討した．

児童・生徒の体型認識の歪みとセルフエスティーム
および生活習慣との関連

宮 島 美 貴，横 田 正 義，岡 安 多香子

北海道教育大学教育学部札幌校

The Effect of Distorted Body Perception on Self-Esteem and
Lifestyle among School Children

Miki Miyajima Masayoshi Yokota Takako Okayasu

Department of School Health, Hokkaido University of Education, Sapporo

We examined the relationship of distorted body perception to self-esteem, lifestyle; implying dietary habit

and daily life activities, condition of health, ability in physical activity by questionnaire survey.

Subjects were school children（the fourth grade of primary school;７３４boys and７７９girls, the sixth grade

of primary school;７１１boys and７８６girls, the second year of junior high school; ６７４boys and６２６girls）in

Hokkaido. They were classified into three groups. The children whose estimation by themselves was consis-

tent with their practical obesity index were proper-estimation group. Those who estimated their physiques

above their practical obesity index were over-estimation group. Those who estimated their physiques below

their practical obesity index were lower-estimation group.

The proper-estimation group had a higher self-esteem score than the over-estimation group. This tendency

was significant in the girls of all grades. The over-estimation group in the girls of the sixth grade of primary

school showed significantly lower score of condition of health than the other groups. The scores of lifestyle

were influenced by the sleep scores in the over-estimation group in the boys of the sixth grade of primary

school. Ability in physical activity had no relation to the distorted body perception.

Therefore, the over-estimation group had the low scores of self-esteem. And their lifestyles were easily to

be in a state of disorder. We should grasp the actual situation of children, and guide them to proper body per-

ception and desirable lifestyle at the stage of the upper grades of primary school.

Key words：body perception, lifestyle, school children, self-esteem, practical obesity index

体型認識，生活習慣，児童・生徒，セルフエスティーム，肥満度
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�．研究方法

１．対 象

対象は北海道の小学校１，３６５校（平成１８年度）のうち

乱数表を用いて系統抽出法により１０５校を抽出し，中学

校も同様に６８５校中５６校を抽出した．そのうちアンケー

トの趣旨を説明し，理解の得られた学校および個人を対

象とした．調査協力の得られた小学校８７校，中学校４６校

の小学４年生，小学６年生，中学２年生を対象に２００７年

１１月～２００８年１月にアンケート調査を行った．対象と

なった小学４年生２，０３０名，小学６年生１，８８６名，中学２

年生１，６４２名のうち回答が得られたのは小学４年生１，９３７

名，小学６年生１，８０８名，中学２年生１，５８７名であり，回

収率はそれぞれ９５．４％，９５．９％，９６．７％であった．無効

回答の項目がある者を除いて有効回答が得られたのは，

小学４年生１，５１３名（男子７３４名，女子７７９名）で有効回

答率７８．１％，小学６年生１，４９７名（男子７１１名，女子７８６

名）で有効回答率８２．８％，中学２年生１，３００名（男子６７４

名，女子６２６名）で有効回答率８１．９％の計４，３１０名の平均

有効回答率８０．８％であった．

また，対象の小中学校のうち有効回答が得られたのは

札幌市内１７校，網走支庁９校，石狩支庁７校，胆振支庁

９校，渡島支庁１２校，上川支庁９校，釧路支庁４校，後

志支庁６校，宗谷支庁５校，空知支庁９校，十勝支庁１４

校，根室支庁５校，日高支庁３校，留萌支庁３校の計

１１２校であった．

２．方 法

肥満度はアンケートに記された身長・体重をもとに，

生年月日に関係なく小学４年生を９歳，小学６年生を１１

歳，中学２年生を１３歳として，肥満度の計算を行った．

肥満度は村田の性別年齢別身長別標準体重の算出方法１８）

を総合計算ソフトに組み込み，下記の計算式より求めた．

肥満度（％）＝（実測体重－標準体重）／標準体重×１００

実際の体型は，肥満度により，－２０％未満（細い），

－２０％以上－１０％未満（やや細い），－１０％以上＋１０％

未満（普通），＋１０％以上＋２０％未満（やや太い），＋２０％

以上（太い）の５つに分けた１９）．自分自身の体型をどう

認識しているのかを調査するための質問項目（自分の体

型をどう思いますか）に対して，５段階（細い，やや細

い，普通，やや太い，太い）の自己評価を求めた．

実際の肥満度と体型の自己評価が一致したものを適正

評価群とし，実際以上に太っていると評価したものを過

大評価群，実際以上にやせていると評価したものを過小

評価群とした．つまり，適正評価群は，肥満度－２０％未

満で「細い」，肥満度－２０％以上－１０％未満で「やや細

い」，肥満度－１０％以上＋１０％未満で「ふつう」，肥満度

＋１０％以上＋２０％未満で「やや太い」，＋２０％以上で「太

い」と評価している人の集団であり，過大評価群は，肥

満度－２０％未満で「やや細い」「ふつう」「やや太い」「太

い」，肥満度－２０％以上－１０％未満で「ふつう」「やや太

い」「太い」，肥満度－１０％以上１０％未満で「やや太い」

「太い」，肥満度＋１０％以上＋２０％未満で「太い」と評

価している人の集団であり，過小評価群は，肥満度

－２０％以上－１０％未満で「細い」，肥満度－１０％以上

＋１０％未満で「細い」「やや細い」，肥満度＋１０％以上

＋２０％未満で「細い」「やや細い」「ふつう」，＋２０％以

上で「細い」「やや細い」「ふつう」「やや太い」と評価

している人の集団である．

セルフエスティーム得点の測定には，Rosenbergのセ

ルフエスティーム尺度（１０項目）２０）を使用した．回答は

４件法で行い，得点化は，セルフエスティームが高いこ

とを示す回答から順に４～１点とした．

健康得点，生活得点，体力得点は，質問項目に「ａ．

はい」か「ｂ．いいえ」で答えてもらい，質問内容に対

して肯定的な答えのものを１点，否定的な答えのものを

０点として合計した．

健康得点は，日ごろの体調についての質問で「排便」

「アレルギー」「姿勢」「運動後痛」「体調」「眠気」「集

中力」「頭痛・腰痛」「だるさ」「ストレス」「鼻呼吸」に

関する１１項目の合計点である．

生活得点は日ごろの生活習慣を尋ねる質問で，睡眠得

点と食事得点が含まれる．睡眠得点は「就寝時刻の規則

性」「起床時刻の規則性」「睡眠時間の満足感」に関する

３項目の合計点であり，食事得点は「朝食摂取」「好き

嫌い」「栄養」「咀嚼」「ダイエット」「満腹感」「栄養補

助食品」「スナック菓子をよく食べる」「コーラ，ジュー

ス類をよく飲む」「ファーストフードをよく食べる」「カッ

プ麺をよく食べる」に関する１１項目の合計点であり，生

活得点は睡眠得点と食事得点に「入浴」「歯磨き」の２

項目の得点を加えた計１６項目の合計点である．

体力得点は，体力や運動能力を尋ねる質問で「鉄棒」

「縄跳び」「とび箱」「腕立て伏せ」「側転」「柔軟」「俊

敏性」「持久力」「水泳」に関する９項目の合計点である．

以降，一部セルフエスティームをSEと記し，セルフ

エスティーム（SE）得点，健康得点，生活得点（睡眠

得点，食事得点を含む），体力得点を総称して健康指標

とする．

検定については統計プログラムパッケージSPSSver

１０．０ for Windowsを用いて，平均値の比較にはｔ検定

を用いた．また，体型評価によって健康指標得点が異な

るかを一元配置分散分析で検討した．各体型評価の人数

比率に差異があるかをχ２検定と補足的統計解析（多重

比較や残差分析）を用いて検討した．ｐ＜０．０５を有意差

ありとした．

倫理的配慮として，アンケートは無記名式で人名や学

校名なども公表しないことを教職員，対象者に文書かつ

口頭で説明し，アンケートの提出をもって同意したもの

とみなした．

２０７宮島ほか：児童・生徒の体型認識の歪みとセルフエスティームおよび生活習慣との関連



�．結 果

１．対象の身体的特徴

身長・体重・肥満度の結果を文部科学省の統計調査に

よる平成１９年度の全国平均２１）と比較したものを表１に示

した．ｔ検定の結果，対象者の身長・体重は全国平均よ

りも有意に大きかったが，全国平均±標準偏差（SD）

の範囲を超える差ではなかった．肥満度は中学２年生の

男女と小学６年生女子が全国平均よりも有意に低く，小

学４年生男子が全国平均よりも有意に高かった．

２．体型評価各群の割合

図１に学年別にみた体型評価別人数の割合を示した．

男子はどの学年も適正評価群が最も多かった．χ２検定

と補足的統計解析としておこなった残差分析によると，

過小評価群は小学４年生が有意に多く，６年生は少ない

結果となった．

女子も適正評価群が最も多く，過小評価群は高学年で

少なくなり，反対に過大評価群は高学年で多くなる傾向

が見られた．学年別にみると，小学６年生では過小評価

群の人数よりも過大評価群の人数が上回った．さらに中

学２年生では適正評価群と過大評価群がほぼ同じ割合と

なり，小学４年生や６年生と比較すると，過小評価群は

３．５％と有意に少なく，過大評価群は有意に多い結果と

なった．

３．セルフエスティーム得点

体型評価群別のSE得点の平均値を図２に示した．女

子のSE得点（平均値±SD）は，小学４年生過小評価群

で２８．３±４．８，適正評価群は２８．０±４．５，過大評価群は

２６．５±４．８であり，過小評価群に比べ過大評価群は有意

に低かった．小学６年生過大評価群は２４．８±４．９であり，

過小評価群の２６．２±５．５，適正評価群の２６．０±４．６よりも

有意に低かった．中学２年生は，過小評価群（２６．５±

４．８），適正評価群（２４．０±４．６），過大評価群（２２．３±５．１）

の順にSE得点が有意に減少した．

全学年の男子のSE得点は，体型評価群間に差はな

かった．

表１ 対象者の身体特徴

男 子
人数

（人）

平均値±標準偏差 全国平均値±標準偏差（平成１９年）

身長（cm） 体重（kg） 肥 満 度 身長（cm） 体重（kg） 肥満度

小学４年生 ７３４ １３５．５＊±６．１ ３２．９＊±７．３ ５．９＊±１６．６ １３３．６±５．７ ３０．７±６．４ ２．０

小学６年生 ７１１ １５０．５＊±８．０ ４３．０＊±１０．５ ２．５±１８．２ １４５．１±７．０ ３８．７±８．８ ２．２

中学２年生 ６７４ １６４．７＊±６．９ ５３．２＊±１０．３ －０．３＊±１５．８ １５９．８±７．８ ４９．６±１０．６ １．６

女 子
人数

（人）

平均値±標準偏差 全国平均値±標準偏差（平成１９年）

身長（cm） 体重（kg） 肥 満 度 身長（cm） 体重（kg） 肥満度

小学４年生 ７７９ １３７．５＊±７．０ ３２．８＊±８．５ １．３±１８．３ １３３．５±６．２ ３０．０±６．０ ０．８

小学６年生 ７８６ １５０．８＊±６．２ ４２．０＊±８．３ －１．７＊±１５．５ １４６．８±６．７ ３９．１±８．１ １．１

中学２年生 ６２６ １５６．３＊±５．５ ４７．７＊±７．６ －３．５＊±１３．９ １５５．１±５．４ ４７．６±８．１ １．１

* p＜０．０５ vs全国平均

図１ 体型評価群別人数の割合
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４．健康得点

体型評価群別健康得点の平均値は，小学６年生の女子

で，過小評価群（７．７±２．１），適正評価群（７．４±２．０），

過大評価群（７．０±２．２）の順に健康得点が有意に減少し

た（図３）．小学４年生と中学２年生女子では有意差は

なかった．

男子はいずれの学年も体型評価群別にみた健康得点に

有意差はなかった．

５．生活得点（睡眠得点・食事得点）

体型評価群別生活得点の平均値は，小学６年生男子の

過大評価群（１０．９±２．１）が，過小評価群（１１．８±２．１）

より値が有意に低かった（図４）．小学４年生と中学２

年生には有意差はなかった．女子は小学４年生の過大評

価群の生活得点（１１．３±２．２）が，過小評価群（１１．９±２．２）

よりも有意に低かった．小学６年生と中学２年生は，有

意差はなかった．

体型評価群別睡眠得点の平均値は，小学６年生男子の

過大体型評価群（１．７±１．０）が過小評価群（２．０±０．９）

より有意に低かった（図５）．小学４年生と中学２年生

の男子はどの体型評価群間にも差はなかった．女子の小

学６年生過大評価群（１．６±１．０）も，過小評価群（１．９±

１．０）より有意に低かった．小学４年生と中学２年生の

女子も男子同様に，有意差はなかった．

体型評価群別食事得点の平均値は，中学２年生男子の

過大評価群（７．１±１．７）が過小評価群（７．６±１．８）より

有意に低かった（図６）．小学４年生と小学６年生男子，

女子のすべての学年では有意差はなかった．

６．体力得点

体力得点は，男女ともに全学年で体型評価群別の得点

に有意差はなかった．

７．体型評価群別健康指標の学年比較

体型評価群ごとの健康指標得点が，学年間で違いがあ

るかを調べた（表２）．男子の過小評価群と適正評価群

は，SE得点，健康得点，生活得点，睡眠得点で，高学

年の値が有意に低く，体力得点は低学年の値が低かった．

過大評価群は体力得点以外の全ての健康指標で高学年の

値が有意に低かった．

女子の過小評価群のSE得点，健康得点は高学年の値

図２ 体型評価群別セルフエスティーム得点

図３ 体型評価群別健康得点
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図５ 体型評価群別睡眠得点

図６ 体型評価群別食事得点

図４ 体型評価群別生活得点
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が有意に低かった．適正評価群と過大評価群は，体力得

点以外の全ての健康指標で高学年の値が有意に低く，体

力得点は低学年の値が有意に低かった．

�．考 察

学校保健における生活習慣病予防や健康増進の立場か

ら，児童生徒が自身の健康状態を把握し，健康的な生活

を送ろうとする自己健康管理能力を養うことは不可欠で

ある．そして，自己の健康を管理するためには，自身の

体型を正しく評価できることは重要と考える．しかし近

年，太っていなくても自分の体型を「太っている」と過

大評価するなど，体型認識の歪みが見られる．本研究で

は健康状態の指標のひとつとして体型認識の歪みに着目

し，その原因のひとつとして報告されているセルフエス

ティームとの関連を検討し，さらに体型評価と健康に望

ましい生活習慣との関連を検討した．

質問紙調査において言葉による自己の体型評価ではな

く，図（シルエット）による評価方法を用いて，小学１

年生から中学３年生までを対象に行った調査９）１０）では，

理想体型に対する認識は小学１年生ですでに性差が認め

られ，女子はやせ傾向の体型を理想としており，その願

望は高学年で増加している．また，矢倉ら１１）は非肥満者

でありながら肥満であると認識しているものは小学生男

子で１７．３％，女子で３９．０％であるとしている．さらに，

足立ら２２）は中学生男子の２６．７％，女子の８０．６％が過大評

価していると報告した．池永ら２３）の研究では１０歳女子の

３６％が自分は太っていると評価し，１５歳では５３％に達し

ている一方，男子は１０歳で２４％，１５歳で１６％であった．

大学生を対象としたものは多川ら６）や，今井ら２４）の研究

で，自己の体型を過大評価するものが７０％以上であった．

本研究の過大評価群は，池永らの研究と同様男子には過

大評価群の割合の増加はみられなかったが，女子は西沢

ら９），矢倉ら１１），足立ら２２），池永ら２３）と同様に，高学年ほ

ど過小評価群が減少し，過大評価群が増加した．よって

本研究も含め，小中学生の過大評価群は２０代前半に向け

て増加する傾向が示唆される．

セルフエスティームとの関連では，すべての学年の女

子において，過大評価群は過小評価群より得点が有意に

低かった．池田１２）はHarterの領域別コンピテンス尺度を

使用し，自尊感情に対応するものとして自己価値を調査

した結果から，中学１年生から中学３年生にかけて自尊

感情が低下していると報告しているが，体型評価との関

連を検討していなかった．竹内ら７）はセルフイメージの

調査に，梶田による自己評価的意識尺度（２３項目）２５）を

「自己受容」「優越感」「自己防衛」と命名した３つの質

問群で体型評価とセルフイメージとの関係を分析した結

果から，体重を過大評価する人は過大評価しない人に比

べて学年や実際の体重に関係なく自己受容の得点が低く

なり，過大評価群のほうが適正評価群よりも有意にセル

フエスティーム得点が低かったことを報告している．こ

の結果により，セルフエスティームと体型認識には関連

があることが示唆された．本研究と同様にRosenbergの

セルフエスティーム測定尺度（１０項目）を利用して体型

認識との関連をみた多川ら６）の研究は，対象が札幌の女

子大学生１１１名であるが，セルフエスティーム得点は過

大評価群のほうが適正評価群よりも有意に低くなる結果

であった．この結果も，本研究と同様の結果であった．

本研究の健康得点は，小学６年生女子の過大評価群が

他の群に比べて有意に低い値となった．その背景には，

小学６年生ごろの女子は心身ともに著しく成長する時期

であり，身長や体重の増加などからだの変化を受け入れ

がたく１２），体型を過大評価してしまうことや，精神不安

定になりやすいこと，過大評価群でセルフエスティーム

が低いことなどが影響しあっていると考えられる．

生活得点と睡眠得点は，小学６年生男子において，過

大評価群の得点が他の群より有意に低かったことから，

生活得点の中でも特に睡眠得点が低いことが影響してい

ると示唆される．石原ら２６）は児童生徒の夜型の原因とし

て塾通いの影響を明らかにしており，Fukudaら２７）は学

年が上がるにつれて就寝時刻は遅くなるが，起床時刻は

変わらない結果として睡眠時間の短縮が生じているとし

ている．また，本研究の小学校６年生女子も過大評価群

の睡眠得点は有意に低かった．第二次性徴を迎えホルモ

ンバランスが乱れやすい時期の不適切な睡眠時間など生

活習慣の乱れは，心身の健康を阻害する危険性があ

り２８―３０），体型の変化も引き金となって現体型が理想とし

ている体型でない不満感や不安感，体型認識の歪みに影

表２ 体型評価群別健康指標の学年差一元配置分散分析によ

る有意確率（ｐ）

男 子 過小評価群 適正評価群 過大評価群

SE 得 点 ０．００５ ↓ ０ ↓ ＜０．００１ ↓

健康得点 ＜０．００１ ↓ ＜０．００１ ↓ ０．００１ ↓

生活得点 ０．００３ ↓ ＜０．００１ ↓ ０．００５ ↓

睡眠得点 ＜０．００１ ↓ ０ ↓ ０．００３ ↓

食事得点 ０．１５２ ０．０６３ ０．０３６ ↓

体力得点 ＜０．００１ ↑ ０．０２０ ↑ ０．８５１

女 子 過小評価群 適正評価群 過大評価群

SE 得 点 ０．００１ ↓ ０ ↓ ０ ↓

健康得点 ０．００９ ↓ ０ ↓ ０ ↓

生活得点 ０．０９３ ＜０．００１ ↓ ＜０．００１ ↓

睡眠得点 ０．１６９ ０ ↓ ＜０．００１ ↓

食事得点 ０．４０４ ０．０２５ ↓ ０．００８ ↓

体力得点 ０．６８５ ０．０３３ ↑ ０．００３ ↑

※網掛：ｐ＜０．０５

※学年があがるのに対する正の相関：↑ 負の相関：↓
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響する可能性がある．

体力得点は，男女ともに全学年において体型評価群別

の得点に有意差はなかったことから，体型認識の歪みと

体力，運動能力との関連は示されなかった．

中嶋３１）の報告によると，健康状態の自己評価において，

自身を健康と評価する者が肥満群よりもやせ群に多かっ

た．しかし，門田３２）によると肥満傾向の者よりもやせ傾

向の者のほうが自覚症状（不定愁訴）の訴えが多いとし

ている．つまり，やせていても健康であるという考えと

は裏腹に，やせ傾向に多い摂食障害や不定愁訴の危険性

に気がつかず心身の健康が害されている可能性がある．

特に第二次性徴を迎え女子は初経や身体の変化が顕著な

この時期は，自己を男性，女性という性的に「みられる

性」だと対象化することで，自己評価に敏感で他者との

比較が容易になり１２），体型を適正に評価できない可能性

が高いことが，結果として過大評価群を増加させたと考

えられる．さらにこの時期の精神的不安定な状態が食生

活の乱れや睡眠時間の減少など生活習慣の乱れへとつな

がり，心身の不調（不定愁訴，疲労自覚症状２８））へとつ

ながる危険性が考えられる．そして健康得点に見られる

ように，自分の健康に対する主観的評価を低くし，セル

フエスティームの低下にもつながる可能性がある．また

木原ら３３）は，不規則な生活を健康でないと思っている者

は，健康に良いことが実行できない場合に主観的健康感

が悪くなる傾向があると報告している．よって，本研究

で健康指標が顕著に減少した小学校高学年の段階におい

て，子どもの生活実態を把握し，子どもが自身の生活習

慣についてどう思っているのかを理解したうえで，健康

的な食生活，睡眠習慣，運動習慣の形成など好ましい生

活習慣と正しい体型認識を養い，同時に，健康的な生活

が実行できなかった場合でも，一つでも実行可能な健康

増進法を見つけられるように支援する必要がある．そう

することで，自己健康管理能力を育て，子ども自身が健

康と向き合い，健康のために努力しているという自信を

つけ，セルフエスティームの向上，さらには適正な体型

認識や生活習慣の改善につながっていくと考えられる．

今回は過大評価群に注目し，太っているのに自身の体

型を普通またはやせていると思う人や，普通の体型でも

やせていると過小評価する群にはほとんどふれなかった

が，過小評価群も自身の体型を正しく評価できておらず，

適切な指導と自己健康管理能力の育成が必要であり今後

の課題としたい．また，本調査は自記式の体重も含まれ

ており，実際の体重よりも少なく書くものがいた可能性

がある．それにより体型評価群の割合も変化するため，

今後は各学校の養護教諭に協力いただき，測定時の正し

い数値の記載を促すようにしたい．

�．ま と め

北海道の小学４年生と６年生，合わせて３，９１６名と中

学２年生１，６４２名を対象とし，アンケート調査を実施し

て，セルフエスティーム，生活習慣（食生活習慣，日常

生活行動），健康状態，運動能力と体型認識の歪みと関

連性を検討した．

１．自分の体型を正しく評価している人のほうが，過大

に評価している人よりもセルフエスティーム得点が高

く，特に女子においては過大評価群のセルフエス

ティーム得点が有意に低かった．

２．過大評価群の健康得点は，小学６年生女子で有意に

低かった．また，すべての体型評価群において男女と

もに高学年ほど健康得点，生活得点が有意に低かった．

３．過大評価群の生活得点は，小学４年生女子と小学６

年生男子において有意に低かった．さらに，６年生男

子の生活得点には睡眠得点が強く影響していた．

４．体力得点は，男女ともに全学年において体型評価群

別の得点に有意差はなかった．

よって，心身の発育が顕著な小学校高学年の段階にお

いて，子どもの生活実態を把握し，健康的な体型や好ま

しい生活習慣について適切な指導を行う必要がある．
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学校欠席者情報システムを用いた
新型インフルエンザに対する学級閉鎖の有効性の検討

杉 浦 弘 明＊１，秦 正＊２，児 玉 和 夫＊３，及 川 馨＊４
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Purpose: To investigate the effectiveness of reactive school closures implemented in Izumo, Shimane Prefec-

ture, Japan, in response to an influenza pandemic

Methods: The study period was from September１ to November３０,２００９. We targeted classes in all５２ele-

mentary and junior high schools located in the city of Izumo, Shimane Prefecture. We investigated classes

with more than２０ students that had conducted first round class closures lasting at least four days when

more than１０％ of the students were affected by this particular influenza outbreak. Based on the data ob-

tained from the School Absentees Reporting System, we conducted to determine the effectiveness of the class

closures, the minimum effective number of closure days, and any correlation between the total numbers of

students affected by the influenza and the absentee rates after closures.

Results: During the period,１３２classes at２４schools conducted first round class closures. Significant improve-

ments in absentee rates were observed in the five-（p＜０．００１）, six-（p＜０．００１）and seven-day（p＝０．０１４）clo-

sures. Of the１３２classes that were closed in the first round,４were closed again within１０days after the pe-

riod of the first round of class closures and classes had resumed. The difference was significant in the im-

provement rate of four -five-day group（p＜０．００１）and four- six -day group（p＜０．００１）. There was no correla-

tion observed between the total numbers of students affected by the influenza and the absentee rates after

the closures.

Conclusions: The minimum effective number of days for a class to be closed, including Saturday and Sunday,

was considered five. The criteria for initiating class closures was unknown, because there was no correlation

observed between total numbers of students affected by influenza and the resulting absentee rates after class

closures.

Key words：influenza pandemic, reactive school closure, the school absentees reporting system,

period of closure
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�．はじめに

インフルエンザは学校内での濃厚接触により生徒同士

で感染が拡大し，二次感染が家庭へともたらされ地域へ

と拡大する．このため学校内での流行の早期探知と封じ

込めが地域医療にとって必要である１）．

早期探知のシステムとしてはわが国の法律で行われて

いる発生動向調査は通常の季節性感染症対策の基本情報

であり，有用である．しかし，確定診断後から報告まで

最短でも一週間を要するので早期対応という点では十分

ではない．また国内で新型インフルエンザ発生当時に行

われていた全例報告は２００９年９月の二学期の本格流行の

前に中止になったため，その後は発生者数としては新型

インフルエンザの流行を把握することはできなくなった．

これに対し島根県では２００９年９月１日から新型インフル

エンザ対策として２年前の２００７年から出雲市で開発運用

していた学校欠席者情報システムを用いて学校における

インフルエンザによる全欠席者数をリアルタイムで監視

した．

封じ込め対策としては２００９年５月の関西での第一波の

流行では予防的学校閉鎖（Proactive school closure）が

行われ，一旦地域での患者の増加は収まった２）．しかし

大規模な予防的学校閉鎖による家庭や社会や経済に対す

る影響３）も指摘された．二学期に入って本格的な流行期

に入ると，当初想定されていたより病原性，致死率は高

くなかったこともあり４），国内では予防的な学校閉鎖は

実施されなくなり，かわってクラス内での患者が増加し

た場合に行われる消極的学校閉鎖（Reactive school clo-

sure）が従来の季節性インフルエンザの流行時と同様に

実施された５）．

これまで国内で季節性インフルエンザについては蓮井

らによる学級閉鎖の有効性についての報告がなされてい

る６）．新型インフルエンザに関しては流行初期の積極的

学校閉鎖の有効性についての報告７）はあるものの，本格

流行時の学級閉鎖の有効性について報告はなされていな

い．そこで本稿では出雲市で新型インフルエンザの本格

流行期に実施された学級閉鎖について学校欠席者情報シ

ステムで得られたデータを用いて有効性の検討を行った．

�．方 法

期間は２００９年９月１日～２００９年１１月３０日．この期間は

サーベイランスの開始からワクチン接種が開始されるま

での時期に相当する．調査対象は島根県出雲市の全小中

学校５２校．出雲市では総患者率＊１が原則１０％を超えた場

合，原則４日間以上の学級閉鎖措置（以下学級閉鎖）が

実施された．今回は在籍者２０名以上の学級で４日間以上

実施された第１回目の学級閉鎖について調査した．なお

学年閉鎖，学校閉鎖についてはクラス間同士の要因や措

置の定義が不明確なため検討から除外した．

データ収集に用いられたシステムは学校欠席者情報シ

ステムである．このシステムは２００７年に出雲医師会と国

立感染症研究所感染症情報センターで開発された．新型

インフルエンザを念頭に設計されたが，ノロウィルスに

よる消化管感染症，麻疹などの発疹性疾患を含めて教育

現場で重要な感染症全般に対応している．学校欠席時に

は医療機関の受診及び診断がなされていない場合がほと

んどであるので確定された病名診断ではなく症状を用い

る症候群サーベイランス８）９）が用いられた．ただしインフ

ルエンザに関しては病名での報告も併用されている．具

体的には毎朝各学校で行われている健康観察のうち各ク

ラス別の欠席者数を，「発熱」，「頭痛」，「咳（かぜ）」，

「下痢・腹痛」，「嘔気・嘔吐」，「発疹」，「インフルエン

ザ」，「その他」に個人情報を含まない型に分けて人数を

集計し専用のホームページに入力を求めた．クラス毎の

患者数の増加が異常であるかどうかの判定は，米国Cen-

ters for Disease Control and Prevention推奨のEarly

Aberration Reporting System１０）が使用された．その結

果はリアルタイムに学校医，保健所，自治体に提供され

ている．このシステムは２００８年９月１日から合併前の旧

出雲市の全公立小中学校の２０校を対象として実施され常

時運用されるようになった．２００９年９月１日から新型イ

ンフルエンザ対策として島根県全県の公立小中学校およ

び全高等学校での実施に伴い出雲市内の全小中学校でも

導入された．この際，新型インフルエンザ罹患に伴う出

席停止者数，インフルエンザ様疾患の患者数，学級閉鎖，

学年閉鎖，学校閉鎖情報，クラスターサーベイランスの

報告機能が特別に追加された．今回はこのシステムから，

「学校名」，「クラス名」，「在籍者数」，「学級閉鎖期間」，

「学級閉鎖決定時に登校しているが症状を発症している

者の数」，「閉鎖前後のインフルエンザによる出席停止者

数」，「閉鎖前後のインフルエンザ様疾患患者数」を抽出

した．

学級閉鎖の有効性の検討

第１回目の学級閉鎖措置による介入でインフルエンザ

＊１ 総患者率＝総患者数／在籍者数

総患者数＝インフルエンザによる欠席者数＋登校しているが症状を発症している者の数

インフルエンザによる欠席者数

＝インフルエンザによる出席停止者数＋インフルエンザ様疾患による欠席者数

インフルエンザ様疾患：インフルエンザ以外の明らかな原因がなく，３８度以上の発熱かつ急性呼吸器症状

のあるもの．

急性呼吸器症状：ア）鼻汁もしくは鼻閉，イ）咽頭痛，ウ）咳のいずれかの症状
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による欠席者の在籍数に対する割合（以下欠席者率）の

学級閉鎖前後での変化を閉鎖日数別に検討した．本稿で

は学級閉鎖日は終日休校となる翌日を第一日目として定

義している．土日祝日は学級閉鎖の日数に含めた．例え

ば月曜日に総患者率が１０％を超えて学級閉鎖を行い翌週

の月曜日に登校した場合は学級閉鎖６日間と定義した．

次いで，第１回目の学級閉鎖後１０日以内に第２回目の

学級閉鎖をしたクラス数について検討し，短期間での再

流行について検討した．

最短で有効な閉鎖日数の検討

閉鎖期間群別に学級閉鎖前後での欠席者率の差（以下

改善率）を検討した．一元配置の分散分析のＦ検定を実

施し，ついでTurkeyの検定で各閉鎖日数群間の多重比

較を行った．

閉鎖開始基準の検討

閉鎖時の総患者率と閉鎖後の欠席者率の相関関係の検

討を行った．統計学的解析はPASW（SPSS）Statistics１８

を用いて行った．

◆ 倫理的配慮

このシステムでは個人が特定されるような名前や住所

は一切登録されないので，疫学研究倫理指針の対象とは

ならない．

�．結 果

期間中の第１回目の学級閉鎖を実施したクラスは２４校

のうち１３２クラスであった．出雲市における新型インフ

ルエンザ対策では学級閉鎖４日間以上を原則としていた．

閉鎖期間は４日間群４０回，５日間群３２回，６日間群４１回，

７日間群１７回，８日間群１回，９日間群１回だった．５

日間群，６日間群，７日間群に関しては基本的な４日の

閉鎖期間に続く土日祝日の休みによるものである．土日

祝日の含み方によって４日間群，５日間群，６日間群に

分かれた．７日間群１７クラスのうち７クラスは４日閉鎖

の後１１月２１日から２３日までの３連休が続いたものである．

８日間の１学級は当初４日間としていたが，電話調査の

結果体調不良者が多く学級閉鎖をさらに４日間延長した．

９日間とした１学級は金曜日に決定し，翌週すべてを閉

鎖とした個別の理由があった．

学級閉鎖の有効性の検討

図１に閉鎖期間別に検討した欠席率の学級閉鎖前後に

おける変化を示し，それぞれの閉鎖期間における学級閉

鎖による介入の有効性の検討を行った．閉鎖期間が４日

間の場合は有意差がなかったが，５日間（ｐ＜０．００１），

６日間（ｐ＜０．００１），７日間（ｐ＝０．０１４）の場合，学

級閉鎖前後で欠席率が有意に改善していた．

次に，調査期間中第１回目の学級閉鎖が終了して再登

校してから，１０日以内にインフルエンザが再流行し再度

学級閉鎖をしたクラス数を調査した．１３２回の学級閉鎖

実施クラスのうち４クラス（３．０％）で再度学級閉鎖が

実施された．第１回目の閉鎖期間別に内訳すると４日間

群から１校 ５日間群から１校 ６日間群からは１校

７日間群から２校であった．

最短で有効な閉鎖日数の検討

図２に閉鎖期間別の学級閉鎖による改善率を示す．５

日間休校した場合に改善率の平均値が最も高かった．全

閉鎖日数群別の改善率について一元配置の分散分析で有

意差が認められたため，引き続き各閉鎖日数群間同士の

多重比較検定を行った．４日群―５日群（ｐ＜０．００１）

図１ 閉鎖期間別欠席率の変化

閉鎖期間別にみた欠席率の学級閉鎖前後の変化．閉鎖期間４日間は有意差なし．５日間（ｐ＜

０．００１），６日間（ｐ＜０．００１），７日間（ｐ＝０．０１４）の場合，前後で欠席率が有意に改善していた．
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４日群―６日群間（ｐ＜０．００１）で有意に改善率に差を

認めた．

閉鎖開始基準の検討

閉鎖期間別に閉鎖決定時の総患者率と閉鎖後の欠席者

率の相関を検討したが，何れの閉鎖日数でも有意な相関

は認められなかった．

�．考 察

今回の調査ではワクチン接種前に調査を終了し，かつ

２回目以降の閉鎖については検討から除外したためすべ

てのものが免疫を有さない状態でのデータを得ることが

できた．短期間に閉鎖が１３２件と集中したにもかかわら

ず学校欠席者情報システムを用いることにより，市内全

小中学校の学級閉鎖について早期に全てのケースの解析

が実施できた．これにより新型インフルエンザに対する

消極的学校閉鎖の初めての悉皆調査報告を行うことがで

きた．

今回の調査の限界として２点あげられる．１．個人の

追跡調査ではないので，閉鎖明けの欠席者は長引いてい

る者か新規発症者であるかの判定ができないこと．

２．原則１０％以上の総患者率で閉鎖が義務化されていた

ので，どのポイントで導入すべきかの検討が不十分であ

る．この点を考慮して閉鎖を前提とした上で何日間の閉

鎖日数が有効であるかを調査した．

学級閉鎖による介入を閉鎖期間別に検討した結果では

前後の欠席率は４日間群では効果は認められなかったが，

５日間群と６日間群と７日間群の場合で改善していた．

短期間での再流行の指標として１０日以内の再学級閉鎖に

ついて検討した．３．０％に相当する４クラスで１０日以内

に再度学級閉鎖が行われたが，ほとんどの場合はクラス

内での流行は鎮静化され，学級閉鎖の目的は１回で達せ

られている．今後学校欠席者情報システムが導入されて

いる他地域とのデータ共有により，症例を増やして検討

すると閉鎖期間群別の１０日以内の再学級閉鎖率の有意差

検定が可能となる．

学級閉鎖期間群別の改善率の検討では５日間の場合が

最良であった．４日群―５日群，４日群―６日群間で有

意に改善率に差を認めたが，閉鎖時の総患者率と閉鎖後

の欠席者率の間に相関関係が認められなかった．本調査

から得られたデータからは欠席率の改善には学級閉鎖日

数が主要な要因であり，この場合５日間の学級閉鎖が最

短で有効であるといえる．これは季節性インフルエンザ

の学級閉鎖での検討６）と同様の結果である．これは新型

といえども潜伏期，症状については季節性インフルエン

ザと大きな差が無く，新型インフルエンザも季節性イン

フルエンザ同様，診断された者については医療機関から

解熱後２日間は外出を控えるか，もしくは一週間は自宅

待機を指示されていることや，インフルエンザの自然経

図２ 閉鎖期間別の学級閉鎖による改善率

閉鎖期間別の学級閉鎖による改善率を示す．５日間休校した場合改善率の平均値が最も高かっ

た．多重比較では４日群―５日群（ｐ＜０．００１） ４日群―６日群間（ｐ＜０．００１）で有意に改善

率に差を認めた．
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過として５日間は体調不良の状態が続くことが反映され

ていると考えられる．

以上より学級閉鎖を実施するならば土日を含めて５日

間が最短で有効であり，これにより児童・生徒の回復と

授業の進捗度の調整が可能であると思われる．その開始

の基準となる総患者率については，総患者率とアウトカ

ムである閉鎖措置後の欠席率の間に相関関係が認められ

なかったため本稿では検討はできなかった．

今後のインフルエンザ対策として一度閉鎖基準が決ま

ると途中での変更が現実には困難であるものの，流行の

実態が判明してエビデンスが蓄積することにより基準を

緩和する柔軟性も必要である．

�．結 語

２００７年から出雲市で運用されている学校欠席者情報シ

ステムを用いて新型インフルエンザに対する学級閉鎖の

有効性の検討をした．今期流行した新型インフルエンザ

において学級閉鎖を実施する際，土日を含めて５日間が

最短で有効であると思われた．

本研究は平成２１年度厚生労働科学研究費補助金地域健

康危機管理研究事業 地域での健康危機管理情報の早期

探知，行政機関も含めた情報共有システムの実証的研究

（主任研究者 大日康史：国立感染症研究所感染症情報

センター主任研究官）の一環である
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�．はじめに

文部科学省が発表している平成２０年度学校保健統計調

査速報１）によると，児童全体のうち，裸眼視力１．０未満の

者が占める割合は，１９７９年の１８％から，２００８年の３０％へ

と，３０年足らずの間に約１．７倍の増加率を示している．

同様に視力０．３未満の児童が占める割合に注目すると，

同期間に増加率は２．７倍に至っている．このような視力

低下の年次推移は，中学生においても同様に見られる傾

向である．つまり，過去約３０年の間に児童生徒の視力は

著しく低下しており，児童生徒の健康問題として，看過

できない状況にあるといえよう．

また，同報告書には，小学校から高等学校にかけて，

年齢の進行とともに視力異常者が急激に増加する傾向が

示されている．例えば，小学１年生では，１９．６％だった

視力異常者（１．０未満）の割合は，小学校中学年より急

激に増加し，小学校５年生では３８％と約２倍，高校３年

生では５９％と，約３倍まで増加している１）．このことは，

この時期が，視力低下の視点からきわめて危険性の高い

時期であることを示していると同時に，この期間に適切

な視力低下予防の取り組みを行うことによって，児童生

徒の視力の低下を抑制できる可能性があることを示して

いる．

学齢期に生じる視力低下の原因には，遠視，近視，乱

視などの屈折異常が考えられるが，視力低下のほとんど

が近視によるものと考えられている２）．学齢期に発生進

行する近視の大部分は，良性で屈折度は比較的軽く，眼

鏡によって正常視力まで矯正可能な単純近視であると言

われている３）．弱度近視の発生機序については大きく二

つの説があり，一つは，水晶体の屈折率の器質的変化に

児童を対象とした視力低下予防プログラム
「視力セルフチェック」の実践とその効果

齋 藤 久 美１），戸 部 秀 之２）

１）筑波大学附属小学校 埼玉大学大学院教育学研究科
２）埼玉大学教育学部

Practice and Efficacy of a“Self-Check up of Visual Acuity”on Primary
School Children, a Program for Preventing Degradation of Vision

Kumi Saito１） Hideyuki Tobe２）

１）Tsukuba Elementary School, Graduate School of Education, Saitama University
２）Faculty of Education, Saitama University

In recent years, degradation of vision has observed very common in school children. The objective of the

present study was to report the practice of a“self-check up of visual acuity”, a program for preventing deg-

radation of vision, and investigate the efficacy of the program. In addition to the examination of visual acuity

on periodic health examination（baseline check for the program）, children checked their own visual acuity on

October and February using visual acuity chart for early detection of degradation of vision. Children whose

visual acuity degraded more than a criterion received a health guidance to improve lifestyle habits causing

the eye fatigue. The program was administered to fourth to sixth graders for２years. Efficacy of the１―year

program and the２―year program were analyzed for a total of１１３children with naked vision data. Changes in

diagnosis of visual acuity（Grades from A to D）before and after the programs were compared between self-

check up and control groups. Both in the１―year and２―year programs, significant improvements were ob-

served by theχ２ test. The risk ratio of children in whom the grade exacerbated after the１―year and２―year

programs for the self-check up group was０．４２―０．５８times that for the control group. Furthermore, the ratio

of children in whom the grade improved after the１―year and２―year programs for the self-check up group

was１．６８―１．８９times that for the control group. In Japan, the grade of visual acuity in fourth to sixth graders

decreases markedly, but average visual acuity of the self-check up group did not decrease during the２―year

program. These results suggest that the program was effective in preventing degradation of vision in pri-

mary school children.

Key words：primary school children, degradation of vision, efficacy of a program

児童，視力低下，プログラム効果

実践報告

学校保健研究 Jpn J School Health５２；２０１０；２１９－２２６



よって生じるというものであり，近業の毛様体筋のトー

ヌス（緊張）に適応して水晶体の屈折率が器質的に大き

くなるというものである４）．もう一つは，眼軸長の延長

によって生じるというものであり，過度の近業が毛様体

筋に異常トーヌスを引き起こし，その持続によって毛様

体ついで脈絡膜の萎縮をきたして眼軸長が延長するとい

うものである５）．いずれの説においても，過度の近業に

おける毛様体筋のトーヌス（緊張）が主要な引き金となっ

ているということは共通しており，視力低下における後

天的環境要因，とりわけ近業作業の影響が理解できる３）．

このように，学齢期の視力低下のほとんどを占めるとい

われる近視による視力低下防止には，過度の近業を伴う

ような，眼の疲労を引き起こす生活習慣の改善はきわめ

て重要な視点と言える６）．そのほか，遠視や乱視の進行

による視力低下に対しては，学校現場における早期発見

の努力と，医療をはじめとした適切な対応が必要である．

ところで，学校における視力検査の方法は，平成４年

以前は０．１刻みの試視力表を用いて実施されていたが，

１９９２（平成４）年の学校保健法施行規則改正以降，「１．０」

「０．７」「０．３」の３つの指標を用い，見え方をＡ，Ｂ，

Ｃ，Ｄの４段階に分けて評価する「３７０方式」が採られ

るようになっている７）．実施の頻度は，定期健康診断に

おける年１回の実施が義務づけられている．しかしなが

ら，前回の視力検査からの１年の経過の間に，児童生徒

本人も気付かないまま視力が低下し，その後改善しない

まま比較的短期間のうちに大きな視力低下に至るケース

がしばしば観察される．

疾病予防の観点からは，�視力低下の規模が小さいう

ちに，かつ，�なるべく早期に発見し，�生活改善や受

診など適切な対応に導くことが望ましい．また，学校保

健活動として展開する上では，�児童生徒および保護者

の視力低下予防に関する意識の高揚，そして家庭におけ

る取り組みにつなげることはきわめて重要である．さら

に，�日常の教育活動に無理なく導入できる取り組みで

あることが大切である．�の視点からは，できるだけ小

規模の低下を検出できる方法を用いる必要性が，�の視

点からは，視力検査をなるべく頻回に実施することが要

求されるであろう．

我々は，これらの視点を踏まえた視力低下予防プログ

ラム「視力セルフチェック」を小学生中学年から高学年

を対象に２年間実施した．本研究では，プログラムの実

践内容について報告するとともに，児童の視力低下予防

における本プログラムの効果について検討した．なお，

筆者らが，過去２０年程のわが国の研究動向を検討したと

ころ，児童生徒の視力低下に関する実態把握や関連要因

等については報告がみられるが８－１１），学校を基盤とする

視力低下予防プログラムを考案し，その効果を実証的に

検討した研究は見当たらなかった．

�．対象および方法

２―１）対 象

Ｓ県内の市街地中心部に位置する一公立小学校におい

て，平成１８年度と平成１９年度の２カ年に渡って，視力低

下予防プログラム「視力セルフチェック」の実践を行っ

た．対象学年は平成１８年度の４年生と５年生であり，平

成１８年度，１９年度の２年間にわたってプログラムを実施

した．転入・転出，病欠などの理由でプログラム実践前

後の視力測定結果が欠損している児童のデータを除外し，

裸眼視力による測定データを有する児童計１１３名を分析

対象とし，プログラム実施群とした．

本プログラムの実施に先立って，まず対象校の学校保

健委員会（学校医，保護者，教職員等が参加）において

対象校児童の視力の実態を検討した上で視力低下防止対

策の必要性について合意し，職員会議にて本プログラム

の導入を決定した．保護者に対しては対象校児童の視力

の実態，プログラムの目的，内容，実施方法等について

文書で周知し，合意を得た．このように，本プログラム

は児童の健康課題の解決に向けて，学校全体として意思

決定し，取り組んだ学校保健活動の一つである．なお，

データは無名化して解析した．

２―２）「視力セルフチェック」のプログラム内容

プログラム全体の流れを図１に示す．プログラムの概

略は以下の通りである．

� 各年度の個人のベースラインとなる視力値の測定

プログラムの特徴は，年度当初に比べ視力が低下した

可能性がある者を，児童自身による視力チェック（以下，

セルフチェック）によってなるべく早期に抽出し，事後

指導につなげることにあり，年度当初の視力測定値は，

視力低下を捉えるうえでのベースラインとして重要な意

味を持つ．本研究では，定期健康診断の視力検査（４月）

とあわせてベースラインの測定を行った．国際標準に準

拠した０．１刻みの視力表（１．０以上は１．０，１．２，１．５，２．０

の４段階）を用い，個々の児童の視力を０．１刻み（１．０以

上は４段階，以下同様）で測定した．測定は，測定方法

を周知した上でまず学級担任が行い，その際左右どちら

かでも１．０未満だった者については養護教諭が再度測定

を行っている．誤差を最小限に抑えるために，測定者に

対しては，１）測定教室及び視力表表面の明るさについ

ては３００ルクス～７００ルクスとし，明るすぎたり直射日光

が当ったりしないようにする，２）眼から視力表までの

距離を正確に５mとする，３）中学年では上下左右のう

ち３方向を指示，２方向正解でその視力とする，４）高

学年では上下左右に加えて斜め方向も含めて検査するな

ど，�日本学校保健会の「健康診断マニュアル」７）にのっ

とった視力検査を依頼した．

� セルフチェックの実施，再検査，および，事後指導

対象者の決定

２学期（１０月）および３学期（２月）に児童によるセ

２２０ 学校保健研究 Jpn J School Health５２；２０１０



ルフチェックを実施した．各学期のセルフチェックの実

施期間に，視力測定に十分な照度が得られる校内の所定

の教室に０．１刻みの視力表を掲示し，児童は決められた

期間内に自主的に視力をチェックし，その結果を記録

カードに記入する．記録カードには，年度当初のベース

ラインとなる視力が記載されており，ベースラインと比

較して「一定の低下」が見られた場合には，保健室にて

再検査を受けるよう指示してあり，児童は自主的に保健

室に来室し，養護教諭による再検査を受ける．セルフ

チェックは，個人で測定しても，友達と測定し合っても

よいこととし，クラスによっては児童保健委員会の児童

がリーダーシップをとり，また，高学年の保健委員が下

級生の補助につくなどの工夫を取り入れた．

ここで「一定の低下」とは，児童の理解力や実施上の

簡便さを考慮し，『４月時（ベースライン）と比べて，

左右どちらかでも視力表で２列以上の低下があった場

合』としている．用いた視力表では１．０以上は４段階に

なっているため，この基準ではベースラインが１．０以下

だった者では「０．２以上の低下」を意味し，ベースライ

ンが１．０より高かった者では，ベースライン値によって

「０．３から０．８以上の低下」と基準が異なってくる．基準

ができるだけ一律に近づくようベースライン値によって

異なった基準を設けることも不可能ではないが，児童に

よる判断はより複雑になり，プログラムの運用上混乱が

生じる可能性は増加するであろう．児童の活動を主体と

する本プログラムでは，児童にとって基準がより分かり

やすく，プログラム運用上混乱が生じないよう計画する

ことは，きわめて重要である．このような理由から，本

プログラムでは，児童にとって判断しやすいことを優先

して基準を設定している．

保健室における再検査によって，この基準以上の低下

が確認された場合には，「視力低下の可能性あり」と判

断し，事後指導の対象者とした．なお，２学期と３学期

ともに，４月のベースラインをもとに，同じ基準を採用

しているが，２学期のチェックで事後指導対象者となっ

た者については，３学期については経過観察として，低

下の状況に関わらず，保健室にて再検査を行うこととし

ている．セルフチェックの方法に関する児童への指導や

実施上の指示，記録カードの配布・収集等については，

養護教諭と担任教諭との連携のうえで行った．

� 児童と保護者に対する情報提供と事後指導

事後指導対象者となった児童および家庭に対しては，

対面または紙面による個別保健指導を行った．図２に，

児童と保護者への情報提供と事後指導で用いたカードを

示す．視力低下の早期発見を，児童本人と保護者への情

報提供，受診や生活行動の変容へとつなげることを目的

としたカードである．

内容としては，まず，近視の進行に伴って視力が低下

しているケースが多いため２），再検査の結果を適時的に

児童と保護者に知らせることで，視力低下の状況につい

て自覚させると共に，視力低下防止への意識の高揚を

図った。また，日常生活における視力低下の予防につい

て記述した児童・保護者向け啓発プリントをもとに，児

童の主体的な行動変容を，家庭が支援できるよう工夫し

た．さらに，眼の疲労の原因となる生活行動について，

チェックリストを参考に，児童と保護者が一緒に生活を

振り返り，生活行動の見直しを促した．視力低下防止に

向けた具体的な行動変容のポイントを見出し，それによ

り，視力低下の原因と考えられる環境要因の除去と眼を

大切にする生活改善への動機づけを試みている．生活改

善の内容については，�日本学校保健会が眼科領域の専

門家の協力で作成した「新訂児童生徒の眼の健康のしお

り」６）を参考にしている．

なお，視力低下の程度が著しい場合には，近視をはじ

め，遠視や乱視の進行等による視力低下の可能性を踏ま

え，保護者に対して眼科受診を勧めた．矯正視力による

測定を希望する児童に対しては矯正視力で実施し，低下

が見られた場合には生活改善に加え，適切な矯正などの

助言を行う予定であったが，今回は矯正視力による測定

の希望者はいなかった．

プログラムとしての組織的な取り組みは，保健室での

本カードの回収と，その際の児童に対する養護教諭から

図１ プログラム「視力セルフチェック」の流れ
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の声掛け（承認，強化，励ましなど）までとしている．

なお，このカードは保健室で管理し，必要に応じて個別

指導に活用可能である．

以上のような内容で，定期健康診断時のベースライン

測定と年２回の児童によるセルフチェック，その後の事

後指導の機会を設け，１年間の実践プログラムとした．

本研究では，プログラム実施群に対して，当プログラム

を２カ年継続して実施した．

２―３）プログラムの効果の検討

プログラム実施１年目，および２年間継続してプログ

ラムを実施した場合の効果について検討した．１年目の

効果については，プログラム１年目の４月（ベースライ

ン）から次年度４月（２年目のベースライン）にかけて

の１年間の視力の個人内変化をもとに検討した．２年間

継続実施による効果については，１年目の４月から，２

年目のプログラム終了時（３月）にかけての視力の個人

内変化より検討した．２年目の年度末（３月）の測定は

養護教諭が行った．

プログラム効果の検討には，「視力セルフチェック」

プログラムを実施していない平成１１年度から平成１７年度

の間に本研究の対象校に在籍した４～６年次児童を対照

群とした．公教育を実施する中でプログラムを実施して

いるため，同じ期間に条件の一致した対照群を設けるの

が難しかったためである．効果の検討においては，定期

健康診断の視力判定（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ）の１年ないし２

年間の縦断的変化を，「改善」，「不変」，「悪化」の３段

階で表した．対照群においては，「３７０方式」によるＡ，

Ｂ，Ｃ，Ｄ判定のみ行われているため，０．１刻みの測定

値によって対照群と比較することはできない．そこで，

対照群との比較においては，プログラム実施群の測定値

をＡ～Ｄ判定に変換し，１年間ないし２年間の視力判定

の縦断的変化を，「改善」，「不変」，「悪化」の３段階と

して表現した．なお，０．１刻みの視力表で測定した結果

をＡ～Ｄ判定に変換することに伴う精度上の問題はない

ことを確認した．

プログラムの効果判定については，プログラムの実施

図２ 再検査対象者への個別指導用カード
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の有無（対照群，実施群）と視力判定の変化（改善，不

変，悪化）との関連性について，カイ二乗検定によって

行った．分析においては，左眼または右眼のデータおよ

び両眼をまとめたデータについて，プログラム１年目，

２年目の効果および２年間継続実施の効果の視点から検

討した．プログラムの効果量については，「悪化」また

は「改善」に着目し，それぞれ対照群に対するリスク比

を求めた．

また，プログラム実施群に関して，２年間のプログラ

ム前後の０．１刻みの視力測定値の平均値の変化について，

対応のあるｔ検定を用いて検討した．

なお，効果の判定に用いた測定は０．１刻みの視力表を

用いているが，児童によるセルフチェック時に掲示した

ものとは異なる視力表を用いている．よって，セルフ

チェック時に児童が視力表を憶えてしまい，効果判定に

影響する可能性はないようになっている．

�．結 果

３―１）プログラムの実施の有無と視力判定の変化との

関連性

表１と表２に，１年目および２年間のプログラムの実

施の有無（対照群，実施群）と視力判定の縦断的変化（改

善，不変，悪化）の関連をカイ二乗検定を用いて検討し

た結果を示す．

まず，１年目のプログラム実施の有無と視力判定の変

化との関連をみると（表１），左眼と右眼共に１％水準

で有意な関連が見られた．また，両眼を合わせた検討に

おいても１％水準で有意な関連が観察された．プログラ

ムの効果として，両眼の結果に示す視力判定の「悪化」

についてみると，１年間で判定が１段階以上悪化してい

た者は，対照群では２２．０％だったのに対し，プログラム

実施群では９．３％に抑制されていた．プログラム実施後

に「悪化」したか否に着目し，「悪化」または「悪化せ

ず（不変および改善）」の２水準と捉え，プログラム実

施の有無によるリスク比を求めると０．４２（実施群９．３／

対照群２２．０），９５％信頼区間は０．２８―０．６４だった．同様

に，１年間に視力判定結果が「改善」していた者に着目

すると，対照群では改善者は７．６％であったのに対し，

プログラム実施群では１２．８％であった．プログラム実施

後に「改善」したか否に着目し，「改善」または「改善

せず（不変および悪化）」の２水準と捉えプログラム実

施の有無によるリスク比を求めると１．６８（実施群１２．８／

対照群７．６），９５％信頼区間は１．１５―２．４８だった．

表２には，プログラムを２年間継続して実施した前後

における効果を示している．２年間のプログラム実施の

有無とプログラム実施前後の視力判定の変化との関連に

関して，左眼については５％水準で有意な関連，右眼お

よび両眼を合わせた分析では１％水準で有意な関連が観

察された．両眼を合わせたデータからプログラムの効果

量をみると，対照群では２年の間に２９．５％が悪化してい

たのに対し，プログラム実施群では１７．３％であり，「悪

化」したか否に着目してプログラム実施の有無によるリ

スク比を求めると０．５８（１７．３／２９．５），９５％信頼区間は

０．４３―０．８０だった．一方，２年間で判定結果が「改善」

表１ 視力セルフチェックプログラム実施の有無と，１年間の視力判定の変化との関連（１年目）

視力判定の変化（左眼） 視力判定の変化（右眼） 視力判定の変化（両眼）

改善 不変 悪化 計 改善 不変 悪化 計 改善 不変 悪化 計

対照群（人数） ６１ ５２３ １６１ ７４５ ５２ ５２６ １６７ ７４５ １１３１，０４９ ３２８ １，４９０

％ ８．２ ７０．２ ２１．６ １００．０ ７．０ ７０．６ ２２．４ １００．０ ７．６ ７０．４ ２２．０ １００．０

実施群（人数） １６ ８６ １１ １１３ １３ ９０ １０ １１３ ２９ １７６ ２１ ２２６

％ １４．２ ７６．１ ９．７ １００．０ １１．５ ７９．６ ８．８ １００．０ １２．８ ７７．９ ９．３ １００．０

計 ７７ ６０９ １７２ ８５８ ６５ ６１６ １７７ ８５８ １４２１，２２５ ３４９ １，７１６

％ ９．０ ７１．０ ２０．０ １００．０ ７．６ ７１．８ ２０．６ １００．０ ８．３ ７１．４ ２０．３ １００．０

χ２＝１１．３ ｐ＜０．０１ χ２＝１２．５ ｐ＜０．０１ χ２＝２３．７ ｐ＜０．０１

表２ ２年間の視力セルフチェックプログラム実施の有無と，２年間の視力判定の変化との関連

視力判定の変化（左眼） 視力判定の変化（右眼） 視力判定の変化（両眼）

改善 不変 悪化 計 改善 不変 悪化 計 改善 不変 悪化 計

対照群（人数） ２０ １８１ ７５ ２７６ ２０ １６８ ８８ ２７６ ４０ ３４９ １６３ ５５２

％ ７．２ ６５．６ ２７．２ １００．０ ７．２ ６０．９ ３１．９ １００．０ ７．２ ６３．２ ２９．５ １００．０

実施群（人数） １６ ７８ １９ １１３ １４ ７９ ２０ １１３ ３０ １５７ ３９ ２２６

％ １４．２ ６９．０ １６．８ １００．０ １２．４ ６９．９ １７．７ １００．０ １３．３ ６９．５ １７．３ １００．０

計 ３６ ２５９ ９４ ３８９ ３４ ２４７ １０８ ３８９ ７０ ５０６ ２０２ ７７８

％ ９．３ ６６．６ ２４．２ １００．０ ８．７ ６３．５ ２７．８ １００．０ ９．０ ６５．０ ２６．０ １００．０

χ２＝７．８ ｐ＜０．０５ χ２＝９．３ ｐ＜０．０１ χ２＝１６．７ ｐ＜０．０１

２２３齋藤・戸部：児童を対象とした視力低下予防プログラム「視力セルフチェック」の実践とその効果



していた者については，対照群では７．２％であったのに

対し，プログラム実施群では１３．３％であり，プログラム

実施後に「改善」したか否に着目してプログラム実施の

有無によるリスク比を求めると１．８９，９５％信頼区間は

１．２２―２．９５であった．

３―２）プログラム実施前後（２年間）の視力測定値の

平均値の差

２年間のプログラム前後で，プログラム実施群の視力

（０．１刻み）の平均値に変化が生じたか否かについて，

対応のあるｔ検定を用いて検討した．左眼のプログラム

開始時の視力の平均値±標準偏差は０．９０±０．５３であり，

２年後のプログラム終了時は０．９２±０．６２であった．対応

のあるｔ検定によると，２年間のプログラム前後の視力

には有意な差は見られなかった（ｔ＝０．４６，df＝１１２，

ｐ＝０．６５）．右眼においても同様に検討を行ったところ，

プログラム開始時の平均値は０．９３±０．５５，プログラム終

了時は０．９３±０．６４であり，平均値に有意差は見られな

かった（ｔ＝０．１３，df＝１１２，ｐ＝０．８９）．

�．考 察

表１，表２の対照群の値をもとに，対象校では，中学

年から高学年にかけての１年の間に視力判定が悪化する

者がどの程度いるかを概観すると，１年間で約２０％の児

童の視力判定（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ）が１段階以上低下して

いることが分かる．同様に同時期の２年間に視力判定が

悪化した者は約３０％である．このように，小学校中学年

から高学年にかけて，１年ないし２年の間に，２割から

３割の児童の視力判定が低下を示している．研究対象校

の児童は，全国値１２）と比較して視力異常者の率が高い傾

向が見られるが必ずしも極端な傾向とはいえない．全国

的に小学生期の視力低下は著しい１３）ことを踏まえると，

ここで示した値に近い低下傾向がわが国の児童に広く生

じている可能性は十分考えられ，学校における視力低下

予防の取り組みの重要性を物語っている．

大江９）は，小学生から高校生の学習量と近視頻度との

関連を検討し，学習量が多いほど視力０．１の頻度が高く

なることを報告している．また古田ら８）は，中学生から

高校生の近視の進行の要因を検討し，近視進行度が月齢

や身長の伸び，自宅での勉強時間の長さと有意な正の相

関があることを報告している．このように，わが国の児

童生徒の生活実態と視力低下との関連については，少数

ながら検討が行われてきた．いずれの報告も，学習等の

近業作業が視力低下に影響する可能性を示しており，過

度に眼に負担をかける生活習慣を改善することによって，

学齢期の視力低下を抑制できる可能性を示している．�

日本学校保健会は，児童生徒の眼の健康の保持・増進を

目的にしおりを刊行して視力の低下を予防するための啓

発に努めており６），その対策として，基本的生活習慣，

姿勢と採光，テレビ視聴やテレビゲームの使用などの生

活習慣の重要性を強調している．このように，児童生徒

の視力低下の予防においては，生活習慣改善は重要な視

点であると言うことができ，学校教育においては，これ

らの情報を踏まえ，眼を大切にする指導が適宜実施され

ていると推察される．しかしながら，児童生徒の著しい

視力低下の現状をみる限り，必ずしもその成果が現れて

いるとは言い難い．

本研究の目的は，児童を対象とした視力低下予防プロ

グラム「視力セルフチェック」の効果を検討することに

ある．プログラムの実施の有無と視力判定の変化との関

連をもとに，プログラムの効果を検討したところ，１年

間のプログラム実施によって実施群の視力判定悪化者の

割合は対照群の０．４２倍まで低下を示しており，有意な効

果が観察された（表１）．プログラム前後に視力判定が

改善したケースに着目すると，１年間で視力判定が改善

した者の割合は，プログラムの実施によって対照群の

１．６８倍に増加していた．同様に，２年間継続的にプログ

ラムを実施したことにより，２年間で視力判定が悪化し

た者の割合は，対照群の０．５８倍まで低下し，視力判定が

改善したケースは１．８９倍に増加していた（表２）．加え

て，対応のあるｔ検定の結果は，プログラムを実施した

２年間の経過の中で，プログラム実施群の視力の平均値

には全く低下がみられず，視力が維持していたことを示

しており，重要な意味を持っている．全国的に見ると１），

この年代の児童の視力判定は２年間でＡ判定の者が約

１０％減少する一方で，Ｃ判定の者は３～４％の増加，Ｄ

判定の者も６～７％の増加と明確な悪化傾向を示してお

り，その規模も大きい．このような時期に，プログラム

実施群の視力の平均値は低下せず，視力判定悪化者の減

少と改善者の増加が見られたことは，プログラムが視力

低下の防止に有効だったことを示していると言えるだろ

う．

なお，効果判定に用いたデータは学級担任と養護教諭

によって慎重に測定されたものだが，測定誤差によって

視力判定に変化が生じた例や，逆に視力の変化が検出で

きなかった例が含まれている可能性は念頭に置く必要が

ある．しかし，その誤差変動の規模は，同様の測定方法

を採用している対照群に見られる誤差変動の範囲内で説

明できると考えられ，対照群を越えるプログラム実施群

の悪化者の低下分，および改善者の増加分については，

誤差変動の規模を十分に超えたプログラムによる効果と

判断することが可能であろう．

視力判定の悪化者が減少し，かつ改善者に増加が見ら

れたことは，視力低下者の早期発見を一つの特徴として

いる本プログラムの意義を示している．最も多いと考え

られている近視による視力低下について考えると，毛様

体筋の過緊張によって一過性に視力が低下している仮性

近視（調節緊張性近視）においては，早期の治療や生活

の改善によって毛様体の緊張を和らげることで，器質的

変化に至る前に視力低下を防ぐことができる可能性はあ

ると考えられる１４）１５）．本研究の結果は，視力低下予防に

２２４ 学校保健研究 Jpn J School Health５２；２０１０



おける早期発見の重要性と，各学期１回程度の間隔の視

力のチェックと事後指導によって，低下の防止さらには

改善を促すことができる可能性を示唆している．セルフ

チェックをさらに頻回に実施した場合や，回数を減らし

た場合の効果については興味深いところであるが，４月

の定期健康診断時（ベースライン）以外に２学期と３学

期に各１回のセルフチェックの頻度は，小学校の教育課

程に無理なく導入可能な範囲と思われ，かつ十分な効果

が見込まれる頻度と言える．

プログラムによって改善者が増加したことは大変興味

深い．ベースライン測定時にすでに毛様体筋が過緊張状

態にあり，かつ改善が可能な段階であった者が相当数含

まれていたと考えられ，本プログラムは，そのような段

階にあった者がその後悪化の道をたどらず，改善してい

くのを促す効果を有していたと推察できる．子どもの視

力の低下を早期に把握し，適時的な働きかけをすること

によって，児童と保護者の視力低下防止に関する意識の

高揚と生活改善に有効に機能していた可能性が考えられ

る．なお，視力改善者の中には，セルフチェックでは低

下が見られず，事後指導対象外だった者も含まれている．

本プログラムで彼らが参加しているのは自ら視力を

チェックし，測定カードに記録するという活動である．

すなわち，児童が自己の視力をチェックする活動自体が

眼を大切にすることに関する児童の意識の高揚，動機づ

けの向上，そして生活改善を促し，予防効果を発揮して

いたと言えるかも知れない．事実，視力チェックへの児

童の積極性はきわめて高く，自己の視力の低下予防や改

善に関する児童の関心の高まりが，プログラム実践中に

観察されている．

更に，今回作成したプログラム「視力セルフチェック」

は，上記の視力の低下予防効果のみでなく，児童自らが

自分の眼の健康や視力について興味関心を持つことを通

して，自分の健康を保持増進しようとする態度を育む健

康教育的な意義が大きいと考えられる．

学校を基盤とするプログラムを展開するには，学校・

学級経営および保健室経営上，日常の教育活動に無理な

く導入できるよう計画することが大切であり，時間，空

間，予算，連携，準備や実施上の手間など，多様な視点

からの配慮が必要である．本プログラムの中心は児童に

よる活動であり，プログラム用の特別な時間を設けるこ

となく，休み時間などを利用して展開が可能であった．

セルフチェック自体は児童にとって分かりやすく，初回

の簡単な指導によって児童はほぼ習得し，混乱なく活動

が進行した．児童保健委員会の活動と関連づけ，保健委

員会の児童がクラスや下級生の視力チェックの補助をす

るなどの工夫も可能である．このように，児童によるセ

ルフチェックの活動を混乱なく進めることは必ずしも難

しくない．また，学校規模によるかもしれないが，再検

査のために保健室に訪れた者は対象児童の約１割であり，

特に保健室の執務に影響することはなかった．養護教諭

と学級担任との連携のうえ，学級担任は実施上の簡単な

指導と測定カードの配布や収集等を担当し，必要に応じ

て児童の動機づけを図ったが，学級経営上，負担になる

という意見は聞かれなかった．予算的にも低予算で実施

することが可能である．このように，本プログラムは，

比較的スムーズに教育現場に導入することが可能であり，

かつ高い効果が期待できるプログラムと言うことができ

る．

最後に，児童自身に視力をチェックさせることによっ

て生じる誤差が本研究の結果に影響を及ぼしている可能

性について，２つの観点から考察を加えたい．まず，セ

ルフチェックにおいて，実際には基準を超える低下をし

ていない者が「低下あり」と誤判断して保健室に訪れる

可能性である．その場合には，養護教諭による再検査に

よって，その影響は最小限に抑えられるようになってい

る．

もう一つは，実際には基準以上の低下を示している者

が「低下なし」と誤判断して再検査に訪れなかった場合

である．本プログラムでは，その者を抽出できる機会は

基本的には次の視力チェック時までないことになるが，

チェックでは低下がなくともその後視力低下を疑う症状

に気づいた時には，随時保健室で視力検査を受けるよう，

啓発資料を用いて本人および家庭に促しており，そのよ

うなケースは最小限に抑えることができていると思われ

る．本研究の結果に対する影響としては，仮にそのよう

なケースによる誤差が大きい場合には，事後指導対象者

となるべき者が事後指導を受けないことにより，プログ

ラムの効果を低減する方向に影響を及ぼしている可能性

がある．本研究で示したプログラム効果は，そのような

誤差を含む可能性を見込んだ上で得られた成果と捉える

ことができよう．ただし，保健室に再検査に訪れたもの

のほとんどは，養護教諭による再検査によっても低下が

確認されていることから推測すると，児童によるセルフ

チェックに伴う測定誤差は，プログラム効果に大きな影

響を与えるような規模ではなかったと推察される．

ま と め

児童の視力低下を予防するためのプログラム「視力セ

ルフチェック」の実践について報告し，その効果を検討

することを目的として，本研究を実施した．プログラム

１年目，および２年間の継続実施の効果を総合的に判断

すると，プログラムの効果の規模としては，１～２年間

の実施によって視力判定悪化者を０．４２～０．５８倍程度まで

減少させ，視力判定改善者を１．６８～１．８９倍程度まで増加

させるような効果を有し，視力低下予防を目的とする本

プログラムには高い効果が見られたと結論できる．同時

に，小学校中学年から高学年の児童の視力の平均値を２

年間にわたり低下させず，維持するのに十分な効果を有

していた．加えて，本プログラムは教育現場に比較的ス

ムーズに導入することが可能なプログラムと言うことが

２２５齋藤・戸部：児童を対象とした視力低下予防プログラム「視力セルフチェック」の実践とその効果



できる．
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�．はじめに

日本学校保健会の「保健室利用状況に関する調査」１）で

は，保健室に来室する児童生徒の中には，身体面のみで

なく，学習面，友人関係，家庭の事情等，様々な訴えを

持ち相談を求めてくるものが多い状況が報告されている．

また，表面的には頭痛，腹痛，不定愁訴等の身体的症状

を訴えながら，内面では心の問題が影響していることも

指摘されている．

養護教諭は全校生徒に，成績という評価に関係なく関

われるという立場にあり，生徒達は，担任や教科担当教

員には評価を気にして話しにくいことも，保健室で応急

処置をする際などに１対１で話ができる環境にあること

から，「話をしたい」「愚痴を聞いてほしい」「誰にも言

わないで聞いてほしい」等々，養護教諭に心を開いてく

る場合が多い．生徒達は保健室で養護教諭と会話し，時

に身体に触れてもらうだけでも，心安らいで教室に戻っ

ていくことも多い．近年，児童生徒のメンタルヘルスに

おける養護教諭の専門性を活かした役割の機能，その成

果と課題に関する報告も増えている２－５）．

日本学校保健会では，学校保健委員会を「学校におけ

る健康の問題を研究協議し，健康つくりを推進する組

織」と定義し，学校保健委員会をただ単に意見交換に終

わるのではなく，学校保健計画の実践化を目指す機関で

あることが強調されている６）．平成９年の保健体育審議

会答申では，学校における健康教育推進の観点から，現

代的な健康課題の解決に向けて，学校保健委員会を活性

化し，家庭や地域社会との連携を強化することの重要性

が述べられている７）．さらに，平成２０年の中央教育審議

会答申では，学校保健委員会を通じて，学校，家庭，地

域などの連携による効果的な学校保健活動の可能性を示

唆している．そのためには，学校保健委員会の機能の活

性化を図っていくことが必要であると提言している８）．

平成２１年４月から施行された，「学校保健法等の一部を

改正する法律」，すなわち「学校保健安全法」において

も，「養護教諭を中心とした関係職員等と連携した組織

的な保健指導の充実」とともに，「地域との連携による

児童生徒等の健康管理の充実」に関しても明記されてい

る９）．養護教諭は，児童生徒の健康問題を把握できる専

門的な立場から，学校保健委員会の企画・運営について

中学校における生徒保健委員会が推進する
メンタルヘルスの実践活動

―学校保健委員会と生徒保健委員会との協働―

中 村 千 景＊１，佐 光 恵 子＊２，福 島 きよの＊３

＊１京都女子大学家政学部生活福祉学科
＊２群馬大学医学部保健学科

＊３桐生大学看護学部

A Pilot Study on the Mental Health Promotion Program Co-produced by Students
and the Members of School Health Committee in Japanese Junior High Schools

Chikage Nakamura＊１ Keiko Sakou＊２ Kiyono Fukushima＊３

＊１Kyoto Women’s University
＊２Gunma University
＊３Kiryu University

筆者らは養護教諭として長年勤めてきた中で，近年特にストレスに起因すると思われる身体症状を持って保健

室に来室する児童生徒が増加していることを実感している．中学生のメンタルヘルスに関する現状を把握するた

め，生徒保健委員会とともに，Ａ中学校の全校生徒を対象にストレスに関する実態調査を行った．その結果，悩

みや辛い思いを抱えストレスを感じている生徒は，男子よりも女子に多い傾向が明らかになった．これらの結果

を踏まえて，養護教諭として学校保健活動を学校全体でより一層推進していくために，生徒とともにメンタルヘ

ルスをテーマに予防的視点に重点をおいて取り組んだ，学校保健委員会の実践事例を報告する．生徒保健委員会

が中心となって企画・運営したＡ中学校学校保健委員会の組織活動を通して，全校教職員や家庭，地域との連携

を図ることにより，中学生の「心」をめぐる健康問題や心の健康に関する情報を共有することから予防的な視点

でかかわることができるのではないか，との示唆を得た．

Key words：yogo teacher, mental health, school health committee

養護教諭，メンタルヘルス，学校保健委員会

実践報告
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も保健主事同様に重要な役割を持ち，さらに，家庭，地

域関係機関との連携においても，中心的な役割を担って

いる１０）．このような背景から，学校保健委員会の推進や

質の向上に向けた積極的な取り組みが一層重要となって

きており，養護教諭の果たしている役割は大きい．

筆者が長年勤務するＡ中学校の平成１８年度の保健室来

室状況において，養護教諭が「心に関する問題のために

継続支援した事例」と判断したケースは，支援期間の長

短があるものの，全２１件（全校の８％）に及び，勤務当

初の１０年前の状況と比較すると約６倍と激増していた．

さらに，養護教諭が「専門的な相談が必要」と判断し，

スクールカウンセラーへ対応を依頼した事例は１２件（全

校の５％），延べ相談件数は７６回に及んだ．実際に筆者

が養護教諭として長年勤めてきた中で，保健室から見え

る子ども達の様子は随分変化してきたと実感している．

特に，円形脱毛や抜毛，過換気症候群，リストカットな

どの自傷行為，過敏性腸症候群，眼球振盪，帯状疱疹，

偏頭痛等々，ストレスに起因すると考えられている身体

症状を持って保健室に来室する生徒が多くみられたこと

から，生徒の「心」に目を向けた対応の必要性を強く感

じ，「気になる生徒」を早期発見し身体症状を呈する前

に予防できないかと考えた．

さらに，生徒主体の学校保健委員会に着目し，生徒自

らが健康課題に気づき健康を守り育てるための基本的な

知識や実践的能力を形成していく必要があり，養護教諭

の予防的な視点での，計画的組織的なかかわりが重要な

のではないかと考えた．中下１１）や佐光１２）らは，学校健康

課題の解決のために，児童生徒を主体とした学校保健組

織活動と教育活動を連動させて健康教育を実施し，その

成果を報告している．しかし，その取り扱ったテーマは，

歯科保健や食教育が主であり，中学生の「心の健康」に

焦点を当てた活動の実践報告は少ない．

そこで本報告は，中学校におけるメンタルヘルスに関

する予防的・組織的な取り組みとして，養護教諭が生徒

のストレスに関する実態を把握し，生徒の保健委員会活

動と意図的に連動させた学校保健委員会を核に，メンタ

ルヘルス活動を展開した実践事例を題材に，学校保健委

員会における組織的・予防的な活動のあり方について検

討する．

�．研究方法

１．対 象

対象校Ａ中学校（以下Ａ校と記述）は，全校生徒２６３

名で，学年別および男女別の内訳は表１のとおりである．

２．方 法

Ａ校における学校保健委員会を核に，生徒保健委員会

と連動させた２００７年度の組織活動を実施し，その成果を

分析し，中学校における予防的な視点を重視したメンタ

ルヘルスに関する学校保健活動を検討する．

１）Ａ校におけるストレスに関する実態調査

�目的：中学生のストレス及びストレスに対するコーピ

ングに関する実態を把握し，予防的な視点で学校保健

委員会における組織的な活動を推進するための基礎資

料とする．

�対象：中学校の１～３年生，全校２６３名．

�時期：２００７年６月１９日．

�調査項目：ストレスやコーピングに関する項目，その

他，計１５項目．ストレスに関する項目の回答はそれぞ

れの問いに「はい」または「いいえ」の二件法で回答

を求めた．

�方法及び倫理的配慮：管理職の許可を得て，スクール

カウンセラーと共に調査内容を検討し，生徒保健委員

会に説明をして同意を得た．予備調査を実施した後，

無記名自記式質問紙調査票を作成した．調査票は個人

が特定されないように，学年・クラス・性別のみの記

入とし，プライバシー保護に配慮し，データ管理を

行った．また，調査結果を学校保健委員会で公表する

旨を調査用紙に説明記載した．調査は学級担任に依頼

してクラス単位で実施し，配付と回収は各クラスの生

徒保健委員が行った．

２）Ａ校の学校保健委員会における組織的な取り組みと

その評価

�目的：生徒のストレスやコーピングに関する実態把握

を目的に，生徒保健委員会が中心となり企画した学校

保健委員会において実態調査の結果を報告し，さらに

予防的な視点でのメンタルヘルスに関する提案を行う．

学校保健委員会の特性を活かし，学校医・保護者・管

理職を含む学校職員・生徒の参加があることから，組

織的な連携を図り情報を共有する．参考までにＡ校学

校保健委員会規定を資料に示した．

�期間：学校保健年間計画に基づいて，２００７年７月５日，

１５時～１６時「Ａ校第１回学校保健委員会」を実施．プ

ログラムは表２に示す

�実施の評価：参加者から感想等の発言を記録し，KJ

法にて分析を行う．

�．結 果

１．ストレスに関する実態調査の結果

調査の結果，以下のことが明らかになった．調査結果

の一部概要を示す．

�「勉強のことで悩むことがよくある」の項目では，１

表１ 生徒内訳 単位：人

学年 男子 女子 合計

１年 ５７ ５２ １０９

２年 ４２ ３８ ８０

３年 ３１ ４３ ７４

合計 １３０ １３３ ２６３

２２８ 学校保健研究 Jpn J School Health５２；２０１０



年生と２年生男子は３～４割近くが，そして２年生女

子と３年生は６～７割の生徒が「悩むことがある」と

回答した．

�「友達関係で悩むことがよくある」の項目では，各学

年とも男子は２割近くで，男子よりも女子の方が「悩

むことがある」と回答している生徒が多かった．特に

１・３年生女子が半数以上を占めた．

�「学校へ行きたくないと思うことがある」では，１・

２年生男子では２割近くが，他は３割が「行きたくな

いと思うことがある」と回答した（図１）．

�「体の調子が悪いことがよくある」では，１年生では

３割，２・３年生男子では４割，２・３年生女子では

６割前後となり，男子より女子の方が多かった（図２）．

�「以前に比べてイライラすることが多くなった」の項

目では，１年生男子以外は半数を超え，男子よりも女

子の方が「多くなった」と回答した（図３）．

�「相談したいと思っていることがある」の項目では，

各学年とも男子は１割前後で，１年生女子は２割，２

年生女子は３割，３年生女子は４割近くと学年が進む

につれて多かった（図４）．

�「今一番気になっていること」の項目では，各学年男

女とも「勉強・進路」が一番多く，続いて「部活動」，

「友人関係」が多かった．

	「主な相談相手」では，男子は，１・２年生「親」，３

年生「一人で解決」が多く，女子は各学年とも「友達」

が一番多かった．また，２年生男子では，「相談相手

がいない」の回答が２割近くみられた（図５）．


「イライラしたときの解消法」では，多様な解消法が

出されたが，一番多かった解消法は，１年生男子の

「遊ぶ：３３％」，２年生女子の「音楽を聴く：３４％」

であった（図６）．

これらのメンタルヘルスに関する調査結果から，「学

校へ行きたくない」「体の調子が悪い」「イライラするこ

とが多い」など，心身に影響を及ぼしている生徒が多い

ことが明らかになった．また，「相談をしたい」と思っ

ている生徒もおり，学校内で悩みやストレスを解消でき

るような校内連携が必要と感じた．しかし，相談相手と

して「先生」を選択する生徒は非常に少なく，「親」「友

達」が多いことから，情報の共有や解消法，カウンセリ

ングの方法を知る機会をつくることが必要であることが

示唆された．

表２ 学校保健委員会当日プログラムの概要 ２００７年７月５日

進 行 プログラム内容 担 当 者

１５：００～１５：０５ 開会のあいさつ 教頭

１５：０５～１５：１５ 本年度の学校保健委員会組織づくり 保健主事

１５：１５～１５：２５ 定期健康診断結果 養護教諭（筆者）

１５：２５～１５：３５ ストレスについて調査報告・提案 生徒保健委員会

１５：３５～１５：４５ ストレス解消法の実際 スクールカウンセラー

１５：４５～１５：５５ 全体協議，感想 全員

１５：５５～１６：００ 閉会のあいさつ 校長

資料 Ａ中学校における学校保健委員会規定

１）意義（Ａ中学校学校保健委員会会則第２条）

「学校保健安全に関する事業を推進するとともに，学校保健上の諸問題について研

究協議と連絡調整をし，生徒・職員の健康の保持増進を図り，学校教育の向上に資す

る」

２）事業内容（Ａ中学校学校保健委員会会則第３条）

� 学校保健安全計画の立案と実施に関すること

� 学校保健に関する調査研究に関すること

� 保健衛生施設の改善・充実に関すること

� 保健及び精神衛生思想の普及並びに啓発に関すること

� 地域社会と学校保健の協力に関すること

� その他，本会目的遂行に必要と認められるもの

３）組織（Ａ中学校学校保健委員会会則第４条）

�学校：学校長・教頭・教務主任・学年主任・安全主任・体育主任・給食主任・栄養

士・保健主事・養護教諭

�三師会：学校医（内科・眼科・耳鼻科）・学校歯科医・学校薬剤師

�PTA：本部役員・体育厚生部員

�生徒：生徒保健委員会代表

�地域：区長・主任児童委員・学校評議員

２２９中村ほか：中学校における生徒保健委員会が推進するメンタルヘルスの実践活動



図２ 体調が悪いことがある

図３ イライラすることがある

図４ 相談したいことがある

図１ 学校へ行きたくないと思うことがある
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２．実践の意図及び取り組みと対象の変容

１）生徒保健委員会の活動

従来の養護教諭主導型の保健管理的な学校保健活動か

ら，生徒保健委員会が中心的な役割を果たして，さまざ

まな学校教育活動と連動させて実践することによって，

生徒主体の学校保健活動が展開できると考えた．そこで，

生徒保健委員会活動及び学校保健委員会の活動計画を生

徒主体により作成し，養護教諭はその企画立案・実施の

際に全面的にサポートを行った．

４月当初の生徒保健委員会活動の年間計画を立案する

過程で，生徒保健委員自身が考えた本校の健康課題と，

養護教諭が捉えたいくつかの健康課題のなかから，協議

の結果，本年度の生徒保健委員会の活動テーマとして，

「生徒のストレスとメンタルヘルス」と決定した．６月

の実態調査の実施に向けて，生徒保健委員会で「ストレ

ス」に関する学習を深め，アンケート調査の原案を作成

した．６月中旬に生徒のストレスに関する調査を全校で

実施し，養護教諭と生徒保健委員会にて集計・分析を

行った．そして，７月上旬に実施するＡ校学校保健委員

会にて，生徒保健委員会からストレスとコーピングの実

態についての調査結果を報告するとともに，生徒自身に

よるメンタルヘルスに関する予防的な視点での提案を行

うこととした．さらに，スクールカウンセラーからスト

レス解消法について話をしてもらいたいという意見が，

生徒保健委員会から提案され，Ａ校学校保健委員会の当

日のプログラムに追加することが決定した．

生徒保健委員会で生徒達が考え，提案したメンタルヘ

ルスに関する内容は次のとおりである．

「私たちは毎日の生活を通してストレスを感じてい

ます．ストレスと上手に付き合うことができれば，

もっと生活が楽しくなるのではないでしょうか．自

己主張をする・相談相手をもつ・物事を前向きに考

える・音楽を聴く・遊ぶ・がまんする・逃げてみ

る・避けてみる・当たり前に考える，など自分に

あった解消法を見つけてみましょう！」

生徒保健委員会の学びや成果が全校へと発信できた．

２）Ａ校学校保健委員会での取り組み

生徒の心の健康課題に関する情報の提供や共有化を図

ることを目的に，表２に示すプログラムに沿って，Ａ校

学校保健委員会を実施した．当日のＡ校学校保健委員会

には，学校医・学校歯科医をはじめとし，PTA役員や

教職員，生徒保健委員など３７人の参加があった．

Ａ校学校保健委員会は，プログラムに沿って進行し，

前半の組織づくりや定期健康診断結果の報告の後に，生

徒保健委員会より，６月に実施したストレスに関する実

態調査の報告と，調査結果を受けて生徒保健委員会が

図６ イライラした時の解消方法

図５ 相談相手はだれか
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「メンタルヘルスに関する提言」を発表した．次に，ス

クールカウンセラーより，ストレスについての簡単な説

明の後に，「ストレス解消法」の紹介と，実際に呼吸法

（１０秒呼吸法，セルフ・リラクセーション，ペア・リラ

クセーション）の実技を参加者全員で行い，お互いの肩

に触れたり（タッチング），声を掛け合ったり和やかな

雰囲気のうちに実技が終了した．生徒保健委員会の発表

に対して，参加者からは，好意的で共感的な反応がうか

がえた．

学校保健委員会の最後に参加者全員に感想を求めたと

ころ，２７名より回答があり，全般的に肯定的な内容が多

かった．それらの内容を，養護教諭が研究の目的でKJ

法を用いて分類整理した結果，参加者の感想は，［スト

レスに関する共通理解］［発達段階における中学生の理

解］［教職員の意識・課題］という３つのカテゴリー，９

つのサブカテゴリーで構成された（表３）．

カテゴリー［ストレスに関する共通理解］では〈スト

レスの現れ〉〈ストレス解消法〉〈ストレス予防〉〈情報

の共有・伝達〉の４つのサブカテゴリーで構成され，ス

トレスは誰にでもあり，自分に合った解消法を身につけ，

ストレスとうまく付き合うことが大切であることが述べ

られていた．また，これらの情報を広く生徒に伝える必

要性があるとも指摘された．

カテゴリー［発達段階における中学生の理解］では，

〈悩み〉〈相談相手〉〈家族〉の３つのサブカテゴリーで

構成され，子どもの現状を知ることができ，親として見

守っていきたいとの記述がみられた．

カテゴリー［教職員の意識・課題］では，〈環境づく

り〉〈中学生への対応〉の２つのサブカテゴリーで構成

され，スクールカウンセラーの積極的活用や相談できる

表３ 学校保健委員会参加者の感想等の分類

カテゴリー サブカテゴリー 感 想 等 発 言 内 容

ストレスに対す

る共通理解

ストレスの現れ

・病気の７割がストレスに関するもの．

・指しゃぶりや歯ぎしりもストレスの現れ．

・歯ぎしりでかみ合わせがずれてしまう．

・体調が悪いとうちの子もよく言う．

・ストレス耐性は遺伝とも関係ある．

・教員もストレスを抱えている．

ストレス解消法

・昔はストレスが長引かなかったし，解消できていた．

・呼吸法で肩に手を置かれるだけでも楽になる．

・呼吸法で楽になることを体感できた．

・呼吸法を体験するよい機会だった．

ストレス予防

・ストレスのある社会は当たり前だから上手に付き合おう．

・ストレスは悪いことばかりでなく緊張感など適度なストレスもある．

・宇宙飛行士の食事が流動食から固形になったのもストレス予防のため．

情報の共有・伝達 ・この場にいない生徒にも伝えて欲しい．

発達段階におけ

る中学生の理解

悩み

・たくさん悩んで成長して欲しい．

・悩んでいるのはうちの子だけじゃないことが分かった．

・子どもの様子を知る良い機会だった．

相談相手

・相談相手が親からだんだん友達になるのはうちの子もおなじ．

・相談相手に先生の割合が少ない（さみしい）．

・女子の方が相談室に行く回数が多い（納得できるアンケート結果だった）．

・相談相手がいないと言う生徒が２年生男子で多かった．

家族

・「家の中で楽しくないと思うことがある」の項目で３年男子が多かった．

・うちの子もそのうちの一人かもしれないのでよい方法を考えたい．

・大人が見守りたい．

教職員の意識・

課題

環境づくり

・気軽に相談できる雰囲気をつくりたい．

・よい職場環境をつくりたい．

・上手に職員が介入していけるようにしたい．

・スクールカウンセラーの活用．

・学校全体で相談しやすい環境づくりをしたい．

中学生への対応

・叱る前に一呼吸おきたい．

・子ども達の心と体の健康づくりをサポートしていきたい．

・自分の精神状態で子どもに影響を与えてしまわないように気をつけたい．

２３２ 学校保健研究 Jpn J School Health５２；２０１０



環境づくりを心掛け，生徒の心身の健康づくりのサポー

トの必要性が述べられていた．

さらに，参加者の対象別に感想を整理すると，保護者

からは，「悩んでいるのは自分の子どもだけではないこ

とが分かった」「大人が見守っていきたい」「呼吸法で楽

になった」等の感想が見られた．また，教職員からは，

「気軽に相談できる雰囲気をつくりたい」「教員もスト

レスを抱えている．よい職場環境をつくりたい」「納得

できる調査結果であった」等々の感想が示された．そし

て，生徒からは，「呼吸法の実技が楽しかった．楽に

なった気がした．」等の感想が見られた．

３）学校保健委員会実施後の取り組み

� 校内，家庭への啓発活動

学校保健委員会は一部の学校保健関係者のみの参加の

ため，全校生徒や家庭への啓発活動として「学校保健委

員会だより」を発行し，アンケート調査結果やストレス

解消法の紹介など，学校保健委員会で協議されたことを

掲載し，情報の提供・公開を図った．

� 養護教諭を中心とした保健指導の実施

学校保健委員会後に，３年生の担任教諭より要望があ

り，１１月７日に３年生全員を対象に養護教諭が１時間の

保健指導を行った．保健指導のテーマは，「思いやりの

気持ちとこれからの生活について」である．

受験期を迎える３年生に対して，来年３月には義務教

育を終了することも考え，残り４か月の中学校生活を悔

いのないように過ごしてほしいと願い，３年担任教諭と

一緒に保健指導のテーマと内容を検討した．学校保健委

員会と連動して実施した今回の保健指導では，今回のス

トレスに関するアンケート調査の具体的な結果やエリク

ソンの発達段階について説明し，「男女のこころ」の違

いに気づき，お互いを思いやる心を養いたいと考えた．

この保健指導の後，保健指導時に紹介した本やパンフ

レットを読みに保健室に来室したり，質問をしたりと保

健室で気軽に会話をしていく生徒が多くなり，養護教諭

を身近な存在として生徒に感じてもらえているという，

手ごたえを感じることができた．

さらに，Ａ校の学校保健全体計画に基づいて，１２月に

は産婦人科医による「性感染症予防講演会」を３年生と

３年生保護者対象に行った．講師から「自分の体は自分

で守る」「愛すると言うことは相手を守りまるごと責任

を持つこと」などのメッセージが伝えられた．講演後の

生徒の感想文から，「正しい知識を持って相手を理解す

る」や「大切な人を守るために今自分がやれることを考

えたい」など，相手を思いやり理解しようとする内容の

感想が多く書かれていた．

Ａ校学校保健委員会の開催を契機に，全校への広報活

動や保健指導と広がり，関連付けた健康教育が実施され

るなど，活性化が図られた．

�．考 察

１．中学生のストレスに関する実態から

いわゆる怒涛の思春期，反抗期，親離れ，などの発達

段階にもある中学生の実態が明らかになった．学校生活

での悩みや相談したいことなどについて，男子よりも女

子の方が多い割合を示した．３年生男子では，主な相談

相手の項目で「一人で解決」が多い結果が示された．今

回の調査では質問項目として設けなかったが，身近な生

徒保健委員会の３年生男子に対して，「イライラしたと

き親にどんな手助けをして欲しいか」を個別に聞いてみ

た所，「ほっといて欲しい」や「一人にして欲しい」と

いう意見が出た．また，「親と接触したくない」や「親

に手助けをしてもらわなくてもイライラを解消できる」

といった意見もあり，一人でストレスを発散できる方法

（コーピング）を持っている生徒もいた．具体的なイラ

イラの解消法では，「音楽を聴く」「寝る」「運動をする」

「人や物に当たる」「相談をする」「紙に書いて破り捨て

る」など多様なコーピングの他に，「携帯のメールに気

持ちを打ち込んで，誰にも送らずに消去する」など，携

帯電話が身近に使用されている様子もうかがえた．

今回の実態調査からは無記名の調査であったため個人

を特定し，養護教諭の行う個別の健康相談活動へと導く

ことはできなかったが，Ａ校生徒の「心と体の状態」・

「悩み」・「相談相手の傾向」・「ストレスコーピング」の

実態を知ることができ，今後の保健室での健康相談活動

に活かすための基礎資料を得ることができた．Ａ校の調

査結果は，女子にメンタルヘルスに関する課題が多いこ

とや，相談をしない生徒の増加傾向があることなど，三

浦１３），嶋田１４），市川１５）らの報告と同様の傾向を示してい

たことが明らかになった．さらに，相談相手を「友達」

と答えた生徒が多く，「親」や「教師」が少ない現状を

再認識し，こころの健康問題を深刻化させないために，

予防的な対策の一つとして全国的に取り組みがされてい

る「ピア・サポート」や，社会的スキルの習得を目指し

たソーシャルスキルトレーニングの導入等１３）１５）を，今後，

生徒保健委員会を中心に学ぶ機会を設けるような校内体

制・環境づくりが必要である．

２．Ａ校学校保健委員会の予防的な取り組みから

学校保健委員会の実施後の参加者の感想から，�スト

レスの実態を知り，上手に付き合っていくこと，�解消

法の一つとして呼吸法があるということ，�教員や大人

の役割など，が再認識された．具体的には，保護者から

は，周囲の大人達が見守っていくことの大切さが示され，

また，教職員からは，気軽に相談できる雰囲気・環境づ

くりを心がけたいとの提案が示された．そして，生徒は，

具体的な呼吸法の実技を楽しく習得しつつ，生徒保健委

員としての学校保健委員会への参画による達成感や使命

感を感じていた．子ども達の様子を知ることにより，特

に教職員の意識に変化が見られたのではないかと考える．

２３３中村ほか：中学校における生徒保健委員会が推進するメンタルヘルスの実践活動



保健室や相談室だけでなく，担任教諭または部活動顧問

が，子どもを指導する際や日常の様子から，変化に気づ

き，話をじっくり聞くことが，今まで以上にできるので

はないかと教師の評価記述から期待される．そのひとつ

が，今回の学校保健委員会の発表や調査結果が，養護教

諭が３年生を対象に，「思いやりの気持ちとこれからの

生活について」をテーマに生徒が男女のこころの違いに

気づき，お互いを思いやる心を養い，残された学校生活

を有意義に過ごせることを目的に保健指導の提案・実施

につながったことからも言えよう．今回は３年生を対象

とした保健指導であったが，今後は「心身の健康」「メ

ンタルヘルス」等の内容で全学年を対象に，生徒の実態

に応じた計画的，継続的な保健指導を実施していく必要

がある．

今回の学校保健委員会の取り組みは，生徒保健委員会

の生徒達の学びや成果が学校全体に発信でき，学校保健

委員会参加者の共通理解が図れ，さらに保健指導や健康

教育へと広がり，学校保健活動の活性化へと波及したこ

とを考えると，一定の効果があったのではないかと考え

る．

現在の社会的動向を踏まえ，中学生のストレスや自殺，

いじめ，不登校等々の問題解決を図り，生徒のメンタル

ヘルスを推進するためには，本事例のように，学校保健

委員会の組織的活動を核として，生徒が主体となって活

動した生徒保健委員会や他の諸活動と協働・連動した取

り組みは重要である．また，必要に応じて，医療機関や

児童相談所などの外部機関を利用することも念頭に置き，

学校，地域・外部機関，家庭の三者が共通理解し，同じ

方向性で指導・援助にあたるようにしなければならない

と考える．そして，これらの連携・協働を一層推進する

ためには，養護教諭の専門性を活かした学校保健活動に

おける意図的な調整，コーディネートの役割がさらに求

められるであろう．

�．ま と め

生徒のストレスに関する実態調査や学校保健諸活動と

リンクさせた学校保健委員会の実施について，参加者の

評価は概ね肯定的であった．さらに，生徒保健委員会の

子ども達の学びが，学校全体に発信でき，学校保健委員

会参加者の共通理解が図れるとともに，保健指導や健康

教育へと広がり，Ａ校の学校保健活動の活性化へと波及

したことを考えると，本事例での取り組みは一定の効果

があったのではないかと考える．

その具体的な項目は，

� 生徒保健委員会が生徒のストレスに関する実態把握，

分析，報告を主体的な活動として行ったこと

注１ 本事例における主な活動内容

�ストレスに関する調査活動

�調査集計と分析

�学校保健委員会での提案，報告

�保健だより発行 他

図７ 学校保健委員会を核とするメンタルヘルスプロモーションの協働

２３４ 学校保健研究 Jpn J School Health５２；２０１０



� 学校保健委員会と協働・連動させた生徒保健委員会

活動を通して，メンタルヘルスに関する提言を発信で

きたこと

� 教職員や保護者が生徒の実態を知り，日常の子ども

に対する接し方を再考し，複数の目で子どもを見守っ

ていく視点が共有できたこと

� 学校医や歯科医，スクールカウンセラーの専門的立

場からの助言を得たこと

� 養護教諭の今後の健康相談活動，個別指導に活かせ

る資料や視点等が得られたことであった．

養護教諭のとらえた自校の健康課題を，生徒保健委員

会とともに実態把握を行い，生徒自らが問題解決のため

のアクションを起こし，生徒保健委員会が主体的に参画

した学校保健委員会は，組織的な学校保健活動を推進，

活性化するための核になりうることが示唆された．今回

の取り組みを踏まえ，学校保健委員会を核とした学校保

健諸活動の関連を図７のように整理してみた．Ａ校にお

けるメンタルヘルスの取り組みは，生徒の保健委員会活

動と意図的に連動させた学校保健委員会を中心に，一連

の学校保健諸活動との協働的な活動として展開されたの

ではないかと考える．

次に，本実践事例をとおして残された課題は以下のと

おりである．

� 生徒の健康問題を解決するため，予防的視点をもち

教職員や保護者との連携づくり，学校保健委員会を一

層推進すること

� 生徒のメンタルヘルスに関する全体像を把握すると

ともに，養護教諭の健康相談活動につなげる方策を検

討すること

今後は，これらの課題を踏まえ，養護教諭として子ど

も達が心身共に健康に過ごせるよう，QOLの向上を目

指した指導・援助を保健室から積極的に発信していきた

いと考える．

本事例報告にあたってご協力いただきましたＡ校の生

徒，教職員，学校保健関係者の皆様にこころより感謝申

し上げます．
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�．緒 言

近年の急激な社会環境の変化は，青少年の食生活にも

様々な影響を及ぼしてきており，朝食欠食，偏食などの

食生活上の問題や，それに起因すると考えられる肥満や

生活習慣病の若年化などの健康問題も増加してきた１）こ

とから，青少年に正しい食事のとり方や望ましい食習慣

を形成させる食に関する指導の充実が緊急の課題となっ

てきた．そこで，中央教育審議会答申２）では，食育基本

法にも示されている「生きる力」の基本を育てる食育を，

学校，家庭，地域との連携で推進することを提言し，改

訂小・中学校学習指導要領（２００８年）の総則に「食育の

推進に関する指導」が追加された．

このような「生きる力」の基本を育てる食育の推進は，

児童生徒期だけではなく，近い将来社会人となる大学生

にあっても取り組まなければならない重要な課題である

と考える．その背景には，大学生の食生活上の問題やそ

れに関連する健康問題はますます深刻化しており，学生

生活上でも早急に改善のための支援が必要とされてい

る３）という現実がある．大学生の食生活の改善は，我が

国の生活習慣病の予防対策としても重要であり，彼らの

食生活への意識や関心を高め，健康的な食生活を実践さ

せることは，我が国の食生活指針４）の推進にもつながる

と考えられる．

これまでにも大学生を対象とした食生活に関する調査

は数多くなされているが，栄養学など食生活に関係の深

い科目の履修の有無に着目して専攻別に比較検討したも

のは少ない．このような科目の履修などを踏まえて，大

大学生の食育に関する基礎的研究
―女子学生の食生活調査結果から―
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The purpose of this study is to accumulate basic data for food, nutrition and health education at university

level. A survey on breakfast intake, food intake frequency, lifestyle and health condition was conducted on

４９８female undergraduate students（major; pedagogy:２７６, health science:２２２）in July２００８.

The results show no significant correlations for students’major with each of the questionnaire items. The

rate of breakfast intake was low（７２．９％）, and their irregular eating habit was suggested. From the view-

point of１２-categorized food groups, low consumption of food groups other than cereals, oils and fat, and low-

carotenoid vegetables were observed.

The score of food intake, an indicator for intake frequencies of each of the food groups, was higher among

the students taking breakfast. The group of students who eat breakfast and those with a higher score of food

intake are surmised to practice healthy lifestyle and to get higher scores for each of the attitude and health

conscious concerning lifestyle.

The students who scored a higher mark in this respect were found to be health conscious, less obese, and

had less complaints of subjective symptoms.

These results suggest the necessity of appropriate education for nutrition and health including dietary in-

struction to the university students.
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学生の食生活の意識や関心，食生活に関連する生活習慣

や態度，健康状況などを把握し，それらを食に関する指

導に反映させることは，大学生の食生活の改善に役立つ

のではないかと考えられる．

そこで，本研究では，大学生の食育に関する基礎資料

を得ることを目的として，女子学生（教育系と保健系）

を対象に，朝食摂取や食品群摂取頻度などの食習慣とそ

の他の生活習慣，生活態度，健康状況などを調査し，専

攻別比較と項目間の関連について検討してみたところ，

若干の知見を得たので報告する．

�．研究方法

１．調査対象と分析対象

岡山県内の国公立大学に在籍する２～４年次の女子学

生５２９名を調査対象とした．その内，無回答の項目があ

る者を除いた４９８名を分析対象とした．分析対象の内訳

は，教育系２７６名（小，中学校教員養成課程），保健系２２２

名（養護教諭養成課程，保健師養成課程）である．有効

回答率は９４．１％であった．

２．調査方法と調査時期

質問紙調査法による無記名式とした．調査は対象学生

の授業の一部を利用して行った．結果はすべて統計的に

処理することを説明して，理解と協力を得た．調査は，

２００８年７月下旬に行った．この時期は２年次の前期終了

時であり，保健系の学生は栄養学，公衆衛生学など食生

活に関係の深い科目は履修している．

３．調査内容

１）食事の摂取状況

朝食，昼食，夕食，夜食について「毎日食べる」，「週

２～３日食べる」，「ほとんど食べない」の３選択肢を設

けた．

２）食品群摂取頻度

国民健康・栄養調査５）を参考に１２食品（牛乳・乳製品，

卵類，肉類，魚類，大豆・豆製品，緑黄色野菜，淡色野

菜，いも類，果物類，穀類，海藻類，油脂類）について，

「毎日食べる」，「週２～３日食べる」，「ほとんど食べな

い」の３選択肢を設け，それぞれ３点，２点，１点とし

て食品摂取得点（３６点満点）を算出した．各食品群の食

品内容は，国民健康・栄養調査を参考にした．

３）嗜好品の摂取状況，睡眠時間，運動の実施状況

嗜好品として菓子類，清涼飲料水，たばこ（１本以上），

ビール（１缶以上）を取り上げ，嗜好品，睡眠時間，運

動のそれぞれに３～４選択肢を設けた．

４）生活習慣の態度

ブレスローら（Breslow J. et al.）６）が，生活習慣病の

予防に必要なものとしてあげている７項目（適正な睡眠

時間をとる，喫煙をしない，適正体重を維持する，過度

の飲酒をしない，定期的にかなり激しい運動をする，朝

食を食べる，不必要な間食をしない）を取り上げ，「は

い」，「ときどき」，「いいえ」の３選択肢を設け，それぞ

れ３点，２点，１点として生活態度得点（２１点満点）を

算出した．これらの項目は，公衆衛生審議会７）が「生活

習慣に着目した疾病対策の基本的方向性について（意見

具申）」として紹介したもので，これらの選択肢は自己

の内面の価値観であり，知識を実践に生かす態度８）とみ

なした．

５）健康状況

� 健康意識

体型の自己評価，健康の自己評価，食欲，排便につい

て３～５選択肢を設けた．

� 肥満度

自己申告値の身長，体重から，BMI（body mass in-

dex）を算出し，日本肥満学会９）の肥満度判定基準で，

１８．５未満，１８．５以上２５．０未満，２５．０以上に３区分し，順

に「やせ」，「ふつう」「肥満」とした．

� 自覚症状

小林ら１０）が作成した青年用疲労自覚症状尺度の２４項目

を用い，質問形式を「ふだん次のようなことがよくあり

ますか」というように修正し，「ある」と回答した項目

の合計数を訴え数とした．各項目の訴え率（％）は，対

象集団の人数に対する百分比で求めた．

４．資料の集計と分析

各項目について専攻別（教育系，保健系）及び全体で

集計した．実数で算出した食品摂取得点，生活態度得点，

自覚症状の数は平均値の±１／２標準偏差を基準に３区

分した．専攻別の比較と項目間のクロス集計はχ２検定

を用い，５％水準未満を有意とした．

５．倫理的配慮

本研究の調査内容及び回答者の個人情報の取扱いにつ

いては，美作大学・美作大学短期大学部研究倫理委員会

において審査を受け，承認を得た．

�．結 果

１．食事の摂取状況と食品群摂取頻度

１）食事の摂取状況

食事の摂取状況について表１に示した．全体では，食

事は「毎日食べる」は朝食７２．９％，昼食９６．８％，夕食

９５．８％，夜食１．８％であった．専攻別比較では，夜食で

差がみられ保健系に「ほとんど食べない」が多くなって

いた．

２）食品群摂取頻度と食品摂取得点

１２食品群の摂取頻度について表２に示した．全体では，

「毎日食べる」が５０％以上は，穀類９６．２％を除くと，淡

色野菜５４．０％，油脂類６３．１％の２食品であった．専攻別

比較では，卵類と果物類の２食品で差がみられ，保健系

に卵類は「毎日食べる」が，果物類は「ほとんど食べな

い」がそれぞれ多くなっていた．

１２食品から算出した食品摂取得点は，全体の平均値

（標準偏差）は２６．７（３．８），教育系２６．９（３．７），保健系

２６．４（３．９）で，専攻別比較では差はみられなかった．

２３７山田ほか：大学生の食育に関する基礎的研究



表１ 食事の摂取状況の専攻別比較（％）

教育系 保健系 全体
項 目 カ テ ゴ リ

ｎ＝２７６ ｎ＝２２２ Ｎ＝４９８ χ２

�朝食
（パン，ご飯，めん類，おか
ず，など）

１．毎日食べる ７１．０ ７５．２ ７２．９
２．週２～３日食べる １５．９ １８．０ １６．９ ns
３．ほとんど食べない １３．０ ６．８ １０．２

�昼食
（パン，ご飯，めん類，おか
ず，など）

１．毎日食べる ９７．１ ９６．４ ９６．８
２．週２～３日食べる ２．９ ３．６ ３．２ ns
３．ほとんど食べない ― ― ―

�夕食
（パン，ご飯，めん類，おか
ず，など）

１．毎日食べる ９６．０ ９５．５ ９５．８
２．週２～３日食べる ４．０ ４．１ ４．０ ns
３．ほとんど食べない ０．０ ０．５ ０．２

�夜食
（パン，ご飯，めん類，おか
ず，など）

１．毎日食べる ２．９ ０．５ １．８
２．週２～３日食べる ２６．８ １７．６ ２２．７ ＊＊
３．ほとんど食べない ７０．３ ８２．０ ７５．５

注）＊＊はｐ＜０．０１で有意差あり．nsは有意差なし．

表２ 食品群摂取頻度および食品摂取得点の専攻別比較（％）

教育系 保健系 全体
項 目 カ テ ゴ リ

ｎ＝２７６ ｎ＝２２２ Ｎ＝４９８ χ２

�牛乳（コップ１杯）・
乳製品（ヨーグルト，チー
ズ，など）

１．毎日食べる ４０．６ ４２．８ ４１．６
２．週２～３日食べる ４０．２ ３９．２ ３９．８ ns
３．ほとんど食べない １９．２ １８．０ １８．７

�卵類 １．毎日食べる ３９．１ ４７．７ ４３．０
２．週２～３日食べる ５４．７ ４３．２ ４９．６ ＊
３．ほとんど食べない ６．２ ９．０ ７．４

�肉類
（牛肉，豚肉，鶏肉，など）

１．毎日食べる ４７．１ ４１．４ ４４．６
２．週２～３日食べる ４９．３ ５２．７ ５０．８ ns
３．ほとんど食べない ３．６ ５．９ ４．６

�魚類
（魚介類，練り製品，小魚，
などを含む）

１．毎日食べる ８．０ １２．２ ９．８
２．週２～３日食べる ６６．３ ５６．３ ６１．８ ns
３．ほとんど食べない ２５．７ ３１．５ ２８．３

�大豆・豆製品
（とうふ，なっとう，などを
含む）

１．毎日食べる ２１．７ ２２．１ ２１．９
２．週２～３日食べる ６０．９ ５９．５ ６０．２ ns
３．ほとんど食べない １７．４ １８．５ １７．９

�緑黄色野菜
（にんじん，かぼちゃ，ほう
れん草，トマト，など）

１．毎日食べる ４３．１ ３８．３ ４１．０
２．週２～３日食べる ４７．５ ４７．７ ４７．６ ns
３．ほとんど食べない ９．４ １４．０ １１．４

�淡色野菜
（キャベツ，レタス，きゅう
り，など）

１．毎日食べる ５５．１ ５２．７ ５４．０
２．週２～３日食べる ４２．０ ４１．９ ４２．０ ns
３．ほとんど食べない ２．９ ５．４ ４．０

	いも類
（さつまいも，じゃがいも，
など）

１．毎日食べる １０．５ ９．５ １０．０
２．週２～３日食べる ６８．１ ６６．７ ６７．５ ns
３．ほとんど食べない ２１．４ ２３．９ ２２．５


果物類
（りんご，バナナ，オレンジ，
など）

１．毎日食べる １９．６ １３．５ １６．９
２．週２～３日食べる ４７．８ ４１．４ ４５．０ ＊
３．ほとんど食べない ３２．６ ４５．０ ３８．２

�穀類
（ご飯，パン，めん類，など）

１．毎日食べる ９５．７ ９６．８ ９６．２
２．週２～３日食べる ３．６ ３．２ ３．４ ns
３．ほとんど食べない ０．７ ０．０ ０．４

�藻類
（わかめ，ひじき，のり，こ
んぶ，など）

１．毎日食べる １３．８ １２．６ １３．３
２．週２～３日食べる ５７．２ ５５．４ ５６．４ ns
３．ほとんど食べない ２９．０ ３２．０ ３０．３


油脂類
（サラダ油，マーガリン，マ
ヨネーズ，など）

１．毎日食べる ６４．５ ６１．３ ６３．１
２．週２～３日食べる ３１．９ ３３．８ ３２．７ ns
３．ほとんど食べない ３．６ ５．０ ４．２

食品摂取得点
１．２４以下 ２７．５ ２９．７ ２８．５
２．２５～２８ ３７．３ ３９．６ ３８．４ ns
３．２９以上 ３５．１ ３０．６ ３３．１

注）＊はｐ＜０．０５で有意差あり．nsは有意差なし．
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３）朝食摂取と食品摂取得点との関連

朝食摂取及び食品摂取得点ともに，専攻別比較では差

はみられなかったので，朝食摂取と食品摂取得点との関

連について表３に示した．朝食を「毎日食べる」とした

者には，食品摂取得点の高い者が多くなっていた．

２．嗜好品の摂取状況，睡眠時間，運動の実施状況

嗜好品の摂取状況，睡眠時間，運動の実施状況につい

て表４に示した．全体では，菓子類と清涼飲料水は「毎

日食べる（飲む）」は３０．３％，２０．１％であったが，たば

ことビールの摂取頻度は少なかった．睡眠時間は「６～

７時間」が４５．４％，運動は「ほとんどしない」が５３．８％

とそれぞれ多くなっていた．専攻別比較では，睡眠時間

と運動で差がみられ，睡眠時間は教育系に少ない者が多

く，運動は保健系にほとんどしない者が多くなっていた．

３．生活習慣の態度と生活態度得点

生活習慣７項目の態度と生活態度得点について表５に

示した．全体では，態度の高かったのは「喫煙をしない」

９１．２％，「過度の飲酒をしない」７８．３％で，低かったの

は「定期的にかなり激しい運動をする」１４．３％，「不必

要な間食をしない」７．６％であった．専攻別比較では，

「適正な睡眠時間をとる」と「定期的にかなり激しい運

動をする」で差がみられ，睡眠時間では保健系に，運動

では教育系に態度の高い者が多くなっていた．

７項目から算出した生活態度得点は，全体の平均値

（標準偏差）は１５．４（２．０），教育系１５．３（２．１），保健系

１５．８（１．６）で，専攻別比較では差はみられなかった．

４．健康状況

１）健康意識

健康意識について表６に示した．全体では，体型の自

己評価「少し肥っている」４４．４％，健康の自己評価「ま

あ健康である」６０．２％，食欲「ある」７９．５％，排便状況

「毎日ある」４８．０％，朝の目覚め「まあ良い」５１．４％が，

それぞれの項目で最も多くなっていた．専攻別比較では

差はみられなかった．

表３ 朝食摂取と食品摂取得点との関連（％）

朝 食 摂 取

項 目 カテゴリ ほとんど食べない 週２～３日食べる 毎日食べる

ｎ＝５１ ｎ＝８４ ｎ＝３６３ χ２

１．２４以下 ４７．１ ４２．９ ２２．６

食品摂取得点 ２．２５～２８ ４５．１ ３９．３ ３７．２ ＊＊

３．２９以上 ７．８ １７．９ ４０．２

注）＊＊はｐ＜０．０１で関連あり．

表４ 嗜好品の摂取状況，睡眠時間，運動の実施状況の専攻別比較（％）

教育系 保健系 全体
項 目 カ テ ゴ リ

ｎ＝２７６ ｎ＝２２２ Ｎ＝４９８ χ２

�菓子類

（ケーキ，クッキー，スナッ

ク菓子，など）

１．毎日食べる ３２．２ ２７．９ ３０．３

２．週２～３日食べる ５５．１ ５５．９ ５５．４ ns

３．ほとんど食べない １２．７ １６．２ １４．３

�清涼飲料水

（コーラ，缶コーヒー，果汁

入り飲料，など）

１．毎日飲む ２２．１ １７．６ ２０．１

２．週２～３日飲む ４７．５ ４２．３ ４５．２ ns

３．ほとんど飲まない ３０．４ ４０．１ ３４．７

�たばこ

（１本以上）

１．毎日吸う １．１ １．４ １．２

２．週２～３日吸う ― ― ― ns

３．吸わない ９８．９ ９８．６ ９８．８

�ビール

（１缶以上）

１．毎日飲む ０．４ ０．９ ０．６

２．週２～３日飲む ５．８ ９．９ ７．６ ns

３．飲まない ９３．８ ８９．２ ９１．８

�睡眠時間 １．６時間未満 ５１．１ ２９．３ ４１．４

２．６～７時間 ３７．３ ５５．４ ４５．４ ＊＊

３．７～８時間 １０．５ １３．１ １１．６

４．８時間以上 １．１ ２．３ １．６

�運動の実施状況

（３０分以上で，汗をかく程度）

１．週３日以上する ２３．２ ９．９ １７．３

２．週１～２日する ３３．７ ２３．０ ２８．９ ＊＊

３．ほとんどしない ４３．１ ６７．１ ５３．８

注）＊＊はｐ＜０．０１で有意差あり．nsは有意差なし．

２３９山田ほか：大学生の食育に関する基礎的研究



表５ 生活習慣の態度と生活態度得点の専攻別比較（％）

教育系 保健系 全体
項 目 カテゴリ

ｎ＝２７６ ｎ＝２２２ Ｎ＝４９８ χ２

�適正な睡眠時間をとる １．はい ３７．７ ５３．２ ４４．６

２．ときどき ３９．９ ３２．９ ３６．７ ＊＊

３．いいえ ２２．５ １４．０ １８．７

�喫煙をしない １．はい ９０．２ ９２．３ ９１．２

２．ときどき ０．４ ０．０ ０．２ ns

３．いいえ ９．４ ７．７ ８．６

�適正体重を維持する １．はい ２７．５ ３５．６ ３１．１

２．ときどき ４０．９ ３６．５ ３９．０ ns

３．いいえ ３１．５ ２７．９ ２９．９

�過度の飲酒をしない １．はい ８０．１ ７６．１ ７８．３

２．ときどき １３．０ １６．７ １４．７ ns

３．いいえ ６．９ ７．２ ７．０

�定期的にかなり激しい運動をする １．はい １８．５ ９．０ １４．３

２．ときどき １４．１ １３．５ １３．９ ＊＊

３．いいえ ６７．４ ７７．５ ７１．９

�朝食を食べる １．はい ６７．０ ７０．７ ６８．７

２．ときどき １７．８ １８．０ １７．９ ns

３．いいえ １５．２ １１．３ １３．５

�不必要な間食をしない １．はい ８．０ ７．２ ７．６

２．ときどき ４５．３ ５３．６ ４９．０ ns

３．いいえ ４６．７ ３９．２ ４３．４

生活態度得点 １．１４以下 ３５．５ ２７．５ ３１．９

２．１５～１６ ３６．２ ３８．３ ３７．１ ns

３．１７以上 ２８．３ ３４．２ ３０．９

注）＊＊はｐ＜０．０１で有意差あり．nsは有意差なし．

表６ 健康意識の専攻別比較（％）

教育系 保健系 全体
項 目 カ テ ゴ リ

ｎ＝２７６ ｎ＝２２２ Ｎ＝４９８ χ２

�体型の自己評価 １．やせている １．４ １．８ １．６
２．少しやせている ６．５ ５．４ ６．０
３．ふつう ３５．１ ３９．６ ３７．１ ns
４．少し肥っている ４５．３ ４３．２ ４４．４
５．肥っている １１．６ ９．９ １０．８

�健康の自己評価 １．健康である ２６．８ ３１．１ ２８．７
２．まあ健康である ６１．６ ５８．６ ６０．２ ns
３．あまり健康でない １１．６ １０．４ １１．０

�食欲 １．ある ７７．２ ８２．４ ７９．５
２．少しある １９．９ １４．４ １７．５ ns
３．あまりない ２．９ ３．２ ３．０

�排便状況 １．毎日ある ４７．８ ４８．２ ４８．０
２．２～３日に１回 ４４．９ ４３．７ ４４．４ ns
３．４～５日に１回 ７．２ ８．１ ７．６

�朝の目覚め １．良い １５．９ ２０．３ １７．９
２．まあ良い ５０．４ ５２．７ ５１．４ ns
３．あまり良くない ３３．７ ２７．０ ３０．７

注）nsは有意差なし．
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２）肥満度

自己申告値による身長と体重，及び，BMIについて表

７に示した．全体では，身長は１４０．０～１７０．０cmに，体

重は３５．０～８２．０kgに，BMIは１５．０～３０．８に，それぞれ

分布しておりいずれも正規分布を示していた．専攻別に

みてもほぼ同様の傾向を示しており，BMIの専攻別比較

では差はみられなかった．

３）自覚症状

自覚症状の項目別訴え率と訴え数について表８に示し

た．２４項目の平均訴え率は，全体では４７．１％，専攻別で

は教育系４５．４％，保健系４９．２％であった．項目別にみる

と�群「ねむけ」に関する項目の訴え率が特に高く，「眠

い」８３．１％，「気分転換がしたい」８０．７％となっていた．

５項目で差がみられ，保健系の訴え率が高くなっていた．

表７ 自己申告値による身長，体重，BMI及びBMI３区分（％）の専攻別比較

教育系 保健系 全体

ｎ＝２７６ ｎ＝２２２ Ｎ＝４９８ χ２

身長 cm 平均値（標準偏差） １５９．０（５．１） １５８．０（５．７） １５８．６（５．４）

体重 kg 平均値（標準偏差） ５１．９（６．２） ５０．８（６．３） ５１．４（６．２）

BMI 平均値（標準偏差） ２０．５（２．１） ２０．３（２．０） ２０．４（２．１）

BMI

３区分

１８．５未満 １３．８ １６．７ １５．１

１８．５以上２５．０未満 ８２．６ ７９．７ ８１．３ ns

２５．０以上 ３．６ ３．６ ３．６

注）nsは有意差なし．

表８ 自覚症状の項目別訴え率と訴え数の専攻別比較（％）

教育系 保健系 全体
群 項 目

ｎ＝２７６ ｎ＝２２２ Ｎ＝４９８ χ２

�群 集中思考困惑 １．集中力がない ５３．６ ６３．１ ５７．８ ＊

２．思考力が低下している ５５．１ ５５．４ ５５．２ ns

３．考えがまとまらない ４４．２ ４８．６ ４６．２ ns

４．根気がなくなっている ５５．１ ５１．８ ５３．６ ns

�群 だるさ ５．足がだるい ３４．１ ４１．０ ３７．１ ns

６．腕がだるい １４．９ １４．４ １４．７ ns

７．全身がだるい ３９．１ ４８．２ ４３．２ ＊

８．体が重く感じる ４２．０ ５０．９ ４６．０ ＊

�群 意欲低下 ９．無口になっている １９．２ １８．５ １８．９ ns

１０．話をするのが嫌である １２．７ １３．１ １２．９ ns

１１．元気がない ２７．９ ２５．７ ２６．９ ns

１２．憂うつな気分がする ３４．８ ３９．２ ３６．７ ns

�群 活力低下 １３．動くのが面倒である ４７．１ ５２．３ ４９．４ ns

１４．座りたい ７３．９ ７６．１ ７４．９ ＊＊

１５．立っているのがつらい ３１．５ ３６．０ ３３．５ ns

１６．何もしたくない ４６．７ ４１．４ ４４．４ ns

�群 ねむけ １７．あくびが出る ７３．９ ７６．１ ７４．９ ns

１８．眠い ８４．１ ８２．０ ８３．１ ns

１９．気分転換がしたい ７９．７ ８２．０ ８０．７ ns

２０．横になりたい ５９．４ ６０．４ ５９．８ ns

�群 身体違和感 ２１．眼が疲れている ５１．１ ５３．６ ５２．２ ns

２２．肩がこっている ５８．３ ６３．５ ６０．６ ns

２３．眼がしょぼしょぼしている ３７．０ ４５．９ ４１．０ ＊

２４．首筋がはっている ３７．０ ４５．０ ４０．６ ns

１．８以下 ３６．６ ２７．０ ３２．３

訴え数 ２．９～１４ ３５．５ ４３．２ ３９．０ ns

３．１５以上 ２７．９ ２９．７ ２８．７

注）各項目の訴え率は，「ふだんよくある」と回答した者の割合である．

注）＊はｐ＜０．０５で，＊＊はｐ＜０．０１で有意差あり．nsは有意差なし．
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２４項目の訴え数は，全体の平均値（標準偏差）は１１．３

（５．７），教育系１０．９（５．９），保健系１１．８（５．４）で，全

体及び専攻別とも訴え数は０～２４に正規分布しており，

専攻別比較では差はみられなかった．

５．朝食摂取及び食品摂取得点と生活習慣，健康状況と

の関連

朝食摂取及び食品摂取得点には専攻別比較では差がみ

られなかったので，朝食摂取及び食品摂取得点と朝食以

外の食事の摂取状況，嗜好品の摂取状況，睡眠時間，運

動の実施状況，生活態度得点，健康状況との関連は，全

体でみることにした．

１）朝食以外の生活習慣及び生活態度得点との関連

朝食以外の生活習慣及び生活態度得点との関連がみら

れたものを表９に示した．朝食摂取との関連がみられる

項目が多く，朝食を摂取する者には，昼食を食べる者，

夜食を食べない者，清涼飲料水を飲まない者，たばこを

吸わない者が多くなっていた．また，生活態度得点も高

くなっていた．食品摂取得点との関連は少なかった．

２）健康状況との関連

健康状況と関連がみられたものを表１０に示した．朝食

表９ 朝食摂取および食品摂取得点と生活習慣，生活態度得点との関連（％）

朝 食 摂 取 食品摂取得点

項 目 カテゴリ
ほとんど

食べない

週２～３日

食べる

毎日

食べる ２４以下 ２５～２８ ２９以上

ｎ＝５１ ｎ＝８４ ｎ＝３６３ χ２ ｎ＝１４２ ｎ＝１９１ ｎ＝１６５ χ２

１．毎日食べる ８８．２ ９５．２ ９８．３ ９４．４ ９５．８ １００．０

昼食 ２．週２～３日食べる １１．８ ４．８ １．７ ＊＊ ５．６ ４．２ ― ns

３．ほとんど食べない ― ― ― ― ― ―

１．毎日食べる ２．０ １．２ １．９ ２．１ ― ３．６

夜食 ２．週２～３日食べる ３９．２ ２５．０ １９．８ ＊ ２３．２ ２３．０ ２１．８ ns

３．ほとんど食べない ５８．８ ７３．８ ７８．２ ７４．６ ７７．０ ７４．５

１．毎日食べる ３１．４ ２２．６ ３２．０ ２６．１ ２５．１ ４０．０

菓子類 ２．週２～３日食べる ４７．１ ６３．１ ５４．８ ns ５９．２ ５９．７ ４７．３ ＊

３．ほとんど食べない ２１．６ １４．３ １３．２ １４．８ １５．２ １２．７

１．毎日飲む ２９．４ ２１．４ １８．５ ２０．４ １７．８ ２２．４

清涼飲料水 ２．週２～３日飲む ４１．２ ５８．３ ４２．７ ＊＊ ５１．４ ４６．１ ３８．８ ns

３．ほとんど飲まない ２９．４ ２０．２ ３８．８ ２８．２ ３６．１ ３８．８

１．毎日吸う ５．９ １．２ ０．６ ２．１ ０．５ １．２

たばこ ２．週２～３日吸う ― ― ― ＊ ― ― ― ns

３．吸わない ９４．１ ９８．８ ９９．４ ９７．９ ９９．５ ９８．８

１．１４以下 ７０．６ ４８．８ ２２．６ ４０．８ ３２．５ ２３．６

生活態度得点 ２．１５～１６ ２５．５ ３６．９ ３８．８ ＊＊ ３２．４ ３９．８ ３８．２ ＊

３．１７以上 ３．９ １４．３ ３８．６ ２６．８ ２７．７ ３８．２

注）朝食摂取および食品摂取得点のいずれかに関連がみられた項目を示した．

注）＊はｐ＜０．０５で，＊＊はｐ＜０．０１で関連あり．nsは関連なし．

表１０ 朝食摂取および食品摂取得点と健康意識との関連（％）

朝 食 摂 取 食品摂取得点

項 目 カテゴリ
ほとんど

食べない

週２～３日

食べる

毎日

食べる ２４以下 ２５～２８ ２９以上

ｎ＝５１ ｎ＝８４ ｎ＝３６３ χ２ ｎ＝１４２ ｎ＝１９１ ｎ＝１６５ χ２

排便状況 １．毎日ある ４７．１ ４２．９ ４９．３ ４０．８ ４６．１ ５６．４

２．２～３日に１回 ４３．１ ４８．８ ４３．５ ns ５３．５ ４２．４ ３８．８ ＊＊

３．４～５日に１回 ９．８ ８．３ ７．２ ５．６ １１．５ ４．８

朝のめざめ １．良い ７．８ １５．５ １９．８ ９．９ １９．４ ２３．０

２．まあ良い ４３．１ ４１．７ ５４．８ ＊＊ ５４．２ ４９．７ ５０．９ ＊

３．あまり良くない ４９．０ ４２．９ ２５．３ ３５．９ ３０．９ ２６．１

注）朝食摂取および食品摂取得点のいずれかに関連がみられた項目を示した．

注）＊はｐ＜０．０５で，＊＊はｐ＜０．０１で関連あり．nsは関連なし．
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を摂取する者と食品摂取得点の高い者には，朝のめざめ

の良い者が多く，食品摂取得点の高い者には，排便状況

も毎日ある者が多くなっていた．肥満度と自覚症状の訴

え数には，朝食摂取及び食品摂取得点との関連はみられ

なかった．

６．生活態度得点と健康状況との関連

生活態度得点にも専攻別比較では差はみられなかった

ので，全体で健康意識，肥満度，自覚症状の訴え数との

関連がみられたものを表１１に示した．得点の高い者には，

体型の自己評価「ふつう」，健康の自己評価「健康であ

る」，朝のめざめ「良い」など，健康意識の高い者が多

かった．また，得点の高い者には，肥満の者がみられず，

自覚症状の訴え数の少ない者が多くなっていた．

�．考 察

赤松ら１１）は，教育者の食生活や食事に対する価値観が，

教育を受ける側の価値観の変容にも影響することを指摘

していることから，学校や地域での食育に関する指導は，

現在の食生活だけでなく，将来の食生活や健康状況にも

大きな影響を及ぼすと考えられる．これまでにも大学生

を対象とした食生活や健康状況に関する調査は多くなさ

れているが，栄養学や公衆衛生学などの食生活に関係の

深い科目の履修の有無に着目して専攻別に比較検討した

ものは少ない．栄養学や公衆衛生学を履修していない教

育系学生と，それらを専門科目として履修している保健

系学生の食事の摂取状況や食生活に対する意識や関心，

生活習慣や態度，健康状況などを比較してみることは，

大学生の食育に関する基礎資料として活用できると考え

られる．

大学生においても朝食摂取は「生きる力」の基本であ

り，食生活でも重視されている１２）．また，食品群摂取頻

度はカテゴリカルな資料ではあるが，栄養摂取状況を推

定する資料として利用でき，栄養バランスの指標として

重視されている１３）１４）．そこで，朝食摂取についてみると，

専攻別の差はみられず，毎日食べる者は７２．９％と低く

なっていた．この割合は，ほぼ同時期に実施された大学

生を対象とした調査３）１５）とほとんど同じで，小，中，高

校生１６－１８）に比べてかなり低く，このように欠食率が高い

ことは，早急に改善すべき大きな問題でもある．食品群

摂取頻度についてみても専攻別の差はほとんどみられず，

毎日食べる者が５０％以上の食品は，穀類を除いては，淡

色野菜５４．０％，油脂類６３．１％と２食品のみであった．こ

の食品群摂取頻度を同様の方法で調査した小，中学

生１６）１７）と比較しても，卵類と淡色野菜の２食品群を除い

てかなり低くなっていた．

このように専門科目として栄養学や公衆衛生学などを

履修し，食生活や生活習慣病などの健康問題についてあ

る程度の知識を持っていると考えられた保健系学生で

あっても，朝食摂取率や食品群摂取率が低かったことか

ら，単なる講義による知識の習得だけではなく，健康的

な食生活に対する意識や関心を高め，その実践化を図る

ことができるような指導が必要であると考える．また，

表１１ 生活態度得点と健康状況との関連（％）

生活態度得点

項 目 カ テ ゴ リ １４以下 １５～１６ １７以上

ｎ＝１５９ ｎ＝１８５ ｎ＝１５４ χ２

体型の自己評価 １．やせている １．３ ２．７ ０．６

２．少しやせている ６．３ ４．９ ７．１

３．ふつう ３２．７ ３５．１ ４４．２ ＊

４．少し肥っている ４２．８ ４６．５ ４３．５

５．肥っている １７．０ １０．８ ４．５

健康の自己評価 １．健康である ２１．４ ２７．０ ３８．３

２．まあ健康である ６２．９ ６１．６ ５５．８ ＊＊

３．あまり健康でない １５．７ １１．４ ５．８

朝のめざめ １．良い １１．３ １６．２ ２６．６

２．まあ良い ４５．９ ５１．４ ５７．１ ＊＊

３．あまり良くない ４２．８ ３２．４ １６．２

BMIの３区分 １．１８．４以下 １８．９ １１．４ １５．６

２．１８．５～２４．９ ７３．６ ８５．４ ８４．４ ＊

３．２５．０以上 ７．５ ３．２ ―

自覚症状の訴え数 １．８以下 ２４．５ ３３．０ ３９．６

２．９～１４ ４０．３ ３５．１ ４２．２ ＊＊

３．１５以上 ３５．２ ３１．９ １８．２

注）生活態度得点に関連がみられた項目を示した．

注）＊はｐ＜０．０５で，＊＊はｐ＜０．０１で関連あり．
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大学生には自宅を離れて生活する者が多いが，自宅外学

生は朝食欠食率が特に高く，食品群摂取頻度が低いこと

はこれまでにも指摘されている１９）．本調査では自宅と自

宅外の比較はしていないが，自宅外学生が多く含まれて

いる３）ので，大学入学時から正しい食事のとり方などの

指導が必要である１５）と考えられる．食品群摂取頻度から

算出した食品摂取得点も専攻別の差はみられなかったの

で，全体で朝食摂取と食品摂取得点との関連をみると，

朝食を毎日食べる者は食品摂取得点が高くなっていた．

本研究では，朝食摂取と食品群摂取頻度を食生活指針４）

の基本と考えて，それらと生活習慣や生活態度，健康状

況との関連を検討してみることにした．

食育が「生きる力」の基盤となるためには，朝食摂取

や食品群摂取頻度などの食生活の基本が，菓子類，清涼

飲料水，喫煙，飲酒などの嗜好品の摂取状況や，睡眠時

間や運動のなどの生活習慣に対する意識や関心を高め，

健康的な生活習慣を実践する態度の育成につながる必要

がある．対象が女子学生であったので，飲酒や喫煙をす

る者は少なかったが，菓子類や清涼飲料水の摂取率は高

く，睡眠時間の少ない者，運動をしない者が多く，健康

的な生活習慣とは言えない者が少なくなかった．また，

ブレスローら６）があげている生活習慣病予防の７項目か

ら作成した生活態度でも「喫煙をしない」，「過度の飲酒

をしない」では積極的な態度がみられたが，睡眠，運動，

朝食，間食で消極的な態度の者が多くなっていた．専攻

別比較では，生活習慣の実践状況と態度ともに睡眠と運

動を除いて差がみられず，生活態度得点にも差はみられ

なかった．そこで，全体で朝食摂取及び食品摂取得点と

生活習慣の実践状況，生活態度得点との関連をみると，

朝食を毎日食べる者には，昼食を食べる者，夜食を食べ

ない者，清涼飲料水を飲まない者，喫煙をしない者が多

く，生活態度得点も高くなっていた．これらのことから，

大学生においても朝食摂取や食品群摂取頻度は食生活指

針としてだけでなく，生活全般の状況を反映する指針に

なると考えられる．そして，食育によって朝食摂取を食

事の基本として意識させ，習慣化させることは，食生活

に対する意識を高めるとともに，生活習慣の改善につな

がるものと考えられる．

また，朝食摂取及び食品摂取得点は，健康状況とも関

連していると考えられるので，健康状況として健康意識，

BMI，自覚症状の訴えを取り上げてみた．これらの健康

状況の専攻別比較でもほとんど差はみられず，健康意識

の低い者が多く，自覚症状の訴えも多くなっていたが，

朝食を摂取する者及び食品摂取得点の高い者には健康意

識の高い者が多くなっていた．BMI及び自覚症状の訴え

数との関連がみられなかったのは，大学生の場合にも食

生活だけでなく生活意識や生活行動などのライススタイ

ルの諸要因が関係している２０）と考えられる．これらの健

康状況には，食事，運動，睡眠などの生活習慣だけでな

く，生活態度１７）１８）２１）も関係していると考えられるので，

生活態度得点と健康状況との関連を検討してみた．その

結果，生活態度得点の高い者は健康意識が高く，肥満が

みられず，自覚症状の訴え数も少なくなっていた．この

ことから，朝食摂取や食品群摂取頻度などの食生活を基

本とした生活習慣に関する態度の育成は，健康意識を高

め，自覚症状の訴えを少なくするなど，心身の健康増進

につながる１２）と考えられる．

以上のように，大学生は栄養学などの食生活に関係の

深い科目の履修の有無にかかわらず，朝食摂取率や食品

群摂取頻度が低くなっていた．しかし，朝食を摂取する

者及び食品群摂取頻度の高い者は，健康的な生活習慣を

実践しており，生活態度や健康意識も高く，健康状況も

良い者が多くなっていた．これらのことから，大学生に

おいても朝食摂取や栄養素等摂取量などの食事指導を含

めた食育の推進が必要であり，食生活の意識や関心を高

めることは，健康的な生活習慣の実践とその態度の育成

につながると考えられる．

�．要 約

女子学生４９８名（教育系２７６名，保健系２２２名）を分析

対象に，朝食摂取や食品群摂取頻度などの食生活とその

他の生活習慣，健康状況などを調査し，それらの関連に

ついて検討してみた．その結果，専攻別比較ではほとん

ど差がみられず，朝食摂取率や食品群摂取頻度は低く

なっていた．そして，朝食を摂取する者及び食品群摂取

頻度の高い者は，健康的な生活習慣の実践とその態度が

みられ，健康意識も高くなっていた．また，健康的な生

活習慣の態度がみられる者は，健康意識が高く，肥満や

自覚症状の訴え数も少なくなっていた．これらのことか

ら，朝食摂取や栄養素等摂取量などの食事指導を含めた

食育が必要であると考えられる．

本稿の要旨の一部は，第４１回中国・四国学校保健学会

（２００９年６月，松江）において発表した．
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会 報 第５７回日本学校保健学会開催のご案内（第４報）
年次学会長 三木とみ子

（女子栄養大学）

１．メインテーマ：「変化の時代における学校保健と学校力 ～生涯健康の基礎づくり～」

２．開催期日：平成２２年１１月２７日（土）～２８日（日）

なお平成２２年１１月２６日（金）に，常任理事会，理事会，評議員会，役員懇親会および学会関連行事の開催を予定

しています．２６日（金）の会場は女子栄養大学 駒込キャンパスです．

３．学会会場：女子栄養大学 坂戸キャンパス

〒３５０―０２８８ 埼玉県坂戸市千代田３―９―２１

（東武東上線「池袋」より急行で４２分「若葉駅」下車徒歩３分）

※学会会場には駐車場がございませんので，公共の交通機関を利用してお越し下さい．

４．主 催：日本学校保健学会

５．後 援：文部科学省 �日本学校保健会 埼玉県教育委員会 埼玉県学校保健会 埼玉県医師会

埼玉県歯科医師会 埼玉県薬剤師会 埼玉県高等学校校長協会 埼玉県中学校長会

埼玉県公立小学校校長会 埼玉県特別支援学校長会 埼玉県養護教員会

埼玉県学校保健主事会 坂戸市 坂戸市教育委員会 女子栄養大学

６．学会のプログラム等（予定）

１１月２７日（土）

（午前）

【学会長講演】（一般公開） ９：３０～１０：１０

「学校における健康教育１８年後の検証―時代を超えて変わらない価値あるものは何か―」

座 長 宮尾 克（名古屋大学教授）

演 者 三木とみ子（女子栄養大学教授）

【基調シンポジウム】（一般公開）１０：１０～１２：００

「これからの学校保健と学校力―学校は何をすべきか学校をどう支えるか―」

コーディネーター 衞藤 隆 （日本子ども家庭総合研究所 母子保健研究部長）

三木とみ子（女子栄養大学教授）
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シンポジスト

� 「学校経営的な見地から」

天笠 茂（千葉大学教授）

� 「学校力の向上と学校保健とのかかわり」

坂根清貴（岡山市立野谷小学校）

� 「心身の健康課題解決のために養護教諭が中核的役割を果たすとは何か」

山本康子（足立区立第一中学校養護教諭・主幹教諭）

� 「健康教育を学級経営に機能させること」

佐久間美穂子（元江東区立第二亀戸小学校）

（午後）

【ランチョンセミナー１（ノボノルディスクファーマ株式会社）】１２：０５～１３：００

「SGAに対する食事指導と低身長の治療」（仮題）

演 者 児玉浩子（帝京大学医学部小児科教授）

【ランチョンセミナー２（花王株式会社）】１２：０５～１３：００

「日常から学ぶ健康習慣」

演 者 未定

【学会総会】１３：００～１４：００

【学会・学術委員会共同シンポジウム】１４：００～１５：４０

「変革の時代における養護教諭の養成のこれからを問う」

コーディネーター 後藤ひとみ（愛知教育大学教授）

白石龍生（大阪教育大学教授）

シンポジスト

� 「養護教諭養成の現状と課題」

後藤ひとみ（愛知教育大学教授）

� 「教師教育のこれから」

岩田康之（東京学芸大学准教授）

� 「保健師教育のこれから」

村嶋幸代（東京大学大学院教授）

� 「現職養護教諭からの期待」

堀田美枝子（埼玉県立浦和西高等学校・全国養護教諭連絡協議会会長）

【ワークショップ１】１４：００～１５：２０

「豊かな心を培うための健康教育」

大津一義（順天堂大学教授）

宮城重二（女子栄養大学教授）

【ワークショップ２】１４：００～１５：２０

「行動変容につながるライフスキル教育の進め方」

川畑徹朗（神戸大学大学院教授）

※ ワークショップ２については申込みが必用です．

氏名，職種，勤務先の名称，住所，電話番号，メールアドレス，JKYBワークショップへの参加経験

の有無を書いて tetsurok＠people.kobe-u.ac.jp へお申し込みください．

【特別企画対談】１５：４５～１６：４５

「養護教諭とヘルスプロモーション」

�石昌弘（東京医科大学・前国立公衆衛生院長）

鎌田尚子（桐生大学教授・前女子栄養大学教授）

【特別講演】１６：５０～１７：５０

「時間栄養学と学校保健」

座 長 武見ゆかり（女子栄養大学教授）

演 者 香川靖雄（女子栄養大学副学長）

【一般口演・ポスター討論】

【懇親会】１８：００～
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１１月２８日（日）

（午前）

【ワークショップ３】 ９：００～１０：２０

「学校における性教育の考え方進め方を検証する」

石川哲也（神戸大学名誉教授）

武田 敏（千葉大学名誉教授）

【ワークショップ４】 ９：００～１０：２０

「養護教諭のヒヤリハットとは何か」

鈴木裕子（国士舘大学専任講師）

刈間理介（東京大学環境安全研究センター准教授）

【学会賞受賞者講演】 ９：４５～１０：１５

（受賞者は前日の総会にて発表，表彰）

【日本学校保健学会共同研究発表】 ９：４５～１０：１５

「認知的スキルを育成する高等学校保健学習『精神の健康』の実践と評価」

佐久間浩美（東京都立美原高等学校）

【一般口演・ポスター討論】

【シンポジウム１】（一般公開）１０：２０～１２：００

第５７回日本学校保健学会年次学会・日本学術会議心理学・教育学委員会 教育の質向上検討分科会（主催）

「実践や学問構築に活かす質的研究」

コーディネーター 岡田加奈子（千葉大学教授）

朝倉隆司（東京学芸大学教授）

シンポジスト

� 「学校教育の実践と質的研究―教育心理学の立場から―」

秋田喜代美（東京大学大学院教授）

� 「養護教諭の実践と質的研究―養護教諭の立場から―」

冨塚都仁子（千葉市立宮崎小学校養護教諭）

� 「実践と質的研究―現職ならびに大学院での経験から―」

平川俊功（東京家政大学特任准教授）

� 「質的研究の可能性と課題―質的研究の試みからみえてきたもの―」

小林央美（弘前大学准教授）

【シンポジウム２】１０：２０～１２：００

「変化の時代における保健科教育内容の検討―未来を生きる子どもたちに必要な保健の教養を問う」

コーディネーター 植田誠治（聖心女子大学教授）

シンポジスト

� 「未来を生きる子どもたちに必要な保健の教養は何か：医師の立場から」

弓倉 整（内科医，東京都医師会理事）

� 「子ども時代の環境が一生の健康を決める：ライフコース疫学の視点から」

藤原武男（国立保健医療科学院，生涯保健部行動科学室長）

� 「情報社会の発展が生んだ新しい指導事項とその課題」

黒上晴夫（関西大学総合情報学部教授）

【教育講演】１１：００～１１：５０

「わが国の予防接種のこれから―学校に期待すること―」

座 長 衞藤 隆（日本子ども家庭総合研究所 母子保健研究部長）

演 者 加藤達夫（独立行政法人国立成育医療研究センター理事長・総長）

（午後）

【ランチョンセミナー３（社団法人 細菌製剤協会）】１２：００～１２：５５

（予防接種ワクチンに関する内容）

演 者 未定

【ランチョンセミナー４（日本ケロッグ株式会社）】１２：００～１２：５５

「企業が行う食育の推進―よい生活習慣がよい人間をつくるを確信して―」
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演 者 井出留美（日本ケロッグ株式会社広報室長）

【シンポジウム３】１３：０５～１４：４５

「養護診断開発の課題と展望」

コーディネーター 大沼久美子（女子栄養大学専任講師）

シンポジスト

� 「養護診断開発の方法とプロセス」

三村由香里（岡山大学教育学部准教授）

� 「養護診断開発の方法とシステム」

遠藤伸子（女子栄養大学教授）

【シンポジウム４】１３：０５～１４：４５

「変化の時代における母子健康手帳（親子健康手帳）の役割と教育としての活用」

コーディネーター 小林正子（女子栄養大学教授）

シンポジスト

� 「これからの母子健康手帳」

藤内修二（大分県福祉保健部 健康対策課長）

� 「中学生まで使える親子健康手帳の作成と活用」

江崎みゆき（小牧市保健センター所長）

� 「心の拠り所としての母子健康手帳」

川名はつ子（早稲田大学教授）

� 「母子手帳を活用した学生への健康教育」

井上 栄（大妻女子大学教授）

【シンポジウム５】１３：０５～１４：４５

「学校に関わる健康，安全，環境の危機管理：基本方針と実際」

コーディネーター 西岡伸紀（兵庫教育大学大学院教授）

シンポジスト

� 「地域で取り組む学校の健康危機管理」

岡田就将（岐阜県健康福祉部保健医療課課長）

� 「安全に関する危機管理：学校管理下の事件・事故」

渡邉正樹（東京学芸大学教授）

� 「学校環境に関わる危機管理：学校環境衛生，学校における薬品の管理」

鬼頭英明（兵庫教育大学大学院教授）

� 「学校での取組の実際：学校保健，学校安全にわたる危機管理」

宮本香代子（広島市立吉島東小学校校長）

【シンポジウム６】１３：０５～１４：４５

「学校歯科保健の評価をどう捉えどう活かすか―新たな視点の提案―」

コーディネーター 安井利一（明海大学学長）

シンポジスト

� 「学校の保健統計からわかること，わからないこと」

中田郁平（日本学校歯科医会会長）

� 「歯肉炎評価指数（PMA指数）と生活習慣調査等の活用による新たな取り組み」

岩崎和子（群馬大学教育学部附属特別支援学校養護教諭）

� 「赤染めの評価を客観的にみる歯垢指数（DI）を利用する取り組み」

小野友美（江東区立四砂小学校養護教諭）

【一般口演・ポスター討論】

【自由集会１】１６：００～１８：００

「文化の違いから考える子どものボディイメージ・ダイエット・運動習慣―日本とオーストラリアにおける

心とからだのヘルスプロモーション―」

Prof. Jennifer O’Dea（シドニー大学）

千須和直美（シドニー大学）

香川雅春（女子栄養大学）
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【自由集会２】１６：００～１８：００

「養護教諭養成におけるカリキュラム改革の提言―モデル・コア・カリキュラムからとらえた教育職員免許

法『養護に関する科目』の分析をふまえて―」

日本教育大学協会全国養護部門研究委員会

【自由集会３】１６：００～１８：００

「非行と食育―輝く未来のために」

細井陽子（九州女子大学）

※ なお，ここに記載した内容は，今後，変更されることがあります．

７．懇 親 会

１１月２７日（土）１８時～ 坂戸キャンパス内 カフェテリア

香川栄養学園附帯施設のレストラン「松柏軒」が皆さまのお越しをお待ちしております．

栄養価・材料・栄養バランスを考慮したお料理をぜひご賞味ください．

８．一般発表（口演・ポスター）の方法

１）口演発表

発表時間は８分，討論は４分（計１２分）です．

すべての会場でパワーポイントが使用できる予定ですが，パワーポイントは必須ではありません．

パワーポイントのデータは事前に事務局まで送付願います．（詳細は後日掲載します）

発表者は必ず，各会場の発表者受付で，事前（３０分前まで）に受付の確認をお願いします．

当日配布資料がある方は，受付で担当者にお渡しください．

２）ポスター発表

ポスター発表は，２７日（土），２８日（日）両日，座長制による発表（４分）と討論（３分）を行う予定です．前報

では討論２分となっておりましたが３分に訂正いたします．

パネルは縦１８００mm，横９００mmのものを用意しております．詳細な掲示方法については，次号でお知らせいた

します．

９．事前参加申込および学会参加費

１）事前参加申込

原則として年次学会ホームページからの受け付けとなります．

年次学会（第５７回日本学校保健学会）トップページ（http:／／www.eiyo.ac.jp／sh５７／）

なお，ホームページからのお申込ができない方は，本誌第１号（Vol.５１ No.１）に同封されている郵便振替

用紙に必要事項をご記入の上，送金いただくと参加申込ができます．お振込みいただいた方には「参加登録証」

を郵送させていただきます．学会当日の受付がスムーズになりますので，是非，ホームページでの事前登録・参

加申込をご利用ください．

※ 本誌第１号に同封の用紙以外（郵便局等に用意してある振替用紙）で振り込まれる場合は，通信欄に必ず振

込金額の内訳（例：学会参加費７，０００円，懇親会費４，０００円，弁当代２日分１，６００円 合計１２，６００円）をお書き

ください．なお，振込先は以下の通りです．

【振込先】（郵便振替）

加入者名：第５７回日本学校保健学会

口座番号・番号：００１４０―４―４７２６４７

２）学会参加費

【８／３１までの早期申込】「参加登録証」を事前にお送り致します．

希望者には事前に講演集を送付いたします．送付ご希望の方は送料５００円を加えてお申込ください．

本誌第１号に挿入した振込用紙には送料が印刷されておりませんのでご注意ください．

� 一般（会員・非会員） ７，０００円（講演集代込）

� 学生（学部生・大学院生など） ３，０００円（講演集代込）

【９／１～９／３０の事前申込】「参加登録証」を事前にお送り致します．ランチョンセミナーは空きがあれば先
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着順で受付けます．講演集は当日，会場受付でお受け取りください．

� 一般（会員・非会員） ８，０００円（講演集代込）

� 学生（学部生・大学院生など） ３，０００円（講演集代込）

【当日参加】「参加登録証」は学会受付でお受け取りください．

� 一般（会員・非会員） ８，０００円（講演集代込）

� 学生（学部生・大学院生など） ３，０００円（講演集代込）

※ ��および��の場合は，事前に「参加登録証」を郵送いたしますので，必ず学会当日にお持ちください．

３）懇親会費（１１月２７日（土））

【早期申込】（８／３１まで） 一般４，０００円 学生３，０００円

【９／１～９／３０の事前申込および当日申込】 一般５，０００円 学生３，０００円

４）講演集のみ

� 事前送付をご希望の場合は１冊３，５００円（送料込み）で必要冊数をご記入の上，送金してください．

ただし，８月３１日までとさせていただきます．

� 学会当日は１冊３，０００円で販売します（数に限りがございますのでご注意ください）．

５）昼食（弁当代）

１１月２７日，２８日それぞれ８００円（お茶代込）

６）ランチョンセミナーの申込み

上記学会プログラム６．に記載の通り，１１月２７日，２８日両日昼食時にランチョンセミナーを開催する予

定です．お申込みをご希望の方は，ランチョンセミナーの番号，お名前，所属，連絡先住所をご記入の上，

年次学会事務局までメール（sh５７＠eiyo.ac.jp）またはFAX（０４９―２８２―４８０６）にてお申込みください．た

だし，学会参加費をお振込みいただいた方から先着順といたします．お申込みいただいた方には，後日学

会参加証と一緒にお弁当引換券を郵送いたします．

１０．宿泊・航空券

年次学会ではお取り扱いいたしません．

会場周辺のホテルについてはホームページで紹介しております．

１１．年次学会事務局

〒３５０―０２８８ 埼玉県坂戸市千代田３―９―２１ 女子栄養大学内

第５７回日本学校保健学会事務局

TEL：０４９―２８２―４７９２ FAX：０４９―２８２―４８０６ またはTEL／FAX：０４９―２８２―３７２２

E-mail：sh５７＠eiyo.ac.jp

１２．年次学会ホームページ

最新の情報は，下記のホームページでご案内します．

年次学会（第５７回日本学校保健学会）トップページhttp:／／www.eiyo.ac.jp／sh５７／
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原稿の種類 内 容

総 説

論 説

原 著

報 告

実践 報 告
または資料

会員の声

その他

学校保健に関する研究の総括，文献解題

学校保健に関する理論の構築，展望，提言等

学校保健に関する独創的な研究論文

原著に準ずる研究論文

学校保健に関して研究的にまとめられた実践
報告や貴重な資料

学会誌，論文に対する意見など（８００字以内）

学会が会員に知らせるべき記事，学校保健に

関する書評，論文の紹介等

機関誌「学校保健研究」投稿規定（平成２２年４月１日改正）

１．本誌への投稿者（共著者を含む）は，日本学校保健

学会会員に限る．

２．本誌の領域は，学校保健およびその関連領域とする．

３．原稿は，未発表のものに限る．なお，印刷中もしく

は投稿中の原稿の投稿も認めない．

４．投稿に際して，所定のチェックリストを用いて投稿

原稿に関するチェックを行い，投稿者の記名・捺印の

上，原稿とともに送付する．

５．本誌に掲載された原稿の著作権は，日本学校保健学

会に帰属する．

６．原稿は，日本学校保健学会倫理綱領を遵守する．

７．本誌に掲載する原稿の種類と内容は，次のように区

分する．

ただし，「論説」，「原著」，「報告」，「実践報告また

は資料」，「会員の声」以外の原稿は，原則として編集

委員会の企画により執筆依頼した原稿とする．

８．投稿された原稿は，査読の後，編集委員会において，

掲載の可否，掲載順位，種類の区分を決定する．

９．原稿は，「原稿の様式」にしたがって書くこと．

１０．原稿の締切日は特に設定せず，随時投稿を受付ける．

１１．原稿は，正（オリジナル）１部のほかに副（コピー）

２部を添付して投稿すること．

１２．投稿の際には，査読のための費用として５，０００円の

定額郵便為替（文字等は一切記入しない）を同封して

納入する．

１３．原稿は，下記あてに書留郵便で送付する．

〒１１２―０００２ 東京都文京区小石川１―３―７

勝美印刷株式会社 内「学校保健研究」編集事務局

TEL：０３―３８１２―５２２３ FAX：０３―３８１６―１５６１

その際，投稿者の住所，氏名を書いた返信用封筒

（角２）を３枚同封すること．

１４．同一著者，同一テーマでの投稿は，先行する原稿が

受理されるまでは受付けない．

１５．掲載料は，刷り上り８頁以内は学会負担，超過頁分

は著者負担（一頁当たり１３，０００円）とする．

１６．「至急掲載」希望の場合は，投稿時にその旨を記す

こと．「至急掲載」原稿は，査読終了まで通常原稿と

同一に扱うが，査読終了後，至急掲載料（５０，０００円）

を振り込みの後，原則として４ヶ月以内に掲載する．

「至急掲載」の場合，掲載料は，全額著者負担となる．

１７．著者校正は，１回とする．

１８．審査過程で返却された原稿が，特別な事情なくして

学会発送日より３ヶ月以上返却されないときは，投稿

を取り下げたものとして処理する．

１９．原稿受理日は，編集委員会が審査の終了を確認した

年月日をもってする．

原稿の様式

１．原稿は，和文または英文とする．和文原稿は，原則

としてMSワードまたは一太郎を用い，Ａ４用紙４０字

×３５行（１，４００字）横書きとする．ただし査読を終了

した最終原稿は，CD，フロッピーディスク等をつけ

て提出する．

２．文章は，新仮名づかい，ひら仮名使用とし，句読点，

カッコ（「，『，（，［など）は１字分とする．

３．英語は，１字分に半角２文字を収める．

４．数字は，すべて算用数字とし，１字分に半角２文字

を収める．

５．図表，写真などは，直ちに印刷できるかたちで別紙

に作成し，挿入箇所を原稿中に指定する．

なお，印刷，製版に不適当と認められる図表は，書

替えまたは削除を求めることがある．（専門業者に製

作を依頼したものの必要経費は，著者負担とする）

６．和文原稿には，４００語以内の英文抄録と日本語訳を

つける．ただし原著，報告以外の論文については，こ

れを省略することができる．英文原稿には，１，５００字

以内の和文抄録をつける．また，すべての原稿に

は，５つ以内のキーワード（和文と英文）を添える．

これらのない原稿は受付けない．

英文抄録および英文原稿については，英語に関して

十分な知識を持つ専門家の校正を受けてから投稿する．

７．研究の内容が倫理的配慮を必要とする場合は，研究

方法の項目の中に倫理的配慮をどのように行ったかを

記載する．

８．正（オリジナル）原稿の表紙には，表題，著者名，

所属機関名，代表者の連絡先（以上和英両文），原稿

枚数，表および図の数，希望する原稿の種類，別刷必

要部数を記す（別刷に関する費用は，すべて著者負担

とする）．副（コピー）原稿の表紙には，表題，キー

ワード（以上和英両文）のみとする．

９．文献は，引用順に番号をつけて最後に一括し，下記

の形式で記す．本文中にも，「…知られている１）．」ま

たは，「…２）４），…１－５）」のように文献番号をつける．著

者もしくは編集・監修者が４名以上の場合は，最初の

会 報

２５２ 学校保健研究 Jpn J School Health５２；２０１０



３名を記し，あとは「ほか」（英文ではet al.）とする．

［定期刊行物］ 著者名：表題．雑誌名 巻：頁―頁，発

行年

［単行本］ 著者名（分担執筆者名）：論文名．（編集・監

修者名）．書名，引用頁―頁，発行所，発行地，

発行年

―記載例―

［定期刊行物］

１）�石昌弘：日本学校保健学会５０年の歩みと将来への

期待―運営組織と活動の視点から―．学校保健研究

４６：５―９，２００４

２）川畑徹朗，西岡伸紀，石川哲也ほか：青少年のセル

フエスティームと喫煙，飲酒，薬物乱用行動との関係．

学校保健研究 ４６：６１２―６２７，２００５

３）Hahn EJ, Rayens MK, Rasnake R et al.: School to-

bacco policies in a tobacco-growing state. J Sch

Health７５:２１９―２２５,２００５

［単行本］

４）鎌田尚子：学校保健を推進するしくみ．（�石昌弘，

出井美智子編）．学校保健マニュアル（改訂７版），１４１―

１５３，南山堂，東京，２００８

５）Hedin D, Conrad D: The impact of experiential

education on youth development. In: Kendall JC and

Associates, eds. Combining Service and Learning: A

Resource Book for Community and Public Service.

Vol１,１１９―１２９, National Society for Internships and

Experiential Education, Raleigh, NC,１９９０

［インターネット］

６）American Heart Association: Response to cardiac

arrest and selected life-threatening medical emer-

gencies: the medical emergency response plan for

schools. ２００４. Available at: http:／／circ.ahajournals.

org／cgi／reprint／０１.CIR. ００００１０９４８６. ４５５４５. ADv１.

pdf. Accessed April６,２００４
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投稿時チェックリスト

以下の項目についてチェックし，記名・捺印の上，原稿とともに送付して下さい．

□ 著者（共著者を含む）は全て日本学校保健学会会員か．

□ 投稿に当たって，共著者全員の承諾を得たか．

□ 本論文は，他の雑誌に掲載されたり，印刷中もしくは投稿中の論文であったりしないか．

□ 同一著者，同一テーマでの論文を「学校保健研究」に投稿中ではないか．

□ 原著もしくは報告として投稿する和文原稿には４００語以内の英文抄録と日本語訳を，英文原稿には１，５００字以内の

和文抄録をつけたか．

□ 英文抄録および英文原稿について，英語に関して十分な知識を持つ専門家の校正を受けたか．

□ キーワード（和文と英文，それぞれ５つ以内）を添えたか．

□ 研究の内容が倫理的配慮を必要とする場合は，研究方法の項目の中に倫理的配慮をどのように行ったのかを記載

したか．

□ 文献の引用の仕方は正しいか（投稿規定の「原稿の様式」に沿っているか）

□ 本文にはページを入れたか．

□ 図表，写真などは，直ちに印刷できるかたちで別紙に作成したか．

□ 図表，写真などの挿入箇所を原稿中に指定したか．

□ 本文，表および図の枚数を確認したか．

□ 原稿は，正（オリジナル）１部と副（コピー）２部があるか．

□ 正（オリジナル）原稿の表紙には，次の項目が記載されているか．

□ 表題（和文と英文）

□ 著者名（和文と英文）

□ 所属機関名（和文と英文）

□ 代表者の連絡先（和文と英文）

□ 原稿枚数

□ 表および図の数

□ 希望する原稿の種類

□ 別刷必要部数

□ 副（コピー）原稿２部のそれぞれの表紙には，表題，キーワード（以上和英両文）のみが記載されているか（そ

の他の項目等は記載しない）．

□ 表題（和文と英文）

□ キーワード（和文と英文）

□５，０００円の定額郵便為替（文字等は一切記入しない）を同封したか．

□ 投稿者の住所，氏名を書いた返信用封筒（角２）を３枚同封したか．

上記の点につきまして，すべて確認しました．

年 月 日

氏名： 印
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〈参 考〉

日本学校保健学会倫理綱領
制定 平成１５年１１月２日

日本学校保健学会は，日本学校保健学会会則第２条の規定に基づき，本倫理綱領を定める．

前 文

日本学校保健学会会員は，教育，研究及び地域活動によって得られた成果を人々の心身の健康及び社会の健全化の

ために用いるよう努め，社会的責任を自覚し，以下の綱領を遵守する．

（責任）

第１条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動に責任を持つ．

（同意）

第２条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動に際して，対象者又は関係者の同意を得た上で行う．

（守秘義務）

第３条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動において，知り得た個人及び団体のプライバシーを守秘

する．

（倫理の遵守）

第４条 会員は，本倫理綱領を遵守する．

２ 会員は，原則としてヒトを対象とする医学研究の倫理的原則（ヘルシンキ宣言）を遵守する．

３ 会員は，原則として疫学研究に関する倫理指針（平成１４年文部科学省・厚生労働省）を遵守する．

４ 会員は，原則として子どもの権利条約を遵守する．

５ 会員は，その他，人権に関わる宣言を尊重する．

（改廃手続）

第５条 本綱領の改廃は，理事会が行う．

附 則 この倫理綱領は，平成１５年１１月２日から施行する．
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地方の活動 第６７回北陸学校保健学会の開催と演題募集のご案内
北陸学校保健学会 会長 中川 秀昭

（金沢医科大学教授）

下記の要領にて，第６７回北陸学校保健学会を開催致しますので，多数ご参加ください．

１．期 日：平成２２年１１月１３日（土） 午前９時から午後４時（予定）

会 場：石川県女性センター（〒９２０―０８６１ 石川県金沢市三社町１―４４）

２．日 程：

午前 一般口演

午後 総会

特別講演：出生コホート研究からみた学校保健の課題と展望

第１部：食育にもとづく親子の信頼形成と心身の健康づくり

―内閣府食育推進室「親子のための食育読本」（２０１０年３月発行）掲載論文を中心に―

第２部：格差社会と子どもの生活習慣・教育機会・健康

―日本学術会議「学術の動向」（２０１０年４月発行）掲載論文を中心に―

講 師：関根道和 先生（富山大学大学院）

３．申込方法

一般口演

� 演題申込 平成２２年９月１７日（金）までに，演題名を添えて葉書もしくはFax，E-mailにて下記の

事務局へお申込ください．

� 口演時間 発表１０分，質疑応答５分（予定）

� 抄録原稿 演題のお申し込みがあれば，直ちに，講演原稿作成の手引きをお送りいたします．

� 原稿〆切 平成２２年１０月１５日（金）消印有効

４．演題申込及び問い合わせ先

〒９２０―１１９２ 金沢市角間町

金沢大学人間社会学域

北陸学校保健学会事務局（岩田）

Tel ：０７６―２６４―５５６６

Fax：０７６―２３４―４１１７

E-mail：iwata@ed.kanazawa-u.ac.jp
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お知らせ

お知らせ

JKYB健康教育ワークショップ東海２０１０ 開催要項

主 催：JKYBライフスキル教育研究会東海支部

後 援：愛知県教育委員会，名古屋市教育委員会，岐阜県教育委員会，三重県教育委員会

静岡県教育委員会，静岡市教育委員会，浜松市教育委員会（申請中）

日 時：平成２２年１１月６日（土） 午前９時～１１月７日（日） 午後４時３０分

会 場：学校法人中西学園NSCカレッジ（〒４６０―０００７ 名古屋市中区新栄１―９―６ Tel ０５２―２４１―７２４１）

参加費：一般参加者は８，０００円（学生参加費４，０００円）

JKYBライフスキル教育研究会東海支部会員及び他支部会員は６，０００円

申し込み方法：

○参加ご希望の方は，お名前，連絡先を明記し，８０円切手を貼付した返信用封筒を同封して，封筒の表に「JKYB

健康教育ワークショップ東海２０１０参加希望」と朱書して，下記までお申し込み下さい．なお，お申し込みの際に

は，お名前，所属，職種，連絡先電話番号，希望のコース（初参加，２回目，３回目コース）を明記下さるよう

お願い申し上げます．

○申し込み締め切り日：平成２２年１０月１５日（金）

○申込先：〒４３３８―０８１１ 静岡県磐田市一言３１７８

JKYBライフスキル教育研究会東海支部ワークショップ事務局 大石みどり宛

（Tel ０５３８―３２―１７９５）

第５回JKYB健康教育ワークショップ広島 開催要項

主 催：JKYBライフスキル教育研究会中国・四国支部

後 援：広島市教育委員会，福山市教育委員会，呉市教育委員会

日 時：平成２２年１１月２０日（土） 午前９時～１１月２１日（日） 午後４時４０分

会 場：まなびの館ローズコム（〒７２０―０８１２ 福山市霞町１―１０―１ Tel ０８４―９３２―７２６５）

参加費：７，０００円

申し込み方法：

○封筒の表に「JKYB健康教育ワークショップ広島参加希望」と朱書し，申込書・返信用封筒にご自分の住所，氏

名を記入し，８０円切手を貼り付け，同封してお申し込み下さい．

○申込書には，氏名，所属，職種，希望コース（初参加，経験者コース），JKYBライフスキル教育研究会が主催

するワークショップへの参加経験の有無を明記下さい．

○申し込み締め切り日：平成２２年１１月５日（金）

○申込先：〒７３７―２５０２ 広島県呉市安浦町三津口２―２７―２ 呉市立三津口小学校 木村千恵宛

（Tel ０８２３―８４―２０４８）
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編 集 後 記

学会誌は，基本的に投稿論文によって支えられている
ものですが，このところ，多くの投稿をいただいており，
編集のメンバーのひとりとして大変感謝しております．
今後も，迅速な査読プロセスなどに努めることで，
School Healthともども，学校保健研究が充実していく
ことを願っております．
さて，実証データのない感想で恐縮ですが，私的な記
憶の中の「以前」に比較すると，投稿論文のレベルが高
くなったという印象があります．これは，ひとえに投稿
してくださる先生方のご努力によるものであり，それに
加えて，原稿を丹念にチェックして，よりよい論文にな
るように支援する査読を担当する先生方のお働きによる
ものと心より感謝申し上げます．
このことのひとつの要因として，評価・アセスメント
の科学的な方法論が浸透してきたことがあげられるかも
しれません．標準化されたアセスメント法を用いる研究
も増加してきたように思います．また，アセスメントの
標準化を，研究目的のひとつとする論文も見受けられま
す．それは，学校保健の研究実践に役に立つアセスメン
トが，日本では十分には整備されてはいないからです．
そこで，このようなアセスメントの標準化をめざす研
究がさらに展開され，学校保健の領域で有用であり，ま

た，海外の研究との比較も可能なアセスメントがますま
す充実することが望まれます．それは，個々の研究のレ
ベルを上げるだけではなく，研究間の連携を強めて，学
会全体の研究実践活動を支える力となると思われるから
です．
一方で，方法論の観点からは，科学的な標本抽出とい
う側面では，私たちはまだ誇れる立場にはないように思
われます．研究者の身近にいるからという理由で大学生
を対象としているのではないかと思われる研究はさすが
に見受けませんが，日本の学校保健全体への提案をめざ
している研究であるのに，特定の地域の限られた集団を
標本としているのは，せっかくの理論検討や研究計画，
研究実現のための努力がもったいないと感じます．
もちろん，自らを省みても，現場の先生方に調査協力
をお願いする具体的な場面を考えると，理想的な標本抽
出を実現することはなかなか難しいことだと感じます．
しかし，その必要性を多くの人たちに訴えていくことに
よって，母集団についての正確な情報を保障する標本抽
出による研究を増やすことが，今後の大きな課題のひと
つではないかと感じています．

（島井哲志）
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